
提 案

日本学術会議会則（案）について 

１ 提 案 者  会 長 

２ 議  案  標記について、別紙案のとおり決定すること。 

３ 提案理由  日本学術会議法（令和７年法律第７０号）第６条の規定に基

づき、日本学術会議規則で定めることとされている事項その他

会議の運営に係る基本的な事項を定める必要があるため。 

（参考） 

○日本学術会議法（令和７年法律第７０号）

（日本学術会議規則）

第六条 会議は、次に掲げる事項について、日本学術会議規則を定めるもの

とする。 

一 この法律の他の規定により日本学術会議規則で定めることとされてい

る事項 

二 前号に掲げるもののほか、会議の運営に係る基本的な事項 

（総会の招集） 

第十二条 （略） 

２ 議長は、日本学術会議規則で定めるところにより、定期的に総会を招集

しなければならない。 

（議事の運営） 

第十三条 （略） 

５ この法律に定めるもののほか、議事の手続その他総会の運営に関し必要

な事項は、日本学術会議規則で定める。 

提 １

総 会 １９８

資料４
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（会員候補者選定委員会） 

第二十五条 会員候補者選定委員会は、次に掲げる職務を行う。 

一～三 （略） 

四 前三号に掲げるもののほか、会員の選任及び解任に関する事務のうち、

日本学術会議規則で定めるところにより会員候補者選定委員会が行うこ

ととされているもの 

（会員の候補者の選定） 

第三十条 （略） 

５ 前各項に定めるもののほか、会員の候補者の選定に関し必要な事項は、

日本学術会議規則で定める。 

第三十六条 この法律の他の規定により総会の決議によることとされてい

るもののほか、次に掲げる事項の決定は、総会の決議によらなければなら

ない。 

一～七 （略） 

八 日本学術会議規則の制定又は改廃 
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日本学術会議会則（案）

令和８年 ○月○日

日本学術会議規則第○号

日本学術会議法（令和七年法律第七十号）第六条の規定に基づき、日本学術会議規則と

して、日本学術会議会則を次のように定める。

日本学術会議会則

目次

第一章 総則（第一条）

第二章 学術会議の会議体（第二条―第六条）

第三章 総会（第七条―第十二条）

第四章 役員等（第十三条―第十七条）

第五章 役員会（第十八条―第二十条）

第六章 会員候補者選定委員会、選定助言委員会及び運営助言委員会（第二十一条―第

二十七条）

第七章 会員（第二十八条―第三十三条）

第八章 業務（第三十四条―第三十八条）

第九章 中期的な活動計画等（第三十九条―第四十一条）

第十章 連携会員（第四十二条―第四十六条）

第十一章 部（第四十七条―第五十四条）

第十二章 委員会（第五十五条―第五十九条）

第十三章 若手アカデミー（第六十条）

第十四章 事務局（第六十一条）

第十五章 雑則（第六十二条）

附則

第一章 総則

（総則）

第一条 日本学術会議（以下「学術会議」という。）の運営に関する事項は、この日本学

術会議会則（以下「会則」という。）の定めるところによる。

第二章 学術会議の会議体
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（学術会議の会議体） 
第二条 総会、役員会、会員候補者選定委員会、分野別業績審査委員会、選定助言委員

会、運営助言委員会、部会、連合部会、第五十五条第一項の委員会並びに第五十六条第

一項の分科会、小分科会及び小委員会並びに第六十条第二項の若手アカデミー会議及

び分科会を会議体という。 
２ 前項の規定は、前項の会議体のほかに、学術会議に合議体を置くことを妨げない。 
 
（会議体の議長等） 

第三条 各会議体（総会及び連合部会を除く。）の長（会議体が役員会の場合にあっては、

会長）は、議長となり、各会議体の議事を整理する。 
２ 各会議体（総会、役員会及び連合部会を除く。）は、議長が招集する。ただし、会長

（会長が任期途中で退任した場合の後任の者を除く。）の任期における最初の各会議体

（総会、役員会、分野別業績審査委員会、連合部会並びに第五十六条第一項の分科会、

小分科会及び小委員会並びに第六十条第二項の分科会を除く。）は、会長が招集する。 
３ 各会議体の議長は、議長が必要と認める者の出席を求め、意見を聴くことができる。 
４ 各会議体（会員候補者選定委員会及び分野別業績審査委員会を除く。）は、これを公

開する。ただし、必要があると認められる場合、議長は、議決を経て非公開とすること

ができる。 
５ 各会議体の議長は、各会議体（会員候補者選定委員会及び分野別業績審査委員会を

除く。）を招集しようとするときは、あらかじめ、開催日時、開催場所及び傍聴可能人

数について、インターネットの利用その他の適切な方法により一般に周知するものと

する。 
６ 前項の傍聴可能人数は、各会議体の議長が定める。 
 
（会議体の議事の運営） 

第四条 各会議体（総会を除く。）は、各会議体を構成する委員等（以下「構成員」とい

う。）の二分の一以上の出席がなければ、これを開くことができない。 
２ 各会議体（総会を除く。）の議決は、出席した構成員の過半数で決し、可否同数のと

きは、各会議体の議長の決するところによる。 
 
（会議体への出席） 

第五条 各会議体への出席は、映像及び音声の送受信により相手の状態を相互に認識し

ながら通話することができる方法（以下「オンライン出席」という。）により、するこ

とができる。 
２ 各会議体の議長は、必要と認めるときは、各会議体の招集に当たって、全構成員にオ

ンライン出席を求めることができる。 
 
（審議及び議決の特例） 
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第六条 各会議体は、議長が必要と認めるとき（会議体が総会の場合にあっては、議長が

やむを得ない理由により緊急に審議及び議決を行うことが必要と認めるときに限る。）

は、電子メールその他の電磁的方法により議案の内容を構成員に通知し、議案の可否

に係る意思を確認する方法により、審議及び議決を行うことができるものとする。 
２ 前項の方法による場合は、電子メールその他の電磁的方法により議案の可否に係る

意思を回答した人数をもって、第四条第一項の出席の人数（会議体が総会の場合にあ

っては、日本学術会議法（令和七年法律第七十号。以下「法」という。）第十三条第一

項の出席の人数）とみなす。 
３ 第一項の方法による場合は、第三条第四項から第六項まで（会議体が総会の場合に

あっては、第三条第四項から第六項まで、第十条第二項から第八項まで及び第十一条）

の規定は適用しない。 
 

第三章 総会 
 
（総会の招集） 

第七条 議長は、原則として毎年二月又は三月、六月及び十月にそれぞれ総会を招集す

る。 
２ 三十人以上の会員が、招集の目的及び議案を示して総会の招集を議長に求めた場合

には、議長は、総会を招集しなければならない。 
 
（総会の議事録） 

第八条 議長は、総会の議事録を作成し、インターネットを利用して閲覧に供するもの

とする。ただし、個人のプライバシーの確保に支障が生ずるおそれがあると認める場

合や学術会議の運営上支障があると認める場合には、閲覧に供しないことができる。 
 
（総会の議決） 

第九条 総会の議決は、次に掲げる方法のいずれか又はこれらの組み合わせにより行う。 
一 可とする議案に挙手すること。 
二 オンライン投票システム（当該システムを操作することにより、当該システムにお

いて議案の可否を選択し、かつ、選択の内容を電磁的記録として記録することができ

るシステムをいう。）により投票すること。 
三 議案を可とする会員は青票を、議案を否とする会員は赤票を、議案の可否を決しな

い会員は白票を投票箱に投入すること。 
２ 前項の規定にかかわらず、議長は、議案について異議の有無を総会に諮り、異議がな

いと認めたときは、可決の旨を宣告することにより、議決を行うことができる。但し、

議案又は議長の宣告に対して出席会員から異議を申し立てたときは、議長は、前項の

方法によって議決を行わなければならない。 
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（議案の提出） 
第十条 総会の議案の提出者は、法に定めるもののほか、次のとおりとする。 
一 会長 
二 副会長 
三 三十人以上の会員 

２ 議案の提出者は、総会開催の十四日以前に開催される役員会に付議できるよう、会

長に議案を提出することとする。緊急の場合においても、あらかじめ役員会に付議で

きるよう提出することとする。 
３ 会長は、提出された議案を役員会に付議する。役員会は、議案について提出者に助言

することができる。 
４ 提出者は、前項の助言に基づき、必要に応じ議案を修正の上、議案を議長に提出す

る。 
５ 議長は、提出された議案を総会に付議する。役員会の意見のうち、議案に反映されな

いものについては、議長が総会において当該意見を述べるものとする。 
６ 第一項第三号の提出者により提出された議案については、提案者の代表者が、総会

において提案理由を説明することができるものとする。 
７ 総会において二人以上の会員により議案の修正提案が行われた場合は、議長は、必

要に応じ総会の休憩を求め、役員会又は関係する部若しくは委員会（第五十五条第一

項の委員会をいう。）の意見を聴くことができる。 
８ 前項の修正提案については、提案者の代表者が、総会において修正理由を説明する

ことができるものとする。 
９ 議案の提出資料の様式は、役員会が定める。 
 
（報告の手続） 

第十一条 総会に報告する案件を有する会員又は連携会員（次項において「報告者」とい

う。）は、原則として総会開催の七日以前に開催される役員会で報告することとする。 
２ 報告者は、役員会で報告した後、総会で報告することとする。 
 
（総会の運営に関する事項の役員会への委任） 

第十二条 第七条から第十一条までに定めるもののほか、総会の運営に関し必要な事項

は役員会が定める。 
 

第四章 役員等 
 
（会長の選任等） 

第十三条 法第二十一条第一項の規定に基づく会長の選任については、あらかじめ会長

の選任の基準及び方法その他会長の選任に関し必要な事項に関する方針（以下「会長

の選任方針」という。）を定めるものとし、当該会長の選任方針に基づき会長の選任を
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行う。 
２ 会長の選任方針は、別表第二に定める会長候補者選考委員会が案を作成し、総会が

これを決定する。 
３ 会長候補者選考委員会は、会長の選任が行われる総会の開催に先立ち、当該総会の

開催時における会員（法第二十九条第一項に規定する会員の候補者を含む。以下次条

において同じ。）の中から会長の候補者を選考することができる。 
 
（会長の選任に関する資料） 

第十四条 議長は、会長の選任が行われる総会の開催に先立ち、会長の選任のための資

料として、次に掲げる資料を当該総会の開催時における会員の閲覧に供する。 
一 当該総会の開催時における会員の名簿（略歴等を含む。） 
二 第十三条第三項の規定により会長の候補者の選考を行ったときは、会長の候補者

の一覧 
三 その他会長候補者選考委員会が必要と認める資料 

 
（会長の選任に関する投票） 

第十五条 会長の選任は、総会に出席した会員の投票により行う。この投票は、単記無記

名によることとし、オンライン投票システム（当該システムを操作することにより、当

該システムにおいて候補者のいずれかを選択し、かつ、選択の内容を電磁的記録とし

て記録することができるシステムをいう。）により行うことができる。 
２ 前項の規定に関し必要な事項は、第十三条第一項に規定する会長の選任方針におい

て定める。 
 
（副会長の職務） 

第十六条 副会長は、会長が定めるところにより、次に掲げる事項を分担してつかさど

る。 
一 学術会議の財務等の組織運営に関すること。 
二 科学者間の連携に関すること。 
三 学術会議と政府、社会及び国民等との関係に関すること。 
四 学術会議が行う意思の表出に関すること。 
五 学術会議の国際活動に関すること。 

 
（会長特別補佐） 

第十七条 学術会議に、会長特別補佐を置くことができる。 
２ 会長特別補佐の員数は、若干名とする。 
３ 会長特別補佐は、会長の定めるところにより、総会の会務及び会議の経営に関する

事務のうち、特定のものに係る会長の職務について、会長を補佐する。 
４ 会長特別補佐は、会員のうちから、役員会の議を経て、会長が任命する。 
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５ 会長特別補佐の任期は、当該会長特別補佐について会長が定める期間（その末日が

会長の任期の末日以前であるものに限る。）とする。 
６ 会長特別補佐は、再任されることができる。 
 

第五章 役員会 
 
（役員会の招集） 

第十八条 役員会は、原則として毎月一回会長が招集する。 
２ 会長は、必要があると認めるときは、臨時に役員会を招集することができる。 
 
（役員会の議事等） 

第十九条 会長は、会長特別補佐、職員のほか、法第十八条第二項に規定する者以外の者

であって会長が必要と認める者に役員会において意見を述べさせ、又は説明をさせる

ことができる。 
２ 監事は、役員会において意見を述べ、又は説明をすることができる。 
３ 役員会に関し必要な事項は、役員会が定める。 
 
（役員会等への委任事項） 

第二十条 総会は、業務を機動的に遂行するため、学術会議の運営及び法第三十七条に

規定する業務のうちこの会則で定めるところにより役員会又は会長が定めることとし

た事項を定める権限は、それぞれ役員会又は会長に委任する。ただし、総会が当該権限

を自ら行うことを妨げない。 
２ 前項の規定により役員会に委任された権限は、役員会で定めるところにより、会長

に委任することができる。 
３ 会長は、前項の規定により役員会から委任された事項に関し、必要があると認める

ときは、役員会の意見を聴くことができる。 
 

第六章 会員候補者選定委員会、選定助言委員会及び運営助言委員会 
 
（会員候補者選定委員会の委員等） 

第二十一条 法第二十五条に規定する会員候補者選定委員会（以下この条から第二十三

条までにおいて「委員会」という。）に、委員長一名及び副委員長一名を置く。 
２ 委員長は、委員の互選により選出する。 
３ 副委員長は、委員会の同意を得て、委員長が指名する。 
４ 委員は、辞任しようとするときは、委員長に申し出るものとする。この場合におい

て、委員は、辞任の申出の日又は委員が当該申出において辞任の日をあらかじめ指定

したときは、その日をもって辞任する。 
５ 前各項に定めるもののほか、委員の選任に関し必要な事項は、役員会が定める。 
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（分野別業績審査委員会） 

第二十二条 法第二十五条第五項に規定する分野別業績審査委員会の委員の選任及び運

営に関し必要な事項は、委員会が定める。 
 
（会員候補者選定委員会に関する事項の委員会への委任） 

第二十三条 前二条に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、委員会が定める。 
 
（選定助言委員会の委員等） 

第二十四条 法第二十六条に規定する選定助言委員会（以下この条及び次条において「委

員会」という。）に、委員長一名及び副委員長一名を置く。 
２ 委員長は、委員の互選により選出する。 
３ 副委員長は、委員会の同意を得て、委員長が指名する。 
４ 委員は、辞任しようとするときは、委員長に申し出るものとする。この場合におい

て、委員は、辞任の申出の日又は委員が当該申出において辞任の日をあらかじめ指定

したときは、その日をもって辞任する。 
５ 前各項に定めるもののほか、委員の選任に関し必要な事項は、役員会が定める。 
 
（選定助言委員会に関する事項の役員会への委任） 

第二十五条 前条に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、役員会が定める。 
 
（運営助言委員会の委員等） 

第二十六条 法第二十七条に規定する運営助言委員会（以下この条及び次条において「委

員会」という。）に、委員長一名及び副委員長一名を置く。 
２ 委員長は、委員の互選により選出する。 
３ 副委員長は、委員会の同意を得て、委員長が指名する。 
４ 委員は、辞任しようとするときは、委員長に申し出るものとする。この場合におい

て、委員は、辞任の申出の日又は委員が当該申出において辞任の日をあらかじめ指定

したときは、その日をもって辞任する。 
５ 前各項に定めるもののほか、委員の任命に関し必要な事項は、会長が定める。 
 
（運営助言委員会に関する事項の役員会への委任） 

第二十七条 前条に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、役員会が定める。 
 

第七章 会員 
 
（会員） 

第二十八条 会員は、非常勤とする。 
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２ 前項の規定にかかわらず、会長は、総会の承認を得て、常勤とすることができる。た

だし、この承認は、法第十三条第二項の規定にかかわらず、出席した会員の三分の二以

上の多数で決する。 
 
（会員の選任の手続） 

第二十九条 法第三十条第二項に定めるもののほか、連携会員（第四十三条第二項に基

づき委嘱された連携会員を除く。以下次条において同じ。）その他会員候補者選定委員

会が定める者は、会員候補者選定委員会が定めるところにより、会員の候補者とすべ

き者を会員候補者選定委員会に推薦することができる。 
２ 前項の推薦は、別に会員候補者選定委員会が定める様式により、行うこととする。 
３ 第一項の推薦の期間は、推薦を受け付ける期間として会員候補者選定委員会が公表

する期間とする。 
４ 第一項の推薦の効力は、前項の推薦を受け付ける期間の末日の翌日から三年間とす

る。 
５ その他会員の選任の手続に関し必要な事項は、会員候補者選定委員会が定める。 
 
（補欠の会員の選任の手続） 

第三十条 会員が任期の途中において法第九条第六項の規定による退職、死亡、辞任又

は解任により退任する場合の後任者となる者（以下「補欠の会員」という。）の選任は、

補欠の会員となった者が任期末までに一回以上の総会（第七条第一項の規定により開

催する総会をいう。）に出席できる場合に実施することができる。 
２ 会員候補者選定委員会は、法第三十一条第一項に規定する選定方針に従って、補欠

の会員の候補者（以下この条において「候補者」という。）を選定する。 
３ 会員候補者選定委員会は、退任した会員の退任の日から起算して過去三年以内に行

われた会員の選任における法第三十条第二項の規定に基づく推薦及び前条第一項の規

定に基づく推薦の結果を活用する。 
４ 会員候補者選定委員会は、候補者とすべき者の推薦を第四十七条に規定する部に依

頼することができる。 
５ 依頼を受けた部は、連携会員の中から三人以内の複数の候補者とすべき者を選定し、

会員候補者選定委員会に推薦する。 
６ 会員候補者選定委員会は、法第三十条第三項の規定に基づき、分野別業績審査委員

会において候補者とすべき者の研究又は業績に関する審査を行う。 
７ 会員候補者選定委員会は、候補者を選定し、その名簿を総会に提出する。 
８ その他補欠の会員の選任の手続に関し必要な事項は、会員候補者選定委員会が定め

る。 
 
（選定方針） 

第三十一条 法第三十一条に規定する選定方針の作成に関し必要な事項は、会員候補者
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選定委員会が定める。 
 
（会員の辞任） 

第三十二条 会員は、辞任しようとするとき又は法第九条第五項の規定により会員とな

ることができない者に該当するに至ったとき若しくは該当することが見込まれるとき

は、会員候補者選定委員会に申し出るものとする。ただし、辞任しようとするときは、

やむを得ない場合を除き、辞任しようとする日の三十日前までに申し出なければなら

ない。 
２ 会員候補者選定委員会は、会員から辞任の申出があったときは、速やかにそのこと

を役員会に報告しなければならない。 
３ 会長は、会員の辞任があったときは、辞任の後に開催される最初の総会にそのこと

を報告しなければならない。 
 
（会員の解任） 

第三十三条 会員候補者選定委員会は、法第三十二条第二項の規定に基づき会員の解任

を求めようとするときは、当該会員に弁明の機会を与えなければならない。 
２ 会員候補者選定委員会は、解任の求めに当たっては、解任を求める理由並びに同委

員会における審議の経緯及びその内容を総会に提出しなければならない。 
 

第八章 業務 
 
（意思の表出） 

第三十四条 学術会議は、法第三十七条第一号の業務として意思の表出を行うこととし、

意思の表出とは、法第三十八条に定める諮問に対する答申及び法第三十九条に定める

勧告のほか、次に掲げるものをいう。 
一 要望 
二 声明 
三 提言 
四 見解 
五 報告 
六 回答 

２ 前項各号に定める意思の表出の定義は、別表第一に定めるとおりとする。 
３ 第一項各号に定める意思の表出は、第四十七条に規定する部、第五十五条第一項に

規定する委員会、第五十六条第一項に規定する分科会又は第六十条第一項に規定する

若手アカデミーにおける審議をもって、別表第一の種類欄に掲げる意思の表出の区分

ごとに当該区分に応じた同表の表出主体欄に掲げるものにより行うことができる。 
４ 意思の表出に関し必要な事項は、役員会が定める。 
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（地区会議） 
第三十五条 学術会議に、地域社会の学術の振興に寄与することを目的として、会員又

は連携会員をもって組織する地区会議を置く。 
２ 地区会議は、役員会が別に定める地域ごとに区分を設けることとし、各区分におけ

る構成員による運営及び活動を基本とする。 
３ 地区会議に関し必要な事項は、役員会が定める。 
 
（日本学術会議協力学術研究団体） 

第三十六条 学術会議は、学術研究団体及び学術研究団体の連合体のうち、学術会議の

活動に協力することを申し出、会長が承認したものに日本学術会議協力学術研究団体

（以下「協力学術研究団体」という。）の称号を付与する。 
２ 学術会議は、協力学術研究団体と緊密な協力関係を持つものとする。 
３ 前各項に定めるもののほか、協力学術研究団体に関し必要な事項は、役員会が定め

る。 
 
（シンポジウム、フォーラム等） 

第三十七条 学術会議は、シンポジウム、フォーラム等の開催その他の方法により、学術

に関係する者や、地方公共団体、地域や各種団体の代表者等の間における連携の確保

及び強化並びに学術に関する研究を円滑に進めるための社会環境の整備を図ることと

する。 
２ シンポジウム、フォーラム等の開催その他前項の活動に関し必要な事項は、役員会

が定める。 
 
（国際活動） 

第三十八条 学術会議は、法第四十一条に規定する国際団体への加入のほか、次に掲げ

る国際活動を行う。 
一 学術に関する国際会議等への代表の派遣 
二 学術に関する国際会議の主催及び後援 
三 二国間学術交流 
四 多国間学術交流 
五 アジア学術会議に関すること 
六 その他会長が必要と認めるもの 

２ 学術会議は、特定の国際的枠組みにおける共同声明を発出することができる。 
３ 国際活動に関し必要な事項は、役員会が定める。 
 

第九章 中期的な活動計画等 
 
（中期的な活動計画等） 
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第三十九条 法第四十二条に規定する中期的な活動計画及び法第四十三条に規定する年

度計画（以下この条及び次条において「中期的な活動計画等」という。）の作成又は変

更に関する業務であって次項に定めるものは、別表第二に定める中期的な活動計画・

年度計画委員会（以下この条において「委員会」という。）が実施する。 
２ 委員会は、中期的な活動計画等の案又はその変更案を作成し、会長に提出する。 
３ 中期的な活動計画等の作成又は変更に関し必要な事項は、委員会が定める。 
 
（自己点検評価） 

第四十条 法第四十四条に規定する自己点検評価に関する業務であって次項及び第三項

に掲げるものは、別表第二に定める自己点検評価委員会（以下この条及び次条におい

て「委員会」という。）が実施する。 
２ 委員会は、自己点検評価書の案を作成し、会長に提出する。 
３ 委員会は、自己点検評価の実施に必要な範囲において、会員、連携会員及び職員並び

に会議体（第二条第一項に規定する会議体をいい、総会及び委員会を除く。以下この条

において同じ。）に活動実績に関する資料の提出、意見の聴取その他の協力を求めるこ

とができることとし、会員、連携会員及び職員並びに会議体は、自己点検評価の実施に

協力しなければならない。 
４ 会長は、会議体の協力を得て、法第四十四条第五項の規定に基づき、自己点検評価の

結果を中期的な活動計画等及び業務の運営の改善に適切に反映させるとともに、法第

四十四条第六項の規定に基づき、日本学術会議評価委員会の意見を自己点検評価の方

法の改善に適切に反映させる。 
５ 自己点検評価の実施方法、評価の基準その他自己点検評価の実施に関し必要な事項

は、委員会が定める。 
 
（外部評価） 

第四十一条 委員会は、自己点検評価の実施に当たって、外部の有識者による評価を実

施し、その結果を活用するものとする。 
２ 前項の有識者は、学術会議に対して利害関係を有しない者から会長が委嘱する。た

だし、やむを得ない事由があるときは、利害関係の内容を明確にするとともに、利害関

係のある範囲を評価の対象から除外すること等の必要な措置を講じた上で、利害関係

を有する者を前項の有識者とすることができる。 
 

第十章 連携会員 
 
（連携会員） 

第四十二条 学術会議は、優れた研究又は業績がある科学者のうちから、連携会員を委

嘱する。 
２ 連携会員は、会員と連携し、法第三十七条に規定する業務に携わる。 
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３ 連携会員は、非常勤とする。 
４ 連携会員の任期は、次条の規定にかかわらず、満七十五歳に達する日以後の最初の

九月三十日を経過したときに終了する。 
 
（連携会員の任期） 

第四十三条 連携会員の任期は、三年とする。ただし、一定の期間内に限ってその業務に

携わらせることが必要である場合には、三年未満の任期を定めて委嘱することを妨げ

ない。 
２ 前項ただし書の規定に基づき、国際業務又は委員会の特定の専門的事項の審議に参

画するため三年未満の必要な期間を定めて連携会員を委嘱することができる。 
３ 連携会員は、再任されることができる。 
４ 第一項に規定する連携会員の任期は、通算で十二年（第二項に規定する連携会員と

しての任期を除く。）までとする。ただし、日本学術会議法（昭和二十三年法律第百二

十一号）第十五条第一項に規定する日本学術会議連携会員の任期をこれに含める。 
 
（連携会員の選考の手続） 

第四十四条 連携会員の委嘱は、会長が決定する。 
２ 会員及び連携会員（第四十三条第二項に基づき委嘱された連携会員を除く。以下こ

の項から第四項までにおいて同じ。）は、役員会が定めるところにより、連携会員の候

補者を、別に役員会が定める委員会に推薦することができる。 
３ 前項の委員会は、前項の推薦その他の情報に基づき、連携会員の候補者の名簿を作

成し、役員会に提出する。 
４ 役員会は、前項の連携会員の候補者の名簿に基づき、連携会員の候補者を決定し、そ

の委嘱の決定を会長に求めるものとする。 
５ 役員会は、第四十三条第二項に基づき委嘱される連携会員の候補者を決定し、その

委嘱の決定を会長に求めるものとする。 
６ その他選考の手続に関し必要な事項は、役員会が定める。 
 
（連携会員の辞任） 

第四十五条 連携会員は、辞任しようとするときは、やむを得ない場合を除き、辞任しよ

うとする日の三十日前までに会長に申し出るものとする。 
２ 会長は、連携会員の辞任があったときは、役員会に報告しなければならない。 
 
（連携会員の解嘱） 

第四十六条 会長は、連携会員が学術会議の業務に関し著しく不適当な行為をしたと認

めるときは、当該連携会員を解嘱することができる。 
２ 役員会は、連携会員が学術会議の業務に関し著しく不適当な行為をしたと認めると

きは、当該連携会員を解嘱することを、会長に求めることができる。 

14



 
 

３ 前項において、役員会は、第四十四条第二項の委員会の意見を聴かなければならな

い。 
４ 前項において、第四十四条第二項の委員会は、当該連携会員に弁明の機会を与えな

ければならない。 
 

第十一章 部 
 
（部） 

第四十七条 学術会議に、次の三部を置く。 
第一部 
第二部 
第三部 

 
（部の所掌） 

第四十八条 第一部は、人文及び社会科学を中心とする科学の分野において優れた研究

又は業績がある会員をもって組織し、学術会議の業務のうち当該分野に関する事項を

つかさどる。 
２ 第二部は、生命科学を中心とする科学の分野において優れた研究又は業績がある会

員をもって組織し、学術会議の業務のうち当該分野に関する事項をつかさどる。 
３ 第三部は、理学及び工学を中心とする科学の分野において優れた研究又は業績があ

る会員をもって組織し、学術会議の業務のうち当該分野に関する事項をつかさどる。 
４ 会員は、前条に掲げる部のいずれかに属するものとする。 
５ 前項に規定する会員の部への所属は、会員からの申出に基づき総会が定める。 
 
（部の役員） 

第四十九条 各部に、部長一人、副部長二人及び幹事二人を置く。 
２ 部長は、その部に属する会員の互選によって定める。互選については、第十五条第一

項の規定を準用する。 
３ 副部長及び幹事は、その部に属する会員のうちから、部会の同意を得て、部長が指名

する。 
４ 部長の任期は、三年とする。ただし、再選されることができる。 
５ 副部長及び幹事の任期は、三年とする。ただし、再任されることができる。 
６ 部長は、部会の同意を得て、辞任することができる。 
７ 副部長及び幹事は、部長の承認を得て、辞任することができる。 
８ 補欠の部長、副部長又は幹事の任期は、前任者の残任期間とする。 
 
（部務） 

第五十条 部長は、部務を掌理する。 
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２ 部長は、あらかじめ、副部長のうちから、部長に事故がある場合に部長の職務を代理

する者を定めておかなければならない。 
３ 副部長は、部長を補佐し、部長に事故があるときは、その職務を代理し、部長が欠員

のときはその職務を行う。 
４ 幹事は、部長の命を受け、部務に従事する。 
 
（部会） 

第五十一条 学術会議に、各部に関する事項を審議するため、部ごとに、部会を置く。 
２ 各部会は、各部に属する会員をもって組織し、部長が長となる。 
 
（部会及び連合部会の招集） 

第五十二条 部長は、当該部に属する三分の一以上の会員が招集の目的及び議案を示し

て部会の招集を部長に求めた場合には、部会を招集しなければならない。 
２ 連合部会は、複数の部に関連する事項を審議し、関係する部の部長が、共同してこれ

を招集する。 
３ 複数の部において、当該各部に属する三分の一以上の会員が招集の目的及び議案を

示して連合部会の招集を当該各部の部長に求めた場合には、当該各部の部長は、共同

して連合部会を招集しなければならない。 
 
（連合部会の議長） 

第五十三条 連合部会の議長は、開催の都度、連合部会を構成する部の部長の協議によ

り定められ、連合部会の議事を整理する。 
 
（部会及び連合部会における議決方法の特例） 

第五十四条 部会及び連合部会においては、第四条第二項の規定にかかわらず、部長が

当該部に属する各会員の賛否を確認した上で、部会又は連合部会の議決とすることが

できる。 
 

第十二章 委員会 
 
（委員会の設置） 

第五十五条 学術会議に、機能別委員会及び分野別委員会を置くものとし、役員会の定

めるところにより、課題別委員会及び役員会に附置する役員会附置委員会その他の臨

時の委員会を置くことができる。 
２ 機能別委員会は、別表第二のとおり設置することとし、運営に関し必要な事項は、役

員会が定める。 
３ 分野別委員会は、別表第三に掲げるものを設置することとし、運営に関し必要な事

項は、役員会が定める。 
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４ 課題別委員会及び役員会附置委員会その他の臨時の委員会に関し必要な事項は、役

員会が定める。 
 
（委員会に置かれる分科会、小分科会又は小委員会） 

第五十六条 第五十五条第一項の委員会（以下この条から第五十九条までにおいて「委

員会」という。）に、役員会の定めるところにより、分科会、小分科会又は小委員会を

置くことができる。 
２ 委員会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって委員会の議決とするこ

とができる。ただし、法第三十八条の諮問に対する答申及び法第三十九条の勧告その

他の第三十四条第一項に規定する意思の表出（見解及び報告を除く。）に関してはこの

限りでない。 
 
（委員会の委員等） 

第五十七条 会員は、少なくとも一つの分野別委員会に所属するものとし、委員会の委

員は、役員会が決定する。 
２ 委員会に、委員長一名及び副委員長一名を置く。その他必要に応じて幹事を若干名

置くことができる。 
３ 委員長は、委員の互選により選出する。ただし、機能別委員会の委員長は、会長、副

会長又は会長特別補佐のうちから役員会が定める。 
４ 副委員長及び幹事は、委員会の同意を得て、委員長が指名する。 
５ 委員は、辞任しようとするときは、委員長に申し出るものとする。この場合におい

て、委員は、辞任の申出の日又は委員が当該申出において辞任の日をあらかじめ指定

したときは、その日をもって辞任する。 
 
（委員会における議決方法の特例） 

第五十八条 委員会においては、第四条第二項の規定にかかわらず、委員長が各委員の

賛否を確認した上で、委員会の議決とすることができる。 
 
（委員会に関する事項の役員会への委任） 

第五十九条 第五十五条から第五十八条までに定めるもののほか、委員会に関し必要な

事項は、役員会が定める。 
 

第十三章 若手アカデミー 
 
（若手アカデミー） 

第六十条 学術会議に、若手科学者の連携を図り、その活動を通じて学術の振興に寄与

することを目的として、会員又は連携会員（第四十三条第二項に基づき委嘱された連

携会員を含む。以下この条において同じ。）をもって組織する若手アカデミーを置く。 
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２ 若手アカデミーに、若手アカデミーに所属する会員又は連携会員をもって組織する

若手アカデミー会議を置くとともに、役員会の定めるところにより、分科会を置くこ

とができる。 
３ 若手アカデミーに関し必要な事項は、役員会が定める。 
 

第十四章 事務局 
 
（事務局） 

第六十一条 学術会議に、学術会議に関する事務を処理するため、事務局を置く。 
２ 事務局に、事務局長その他の所要の職員を置く。 
３ 事務局長は、役員の職務を助け、学術会議の運営に参画し、事務局の事務を統理す

る。 
４ 事務局長は、総会において議長を補佐し、必要な場合には意見を述べることができ

る。 
５ 事務局長は、役員会、会員候補者選定委員会、選定助言委員会、運営助言委員会、部

会、連合部会及び第五十五条第一項の委員会に、必要な場合に出席し意見を述べるこ

とができる。 
 

第十五章 雑則 
 
（会則の改正） 

第六十二条 この会則の改正は、法第十三条第二項の規定にかかわらず、総会において

出席会員の三分の二以上の賛成がなければ、これを行うことができない。 
 

附 則 
 

（施行期日） 
第一条 この会則は、決定の日から施行する。 
 
（補欠の会員の選任の手続に関する経過措置） 

第二条 施行日から令和十一年九月三十日までの間における第三十条第三項の規定の適

用については、同項中「法第三十条第二項」とあるのは、「法附則第七条第三項」とす

る。 
 
（連携会員の委嘱に関する経過措置） 

第三条 会長は、令和八年十月一日から令和八年十二月三十一日までの間、第四十三条

第四項ただし書の規定及び第四十四条第二項から第六項までの規定にかかわらず、連

携会員の委嘱を決定することができる。 
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別表第一（第三十四条関係） 
種類 表出主体 定義 

要望 学術会議 学術会議が政府及び関係機関等に実現を望む意思表示を

すること。 

声明 学術会議 学術会議がその目的を遂行するために特に必要と考えら

れる事項について、意見等を発表すること。 

提言 学術会議 学術会議が科学的知見に基づき総合的・俯瞰的な見地から

政府や関係機関、広く社会に向けた提案を発表すること。 

見解 部、委員会、分

科会又は若手

アカデミー 

部、委員会、分科会又は若手アカデミーが科学的知見に基

づき専門的な見地から政府や関係機関、広く社会に向けた

提案を発表し、又は、社会的な議論を喚起するため多様な

意見を提示すること。 

報告 部、委員会、分

科会又は若手

アカデミー 

部、委員会、分科会又は若手アカデミーが審議の結果を発

表すること。 

回答 学術会議 関係機関からの審議依頼（法第三十八条の諮問を除く。）事

項に対し、学術会議が回答すること。 
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別表第二（第五十五条関係） 
委員会名 職務 

企画委員会 中期的な活動計画及び年度計画等の実現等に関すること、

外部資金等の戦略に関すること 

財務委員会 学術会議に係る予算・決算に関すること 

科学者委員会 科学者の在り方、人権及び自由交流に関すること、科学にお

けるジェンダー平等・公正に関すること、協力学術研究団体

に関すること、その他科学者間の連携に関すること 

社会連携・広報委員会 シンポジウム、フォーラム等に関すること、地区会議に関す

ること、学術会議が実施する地方における学術の振興に関

すること（地区会議が実施するものを除く。）、学術会議全体

としての広報に関すること、国民の科学に対する理解の増

進、その他社会及び国民等との関係に関すること 

意思の表出対応委員

会 

部、委員会、分科会又は若手アカデミーからの検討課題に係

る申出に対する助言、査読又は承認、事後的な評価、その他

の意思の表出に関すること 

国際委員会 学術会議における国際活動の調整、その他学術会議の国際

的対応に関すること 

中期的な活動計画・年

度計画委員会 

中期的な活動計画及び年度計画の立案等に関すること 

自己点検評価委員会 自己点検評価、外部評価、その他業務の実績の報告及び評価

に関すること 

会長候補者選考委員

会 

会長候補者の選考に関すること 

 

20



 
 

別表第三（第五十五条関係） 
委員会名 委員会名 委員会名 

言語・文学委員会 基礎生物学委員会 数理科学委員会 

哲学委員会 統合生物学委員会 物理学委員会 

心理学・教育学委員会 農学委員会 地球惑星科学委員会 

社会学委員会 食料科学委員会 情報学委員会 

史学委員会 基礎医学委員会 化学委員会 

地域研究委員会 臨床医学委員会 総合工学委員会 

法学委員会 健康・生活科学委員会 機械工学委員会 

政治学委員会 歯学委員会 電気電子工学委員会 

経済学委員会 薬学委員会 土木工学・建築学委員会 

経営学委員会 環境学委員会 材料工学委員会 
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提 案

日本学術会議傍聴規則（案）について 

１ 提 案 者  会 長 

２ 議  案  標記について、別紙案のとおり決定すること。 

３ 提案理由  日本学術会議法（令和７年法律第７０号）第１３条第５項の

規定に基づき、日本学術会議傍聴規則を定める必要があるため。 

（参考） 

○日本学術会議法（令和７年法律第７０号）

（議事の運営）

第十三条 （略）

２～４ （略）

５ この法律に定めるもののほか、議事の手続その他総会の運営に関し必要

な事項は、日本学術会議規則で定める。 

第三十六条 この法律の他の規定により総会の決議によることとされてい

るもののほか、次に掲げる事項の決定は、総会の決議によらなければなら

ない。 

一～七 （略） 

八 日本学術会議規則の制定又は改廃 

提 ２

総 会 １９８
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日本学術会議傍聴規則（案） 

令和８年○月○日  

日本学術会議規則第○号 

日本学術会議法(令和７年法律第７０号)第１３条第５項の規定に基づき、日本学術会

議傍聴規則を次のように定める。 

（総則） 

第１条 日本学術会議の総会の傍聴に関しては、この規則の定めるところによる。 

（連絡先等の登録） 

第２条 傍聴しようとする者(以下「傍聴人」という。)は、その氏名、所属及び連絡先

を登録しなければならない。 

（傍聴できない者） 

第３条 凶器その他危険な物を持っている者、酒気を帯びている者その他議事の運営に

支障を及ぼすと認められる者は、傍聴することができない。 

（議場への入場禁止） 

第４条 傍聴人は、議場に入ることができない。 

（傍聴人の守るべき事項） 

第５条 傍聴人が傍聴席にあるときは、次の事項を守らなければならない。 

一 飲食又は喫煙をしないこと。 

二 みだりに傍聴席を離れないこと。 

三 議場における言論に対して賛否を表明し、又は拍手をしないこと。 

四 静粛を旨とし、議事の妨害になるような行為をしないこと。 

（オンライン傍聴） 

第６条 傍聴人がオンラインにて傍聴するときは、次の事項を守らなければならない。 

一 傍聴用ＵＲＬ、ＩＤ及びパスワードを第三者に漏らさないこと。 

二 会議中はカメラ及びマイクをオフにすること。 

三 議事の妨害になるような行為をしないこと。 

（傍聴人の退席） 

第７条 傍聴人は、公開しないこととする議決があったときは、速やかに退席しなけれ

ばならない。 
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（係員の指示） 

第８条 傍聴人は、事務局係員の指示に従わなければならない。 

 

（違反に対する措置） 

第９条 傍聴人がこの規則に違反したときは、退席させられることがある。 

 

（傍聴、撮影又は録音の制限） 

第１０条 議長は、議事の運営上必要があると認めるときは、傍聴、撮影又は録音を制

限することができる。 

 

附 則 

この規則は、決定の日から施行する。 
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提 案

日本学術会議会計規則（案）について 

１ 提 案 者  会 長 

２ 議  案  標記について、別紙案のとおり決定すること。 

３ 提案理由  日本学術会議法（令和７年法律第７０号）第６条の規定に基

づき、日本学術会議会計規則を定める必要があるため。 

（参考） 

○日本学術会議法（令和７年法律第７０号）

（日本学術会議規則）

第六条 会議は、次に掲げる事項について、日本学術会議規則を定めるもの

とする。 

一 （略） 

二 前号に掲げるもののほか、会議の運営に係る基本的な事項 

第三十六条 この法律の他の規定により総会の決議によることとされてい

るもののほか、次に掲げる事項の決定は、総会の決議によらなければなら

ない。 

一～七 （略） 

八 日本学術会議規則の制定又は改廃 

提 ３

総 会 １９８
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日本学術会議会計規則（案） 

令 和 ８ 年 ○ 月 ○ 日   

日本学術会議規則第○号 

目次 

第１章 総則（第１条～第４条）

第２章 会計機関等（第５条）

第３章 勘定及び帳簿組織（第６条～第８条）

第４章 予算（第９条）

第５章 金銭等の出納（第１０条～第１８条）

第６章 資金（第１９条）

第７章 資産（第２０条～第２８条）

第８章 負債及び純資産（第２９条・第３０条）

第９章 契約（第３１条～第３７条）

第１０章 決算（第３８条～第４０条）

第１１章 内部監査及び弁償責任（第４１条～第４４条）

第１２章 雑則（第４５条・第４６条）

附則

第１章 総則

（目的） 

第１条 この規則は、日本学術会議法（令和７年法律第７０号。以下「法」という。）

第５２条の規定により準用する独立行政法人通則法 （平成１１年法律第１０３号。

以下「準用通則法」という。）第４９条の規定に基づき、日本学術会議（以下「学

術会議」という。）の財務及び会計に関する基準を定め、その財政状態及び運営状

況を明らかにすることにより、その業務の円滑な運営を図ることを目的とする。 

（準拠規程） 

第２条 学術会議の財務及び会計に関しては、法、準用通則法その他関係法令及び日

本学術会議補助金交付要綱（令和８年○月○日内閣総理大臣決定）並びに日本学術

会議業務方法書（令和８年○月○日制定）に定めるもののほか、この規則の定める

ところによる。 

（事業年度） 

第３条 学術会議の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

（所属年度区分） 

第４条 事業年度の所属は、学術会議の資産、負債及び純資産の増減及び異動並びに

収益及び費用の発生の原因となる事実が発生した日の属する事業年度によるもの

とする。ただし、その原因となる事実が発生した日を特定することが困難な場合に

は、その原因となる事実を確認した日の属する事業年度によるものとする。 
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第２章 会計機関等 

 

（会計単位及び会計機関） 

第５条 会計は、学術会議をもって会計単位とする。 

２ 会長は、学術会議の財務及び会計に関する事務の適正な実施を図るために必要な

会計機関及びその代理を設置するものとする。 

３ 会計機関及びその代理を担当する職位及び事務の範囲は、別表のとおりとする。 

４ 前項に規定する会計機関の事務を代理する必要がある場合は、次の各号に掲げる

とおりとする。 

（１）会計機関の事務を担当する者が事故等により欠けた場合 

（２）会計機関の事務を担当する者が出張、休暇、欠勤その他特別な理由により長期

間その職務を行うことができないと認められる場合 

（３）会計機関の事務を担当する者が休職又は停職を命ぜられた場合 

５ 会計機関の事務を代理する者は、当該会計機関の事務を実施したときは、事後に

その事務内容を当該会計機関に報告しなければならない。 

６ 会計機関のうち、出納責任者と出納員は兼ねることはできない。 

 

第３章 勘定及び帳簿組織 

 

（勘定科目） 

第６条 学術会議の取引は、別に定める勘定科目により区分して整理するものとする。 

 

（帳簿及び振替伝票等） 

第７条 出納責任者は、会計に関する帳簿及び振替伝票等を備え、所要の事項を整然

かつ明瞭に記録するとともに、これを保存しなければならない。 

２ 帳簿の記録及び保存並びに振替伝票等の作成及び保存については、電磁的記録に

よることができる。 

３ 帳簿及び振替伝票等の様式及び保存期間については、別に定める。 

 

（証拠の整理） 

第８条 出納責任者は、資産、負債及び純資産の増減及び異動並びに収益及び費用の

発生に関する取引について、振替伝票を作成し、これにより帳簿に記録し、及び整

理するものとする。この場合において、当該取引の証拠となる書類は、原則として、

当該作成した振替伝票に添付して整理するものとする。 

 

第４章 予算 

 

（予算の執行） 

第９条 予算の執行は、その執行状況を常に明らかにしておくものとする。 

 

第５章 金銭等の出納 

 

（金銭等の定義） 

第１０条 この規則において「現金」とは、通貨のほか、小切手、郵便為替証書、振
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替貯金払出証書その他随時に通貨と引き換えることができる証書をいう。 

２ この規則において「預金」とは、当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、郵

便貯金及び金銭信託をいう。 

３ この規則において「金銭」とは、現金及び預金をいう。 

４ この規則において「有価証券」とは、国債、地方債及び政府保証債（その元本の

償還及び利息の支払について政府が保証する債券をいう。）をいう。 

 

（取引金融機関） 

第１１条 会長は、金融機関を指定して、預金口座を設けることができる。 

２ 会長は、前項の規定により金融機関に預金口座を設ける際には、当該金融機関と

の間で約定を締結しなければならない。 

３ 会長は、業務の運営上特に必要があると認めるときは、会長が指名する者に前項

の約定の締結を行わせることができる。 

 

（現金の保管） 

第１２条 会長は、前条第１項の規定により預金口座を設けた金融機関（以下「取引

銀行等」という。）に現金を預け入れなければならない。 

２ 業務上必要な現金の支払及び常用雑費その他小口の支払のため、手許に現金を保

有することができる。 

 

（収納） 

第１３条 出納責任者は、収入となるべき金銭を収納しようとするときは、原則とし

て、債務者に対して、債務の履行を請求するものとする。 

 

（支払） 

第１４条 出納責任者は、支払を行う場合には、原則として、その相手方が指定する

金融機関の口座への振込（以下「口座振込」という。）により行わなければならな

い。ただし、小口現金払その他取引上必要がある場合は、現金により支払うことが

できる。 

２ 出納責任者は、支払を行った場合には、その相手方から、領収書その他その受領

を証する書類を徴さなければならない。ただし、口座振込により支払を行った場合

には、取引銀行等の振込通知書等をもって、これに代えることができる。 

 

（前払い又は仮払い） 

第１５条 出納責任者は、経費の性質上又は業務の運営上必要があるときは、事務局

長が別に定める経費について前払い又は仮払いをすることができる。 

 

（立替金の支払） 

第１６条 法第８条第２項に規定する会議の役員（以下「役員」という。）、役員以外

の会員及び連携会員並びに職員（以下「役職員等」という。）は、やむを得ない場

合において、物品の購入代金その他業務遂行上必要な経費を、出納責任者の承認を

得て立替払により支払うことができる。 

２ 出納責任者は、役職員等が前項の規定により立替払を行ったときは、事後におい

てその代金を支払うものとする。 
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 (残高照合)  

第１７条 現金の残高は、毎日出納終了後、残高を現金出納帳と照合しなければなら

ない。 

２ 預金は毎月末に取引銀行等の取引記録と預金出納帳とを照合し、事業年度末に取

引銀行等から預金口座残高証明書を徴収し、預金出納帳残高と照合確認を行わなけ

ればならない。 

 

（金銭の過不足） 

第１８条 出納責任者は、帳簿と現金に過不足を生じたときは、直ちにその事由を調

査して、必要な措置をとらなければならない。 

 

第６章 資金 

 

（資金管理） 

第１９条 資金の管理については、計画的かつ適切に実施するものとする。  

 

第７章 資産 

 

（資産の区分） 

第２０条 資産は、流動資産及び固定資産に区分する。 

２ 前項の流動資産は、現金及び預金、有価証券、未収金、棚卸資産、前渡金、前払

費用、未収収益、賞与引当金見返及びその他これらに準ずるものとする。 

３ 第１項の固定資産は、次に掲げるものとする。 

（１）有形固定資産（取得価額が５０万円以上の建物、構築物、機械装置、車両及び

工具器具備品で、かつ、耐用年数が１年以上のもの、土地、建設仮勘定に計上さ

れるもの及びその他これらに準ずるものをいう。） 

（２）無形固定資産（特許権、著作権、借地権、商標権、ソフトウェア及びその他こ

れらに準ずるものをいう。） 

（３）投資その他の資産（投資有価証券、関係会社株式、敷金・保証金、長期前払費

用、退職給付引当金見返及びその他これらに準ずるもの並びに流動資産、有形

固定資産又は無形固定資産に属するもの以外の長期資産をいう。） 

 

（有価証券の評価方法） 

第２１条 有価証券は、その保有する目的により次の各号に掲げる区分に分類するも

のとし、その貸借対照表に計上すべき価額（以下「貸借対照表価額」という。）は、

原則として、当該各号に掲げる額とする。 

（１）売買目的有価証券（時価の変動により利益を得ることを目的として保有する

有価証券をいう。）は時価とする。 

（２）満期保有目的の債券（満期まで所有する意図をもって保有する国債、地方債、

政府保証債その他の債券をいう。以下同じ。）は取得原価（有価証券の購入代価

に手数料等の付随費用を加算し、これに平均原価法等の方法を適用して算定し

た額をいう。以下この条において同じ。）とする。 

（３）関係会社株式は当該会社の財務諸表を基礎とした純資産額に持分割合を乗じ
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て算定した額とする。 

（４）その他の有価証券（前各号に掲げるもの以外の有価証券をいう。）は時価とす

る。 

２ 満期保有目的の債券に係る貸借対照表価額は、当該債券を債券金額より低い価額

又は高い価額で取得した場合において、取得原価と債券金額との差額の性格が金利

の調整と認められるときは、前項第２号の規定にかかわらず、償却原価法に基づい

て算出された価額としなければならない。 

 

（棚卸資産の範囲）  

第２２条 棚卸資産は、製品及び商品並びに消耗品、消耗工具、器具及び備品その他

の貯蔵品で相当価額以上のものとする。 

 

（棚卸資産の評価方法） 

第２３条 棚卸資産は、原則として、購入代価又は製造原価に引取費用等の付随費用

を加算し、これに個別法、先入先出法、平均原価法等のうちあらかじめ定めた方法

を適用して算定した取得原価をもって貸借対照表価額とする。 

２ 時価が前項の取得原価よりも下落した場合には、同項の規定にかかわらず、時価

をもって貸借対照表価額としなければならない。 

 

（固定資産の価額） 

第２４条 固定資産の取得価額は、次に定めるところによる。ただし、無形固定資産

については、有償により取得した場合に限り、その対価をもって取得価額とする。 

（１）新規に取得するものについては、買入価額、制作費又は建設費に当該資産を事

業の用に供するまでに通常必要とする費用を加算した価額とする。 

（２）交換により取得するものについては、譲渡を受けた資産の譲渡直前の帳簿価

額とする。 

（３）寄附、譲与、その他により評価編入するものについては、それぞれの資産を適

正に評価した価額とする。 

（４）政府から現物出資として受け入れた固定資産については、出資された額をも

って取得価額とする。 

 

（固定資産の管理）  

第２５条 固定資産は、その増減及び異動を、物件別に帳簿により管理するものとす

る。 

２ 固定資産及び第２０条の規定により有形固定資産として計上しなかった財産の

うち固定資産に準じて取り扱うべきものの管理について必要な事項は、会長が別に

定める。 

 

（貸倒引当金） 

第２６条 貸倒引当金は、事業年度末の債権の貸倒見積高を計上するものとする。 

２ 貸倒引当金は、貸借対照表の資産の部に、控除方式により表示するものとする。 

 

（減価償却）  

第２７条 固定資産の減価償却は、定額法に従って行うものとする。  

30



 
 

２ 耐用年数の決定、残存価額の算出等については、減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める基準を勘案して行うものとする。 

  

（減損会計） 

第２８条 固定資産に減損が認識された場合は、固定資産の帳簿価額を適切な方法に

より適正な金額まで減額処理するものとする。 

２ 固定資産の減損の会計処理に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

第８章 負債及び純資産 

 

（負債の区分）  

第２９条 負債は、流動負債及び固定負債に区分する。 

２ 前項の流動負債は、預り施設費、預り補助金等、預り寄附金、短期借入金、未払

金、未払費用、未払消費税等、前受金、預り金、前受収益、引当金及びその他これ

らに準ずるものとする。 

３ 第１項の固定負債は、長期リース債務、資産に係る繰延収益、引当金及びその他

これらに準ずるものとする。 

 

（純資産の区分） 

第３０条 純資産は、資本金、資本剰余金及び利益剰余金（又は繰越欠損金）に区分

する。 

２ 前項の利益剰余金は、法第４６条第１項の規定に基づく積立金、法第４６条第３

項の規定により内閣総理大臣の承認を受けた使途に充てるための積立金及び当期

未処分利益とする。 

３ 第１項の繰越欠損金は、法第４６条第２項の規定に基づく繰越欠損金及び当期末

未処理損失とする。 

 

第９章 契約 

 

（契約の方法） 

第３１条 契約責任者は、売買、賃貸、請負その他の契約を締結する場合は、公告し

て申込みをさせることにより競争に付さなければならない。  

２ 前項に規定する競争（以下「一般競争」という。）に加わろうとする者に必要な

資格及び公告の方法その他競争について必要な事項は、事務局長が別に定める。 

 

（指名競争） 

第３２条 契約責任者は、次に掲げる場合には、前条の規定にかかわらず、指名競争

（入札者を指名して行う競争をいう。以下同じ。）に付することができる。 

（１）契約の性質又は目的から一般競争に加わる者が少数のため、一般競争に付す

る必要がないとき。 

（２）一般競争に付することが契約上不利と認められるとき。 

（３）前各号に掲げる場合のほか、事務局長が別に定める場合に該当するとき。 

 

（随意契約）  
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第３３条 契約責任者は、次に掲げる場合には、前２条の規定にかかわらず、随意契

約（契約の相手方を競争の方法によらず、適当と思われる相手方から選択して締結

する契約をいう。以下同じ。）によることができる。 

（１）契約の性質又は目的が、競争を許さないとき。 

（２）災害その他緊急を要する場合で、競争等に付することができないとき。 

（３）競争に付することが契約上不利と認められるとき。 

（４）前各号に掲げる場合のほか、事務局長が別に定める場合に該当するとき。 

 

（入札の原則） 

第３４条 一般競争及び指名競争は、入札の方法をもって行わなければならない。 

 

（落札の方式） 

第３５条 契約責任者は、競争に付する場合は、支払の原因となる契約にあっては予

定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みした者を、収入の原因となる契

約にあっては予定価格の制限の範囲内で最高の価格をもって申込みした者を契約

の相手方とするものとする。ただし、支払の原因となる契約の相手方を決定する場

合において、事務局長が別に定める場合に該当するときは、予定価格の制限の範囲

内の価格をもって申込みした他の者のうち、最低の価格をもって申込みした者を当

該契約の相手方とすることができる。 

２ その性質又は目的から前項の規定により契約の相手方を決定することが困難な

契約については、同項の規定にかかわらず、価格その他の条件が最も有利なもの（同

項ただし書の場合にあっては、次に有利なもの）をもって申込みした者を契約の相

手方とすることができる。 

 

（契約書の作成） 

第３６条 契約責任者は、競争により落札者を決定したとき、又は随意契約の相手方

を決定したときは、契約の目的、契約金額、履行期限に関する事項及びその他履行

に関し必要な事項を記載した契約書を作成しなければならない。ただし、事務局長

が別に定める場合においては、この限りではない。 

 

（監督及び検査） 

第３７条 契約責任者は、工事又は製造その他についての請負契約を締結した場合は、

契約の適正な履行を確保するため必要な監督をしなければならない。 

２ 契約責任者は、前項に規定する請負契約、物件の買入れに係る契約又はその他の

契約については、その受ける給付の完了の確認（給付の完了前に代価の一部を支払

う必要がある場合において行う工事等の既済部分又は物件の既納部分の確認を含

む。）をするため必要な検査をしなければならない。 

３ 前２項の場合において、物件の給付完了後相当期間内に破損、変質、性能低下又

はその他の事故が生じた場合に、取替、補修又はその他必要な措置を講ずる旨の特

約があり、これにより給付の内容が担保されると認められる契約については、第１

項の監督又は前項の検査の一部を省略することができる。  

 

第１０章 決算 

 

32



 
 

（月次決算） 

第３８条 出納責任者は、月次の財務状況を明らかにするため別に定める書類を作成

しなければならない。 

  

（年度末決算） 

第３９条 事業年度末の決算に際しては、当該事業年度末現在の資産及び負債の残高

並びに当該事業年度における損益に関し真正な数値を把握するため、資産の評価、

債権及び債務の整理並びにその他決算整理を的確に行って、決算数値を確立しなけ

ればならない。  

 

（財務諸表及び決算報告書） 

第４０条 前条の整理を行った後、次の財務諸表及び決算報告書を作成するものとす

る。 

（１）貸借対照表 

（２）法人コスト計算書  

（３）損益計算書 

（４）純資産変動計算書 

（５）キャッシュ・フロー計算書 

（６）利益の処分又は損失の処理に関する書類 

（７）附属明細書 

 

第１１章 内部監査及び弁償責任 

 

（内部監査） 

第４１条 会長は、予算の執行及び会計処理の適正を期するため必要と認めるときは、

監事が行う監査とは別に、特に命令した役員（監事を除く。）及び職員に内部監査

を行わせることができる。 

 

（会計上の義務と責任）  

第４２条 役員及び職員は、この規則並びに財務及び会計に関し適用又は準用される

法令に準拠し、善良な管理者の注意をもってそれぞれの職務を行うものとする。 

２ 役員及び職員は、故意又は重大な過失により前項の規定に違反して、学術会議に

損害を与えた場合は、その損害を弁償する責に任ずるものとする。 

 

（物品等の使用者の責任） 

第４３条 役職員等は、故意又は重大な過失により業務の遂行上使用する学術会議の

固定資産及びその他の物品を亡失又は損傷した場合は、その損害を弁償する責に任

ずるものとする。 

 

（弁償責任の決定及び弁償命令） 

第４４条 会長は、役職員等が学術会議に損害を与えたときは、弁償の要否及び弁償

額を決定するものとする。 

 

第１２章 雑則  
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（その他） 

第４５条 会長は、財務及び会計に関する事務の効率化等を図るため必要と認める場

合には、この規則に定める会計機関の所掌する事務の範囲を変更し、又は所掌に係

る事務以外の事務を行わせることができる。 

 

（細則） 

第４６条 この規則に定めるもののほか、財務及び会計に関し必要な事項は、事務局

長が別に定める。 

 

附 則  

この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 

  

34



 
 

別表（第５条関係） 

会計機関 

及びその代理 
職位の指定 事務の範囲 

契約責任者 事務局長 
収入又は支出の原因となる契約その他

の契約行為に関すること。 契約責任者代理 次長 

出納責任者 管理部長 
１ 収入及び支出の決定に関すること。 

２ 出納員に対する金銭又は有価証券

の出納命令に関すること。 

３ 債権及び債務の管理に関すること。 
出納責任者代理 次長 

出納員 総務課長 
金銭及び有価証券の出納保管に関する

こと。 出納員代理 給与・福利厚生係長 

財産管理責任者 管理部長 
財産（金銭及び有価証券を除く。）の管

理に関すること。 財産管理責任者代理 財務・経理課長 
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提 案

日本学術会議役員報酬規則（案）について 

１ 提 案 者  会 長 

２ 議  案  標記について、別紙案のとおり決定すること。 

３ 提案理由  日本学術会議法（令和７年法律第７０号）第５２条の規定に

基づき準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３

号）第５０条の２第２項の規定に基づき、日本学術会議の役員

に対する報酬の支給の基準を定める必要があるため。 

（参考） 

○日本学術会議法（令和７年法律第７０号）

第三十六条 この法律の他の規定により総会の決議によることとされてい

るもののほか、次に掲げる事項の決定は、総会の決議によらなければなら

ない。 

一～六 （略） 

七 準用通則法第五十条の二第二項に規定する報酬等の支給の基準及び準

用通則法第五十条の十第二項に規定する給与等の支給の基準の策定又は

変更 

○日本学術会議法第５２条の規定による独立行政法人通則法第５０条の２の

準用に当たっての読替え

（役員の報酬等）

第五十条の二 会議の役員に対する報酬及び退職手当（以下「報酬等」とい

う。）は、その役員の業績が考慮されるものでなければならない。 

提 ４

総 会 １９８
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２ 会議は、その役員に対する報酬等の支給の基準を定め、これを内閣総理

大臣に届け出るとともに、公表しなければならない。これを変更したとき

も、同様とする。 

３ 前項の報酬等の支給の基準は、国家公務員の給与及び退職手当（以下「給

与等」という。）、民間企業の役員の報酬等、会議の業務の実績その他の事

情を考慮して定められなければならない。 
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日本学術会議役員報酬規則（案）

令 和 ８ 年 ○ 月 ○ 日  

日本学術会議規則第○号 

（目的） 

第１条 この規則は、日本学術会議法（令和７年法律第７０号。以下「法」という。）

第５２条の規定に基づき準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０

３号）第５０条の２第２項の規定に基づき、法第８条第２項に定める日本学術会

議（以下「学術会議」という。）の役員に対する報酬の支給の基準を定めること

を目的とする。 

（役員等の報酬） 

第２条 常勤役員の報酬は、俸給、地域手当、通勤手当及び期末手当とする。 

２ 非常勤役員の報酬は、非常勤役員手当とする。 

（報酬の支給方法） 

第３条 役員の報酬は、法令等の規定により役員の報酬から控除すべき金額を控

除し、その控除後の額を役員に直接現金で支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず、役員から申出があった場合は、その者に対する報酬

をその者の預金又は貯金への振込みの方法によって支給する。 

（俸給） 

第４条 常勤役員の俸給は月額とし、会長が常勤役員の場合には、１，０７８，０

００円を支給する。 

（報酬の支給定日） 

第５条 報酬の支給定日は、毎月１６日とする（第９条に規定する期末手当を除

く）。 

２ 前項に規定する支給定日が、日本学術会議職員就業規程（令和 年規程第 号。

以下「就業規程」という。）第２４条に規定する休日（以下「休日」という。）

に当たるときは、その月の１５日以降の日のうち、その日に最も近い休日以外の

日を支給定日とする。 

（俸給等の日割り計算） 

第６条 新たに常勤役員に就任した者には、その日から俸給及び地域手当（以下こ

の条において「俸給等」という。）を支給する。 

２ 常勤役員が退職し、失職し又は解任されたときは、その日まで俸給等を支給す

る。 

３ 常勤役員が死亡したときは、その月まで俸給等を支給する。 

４ 第１項又は第２項の規定により俸給等を支給する場合であって、月の初日か

ら支給するとき以外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外のときは、その

俸給額は、その期間の現日数から就業規程に規定する休日の日数を差し引いた

日数を基礎として日割りによって計算する。 
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（地域手当） 

第７条 地域手当は、日本学術会議職員給与規則（令和８年日本学術会議規則第○

号。以下「給与規則」という。）第１１条の規定に準じて支給する。 

 

（通勤手当） 

第８条 通勤手当は、給与規則第１３条第１項に規定する通勤手当の支給要件に

該当する常勤役員に支給する。 

２ 通勤手当の額は、給与規則第１３条第２項及び第３項に規定する額とする。 

３ 通勤手当を支給される常勤役員につき、離職その他の別に定める事由が生じ

た場合には、当該常勤役員に、支給単位期間（給与規則第１３条第２項に規定す

る期間をいう。）のうちこれらの事由が生じた後の期間を考慮して別に定める額

を返納させるものとする。 

４ 前項の別に定める事由及び別に定める額は、日本学術会議職員給与規則実施

細則（令和 年細則第 号）第１５条第７項に規定する事由及び額とする。 

５ 前４項に規定するもののほか、通勤の実情の変更に伴う支給額の改定その他

通勤手当の支給及び返納に関しては、常勤職員の例に準ずるものとする。 

 

（期末手当） 

第９条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条から第１２条までにお

いてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する常勤役員に対して、

それぞれ６月３０日及び１２月１０日（以下この条から第１２条までにおいて

これらの日を「支給日」という。）に支給する。これらの基準日前１箇月以内に

退職し、失職し、解任され、又は死亡した常勤役員についても同様とする。ただ

し、支給日が日曜日に当たるときは支給日の前々日に支給することとし、支給日

が土曜日に当たるときは前日に支給することとする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、１００分の１７５を乗じて得た額に、基

準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１）６箇月 １００分の１００ 

（２）５箇月以上６箇月未満 １００分の８０ 

（３）３箇月以上５箇月未満 １００分の６０ 

（４）３箇月未満 １００分の３０ 

３ 常勤役員のうち、次に掲げる者が学術会議の常勤役員となるため退職をし、か

つ、引き続き学術会議の常勤役員となった者の前項に規定する在職期間は、その

期間内において在職した期間を学術会議の常勤役員としての引き続いた在職期

間とみなす。 

（１）国家公務員（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号。以下この

項において「退職手当法」という。）第２条第１項の適用を受ける者） 

（２）公庫等職員（退職手当法第７条の２第１項の適用を受ける者） 

（３）独立行政法人等役員（退職手当法第８条第１項の適用を受ける者） 

（４）地方公務員（期末手当及び勤勉手当の支給について、国家公務員又は公庫等

職員としての在職期間を当該地方公共団体の職員としての在職期間に通算する

ことを認めている地方公共団体の者） 
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４ 基準日前に学術会議の常勤役員を退職し、その退職に引き続き国家公務員と

なった場合には、当該常勤役員に対して期末手当を支給しない。 

５ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し、失職し、解任

され、又は死亡した常勤役員にあっては、退職し、解任し、又は死亡した日現在）

において常勤役員が受けるべき次の各号に掲げるそれぞれの額の合計額とする。 

（１）俸給及び地域手当の月額の合計額 

（２）前号の合計額に１００分の２０を乗じて得た額 

（３）俸給の月額に１００分の２５を乗じて得た額 

 

 （期末手当の支給制限） 

第１０条 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規定にかかわら

ず、当該各号の基準日に係る期末手当（第３号に掲げる者にあっては、その支給

を一時差し止めた期末手当）は、支給しない。 

（１）基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第２４条第３

項第２号の規定により解任された常勤役員 

（２）基準日前１箇月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給日の前日ま

での間に退職し、又は解任された常勤役員（前号に掲げる者を除く。）で、そ

の退職し、又は解任された日から当該支給日の前日までの間に禁錮以上の刑

に処せられたもの 

（３）次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分を受けた常

勤役員（当該処分を取り消された者を除く。）で、その者の在職期間中の行為

に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられたもの 

 

（期末手当の一時差止） 

第１１条 会長は、支給日に期末手当を支給することとされていた常勤役員で当

該支給日の前日までに退職し、失職し又は解任されたものが次の各号のいずれ

かに該当する場合は、当該期末手当の支給を一時差し止めることができる。 

（１）退職又は解任した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中

の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に係る犯罪について

禁錮以上の刑が定められているものに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１

３１号）第６編に規定する略式手続によるものを除く。次項において同じ。）

をされ、その判決が確定していない場合 

（２）退職又は解任した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期間中

の行為に係る刑事事件に関して、その者が逮捕された場合又はその者から聴

取した事項若しくは調査により判明した事実に基づきその者に犯罪があると

思料するに至った場合であって、その者に対し期末手当を支給することが、学

術会議が行う事務及び事業に対する国民の信頼を確保し、期末手当に関する

制度の適正かつ円滑な実施を維持する上で重大な支障を生ずると認めるとき 

２ 前項の規定による期末手当の支給を一時差し止める処分（以下「一時差止処

分」という。）について、次の各号のいずれかに該当するに至った場合には、速

やかに当該一時差止処分を取り消さなければならない。ただし、第３号に該当す

る場合において、一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る

刑事事件に関し現に逮捕されているときその他これを取り消すことが一時差止

処分の目的に明らかに反すると認めるときは、この限りでない。 
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（１）一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった行為に係る刑

事事件に関し禁錮以上の刑に処せられなかった場合 

（２）一時差止処分を受けた者について、当該一時差止処分の理由となった行為に

係る刑事事件につき公訴を提起しない処分があった場合 

（３）一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関

し起訴をされることなく当該一時差止処分に係る期末手当の基準日から起算

して１年を経過した場合 

３ 前項の規定は、会長が、一時差止処分後に判明した事実又は生じた事情に基づ

き、期末手当の支給を差し止める必要がなくなったとして当該一時差止処分を

取り消すことを妨げるものではない。 

４ 会長は、一時差止処分を行う場合は、当該一時差止処分を受けるべき者に対

し、当該一時差止処分の際、一時差止処分の事由を記載した説明書を交付しなけ

ればならない。 

５ 前各項に規定するもののほか、一時差止処分に関し必要な事項は、会長が別に

定める。 

 

第１２条 期末手当を支給することとされていた常勤役員が会長の場合、前条第

１項から第４項までの規定中「会長」とあるのは「総会」と読み替える。 

 

（非常勤役員手当） 

第１３条 非常勤役員手当は、次の各号に定める日額を支給する。 

（１）会長  日額６１，６００円 

（２）副会長 日額５３，３００円 

（３）監事  日額４５，４００円 

 

（端数の取扱い） 

第１４条 この規則により計算した第２条各項に規定する各報酬に１円未満の端

数があるときは、その端数金額は切り捨てる。 

 

（規則の実施） 

第１５条 この規則の実施に必要な事項については、給与規則に準ずることとす

る。 

 

附 則 

 

（施行期日） 

第１条 この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 

 

（令和８年１０月の報酬の支給定日） 

第２条 本則第５条に規定する報酬の支給定日は、令和８年１０月に限り、１０月

３０日とする。 
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提 案

日本学術会議会員等手当支給規則（案）について 

１ 提 案 者  会 長 

２ 議  案  標記について、別紙案のとおり決定すること。 

３ 提案理由  日本学術会議会員及び委員並びに連携会員に対する手当の

支給の基準を定める必要があるため（制定の手続きは役員報酬

規則に準じる。）。 

（参考） 

○日本学術会議法（令和７年法律第７０号）

第三十六条 この法律の他の規定により総会の決議によることとされてい

るもののほか、次に掲げる事項の決定は、総会の決議によらなければなら

ない。 

一～六 （略） 

七 準用通則法第五十条の二第二項に規定する報酬等の支給の基準及び準

用通則法第五十条の十第二項に規定する給与等の支給の基準の策定又は

変更 

○日本学術会議法第５２条の規定による独立行政法人通則法第５０条の２の

準用に当たっての読替え

（役員の報酬等）

第五十条の二 会議の役員に対する報酬及び退職手当（以下「報酬等」とい

う。）は、その役員の業績が考慮されるものでなければならない。 

２ 会議は、その役員に対する報酬等の支給の基準を定め、これを内閣総理

大臣に届け出るとともに、公表しなければならない。これを変更したとき

提 ５

総 会 １９８
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も、同様とする。 

３ 前項の報酬等の支給の基準は、国家公務員の給与及び退職手当（以下「給

与等」という。）、民間企業の役員の報酬等、会議の業務の実績その他の事

情を考慮して定められなければならない。 
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日本学術会議会員等手当支給規則（案） 

令 和 ８ 年 ○ 月 ○ 日  

日本学術会議規則第○号 

（目的） 

第１条 この規則は、日本学術会議会員及び委員並びに連携会員（以下「会員等」

という。）に対する手当の支給の基準を定めることを目的とする。 

（手当） 

第２条 会員等に支給する報酬は非常勤手当とする。 

２ 非常勤手当は、次の各号に定める日額を支給する。 

（１）部長・副部長        日額２３，２００円 

（２）役員会構成員        日額２１，４００円 

（３）会員            日額２０，５００円 

（４）会員候補者選定委員会委員長 日額２３，２００円

委員  日額２０，５００円 

（５）選定助言委員会委員長 日額２３，２００円 

委員 日額２０，５００円 

（６）運営助言委員会委員長 日額２３，２００円 

委員 日額２０，５００円 

（７）連携会員 日額２０，５００円 

附 則

この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 
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提   案 
 

 

日本学術会議職員給与規則（案）について 

 

 

１ 提 案 者  会 長 

 

２ 議  案  標記について、別紙案のとおり決定すること。 

 

３ 提案理由  日本学術会議法（令和７年法律第７０号）第５２条の規定に

基づき準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３

号）第５０条の１０第２項の規定に基づき、日本学術会議の職

員に対する給与の支給の基準を定める必要があるため。 

 

 

（参考） 

○日本学術会議法（令和７年法律第７０号） 

第三十六条 この法律の他の規定により総会の決議によることとされてい

るもののほか、次に掲げる事項の決定は、総会の決議によらなければなら

ない。 

一～六 （略） 

七 準用通則法第五十条の二第二項に規定する報酬等の支給の基準及び準

用通則法第五十条の十第二項に規定する給与等の支給の基準の策定又は

変更 

 

○日本学術会議法第５２条の規定による独立行政法人通則法第５０条の１０

の準用に当たっての読替え 

（職員の給与等） 

第五十条の十 会議の職員の給与は、その職員の勤務成績が考慮されるもの

でなければならない。 

提  ６  

総 会  １９８  
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２ 会議は、その職員の給与等の支給の基準を定め、これを内閣総理大臣に

届け出るとともに、公表しなければならない。これを変更したときも、同

様とする。 

３ 前項の給与等の支給の基準は、一般職の職員の給与に関する法律（昭和

二十五年法律第九十五号）の適用を受ける国家公務員の給与等、民間企業

の従業員の給与等、会議の業務の実績並びに職員の職務の特性及び雇用形

態その他の事情を考慮して定められなければならない。 
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日本学術会議職員給与規則（案）

令 和 ８ 年 ○ 月 ○ 日  

日本学術会議規則第○号 

目次 

第１章 総則（第１条～第３条） 

第２章 俸給（第４条～第７条） 

第３章 諸手当（第８条～第２５条） 

第４章 給与の特例（第２６条～第３５条） 

第５章 雑則（第３６条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は、日本学術会議法（令和７年法律第７０号）第５２条の規定

に基づき準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第５０条

の１０第２項の規定に基づき、日本学術会議（以下「学術会議」という。）の

職員（日本学術会議職員就業規程（令和 年規程第 号。以下「職員就業規

程」という。）の適用を受ける職員。以下「職員」という。）に対する給与の支

給の基準を定めることを目的とする。 

（給与の区分） 

第２条 職員（特定任期付専門員を除く。）の給与は、俸給及び諸手当とする。

諸手当は、管理職手当、業務調整手当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤

手当、単身赴任手当、超過勤務手当、休日給、管理職員特別勤務手当、期末手

当、勤勉手当、在宅勤務等手当とする。 

２ 特定任期付専門員の給与は、俸給及び諸手当とする。諸手当は、通勤手当、

単身赴任手当及び在宅勤務等手当とする。 

（給与の支給方法） 

第３条 職員の給与は、法令等の規定により、職員の給与から控除すべき金額を

控除し、その控除後の額を職員に直接現金で支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず、職員から申し出があった場合は、その者に対する

給与をその者の預金又は貯金への振込みの方法によって支給する。 

第２章 俸給 

（俸給） 

第４条 俸給は月額とする。俸給表の種類は次に掲げるとおりとし、各俸給表の

適用範囲はそれぞれ各号に定めるところによる。 

（１）特別俸給表（別表第１） 事務局長及び次長（会長が定めた者に限る）

（２）事務職俸給表（別表第２） 定年制職員及び任期付専門員（第１号、第３
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号又は第４号の適用を受ける職員を除く。） 

（３）専門スタッフ職俸給表（別表第３） 調査分析官及び参事 

（４）特定任期付専門員俸給表（別表第４） 特定任期付専門員 

２ 職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基づきこれを俸給表に定める

職務の級に分類するものとし、その分類の基準となるべき標準的な職務の内容

は、会長が別に定める。 

 

（級及び号俸の決定等） 

第５条 職員の俸給の級及び号俸は、職員の学歴、能力、経験及び他の職員との

均衡を考慮するほか、職務の複雑、困難及び責任の度等を総合的に勘案し、会

長が決定する。ただし、俸給表の級及び号俸の額によりがたい場合には会長が

決定した額とする。 

２ 職員の昇格、昇給及び降給は会長が別に定めるところにより行うものとす

る。 

 

（俸給の支給定日） 

第６条 俸給の支給定日は、毎月１６日とする。 

２ 前項に規定する支給定日が、職員就業規程第２４条に規定する休日（以下

「休日」という。）に当たるときは、その月の１５日以降の日のうち、その日

に最も近い休日以外の日を支給定日とする。 

 

（俸給の日割り計算） 

第７条 新たに職員となった者には、その日から俸給を支給し、昇格、昇給、降

給等により俸給額に異動を生じた者には、その日から新たに定められた俸給を

支給する。 

２ 職員が退職（死亡による退職を除く。）し、又は解雇されたときは、その日

まで俸給を支給する。 

３ 職員が死亡したときは、その月まで俸給を支給する。 

４ 第１項又は第２項の規定により俸給を支給する場合であって、月の初日から

支給するとき以外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外のときは、その

俸給額は、その期間の現日数から休日並びに職員就業規程第３１条第１項の規

定により当該日と振り替えられた休日の日数を差し引いた日数を基礎として日

割りによって計算する。 

 

第３章 諸手当 

（管理職手当） 

第８条 管理職手当は、月額とし、会長が別に指定する監督又は管理の地位にあ

る役職を占める職員（以下「管理監督職員」という。）に対して、その特殊性

に基づき支給する。 

２ 前項の管理職手当の月額は、別表第５に定める級に応じて定める区分に応

じ、当該各号に定める額のとおりとする。 

３ 第６条及び第７条の規定は、前各項による管理職手当の支給について準用す

る。この場合において、第６条及び第７条中「俸給」とあるのは「管理職手

当」と読み替えるものとする。 
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（業務調整手当） 

第９条 業務調整手当は、月額とし、学術会議の業務の特殊性、困難性にかんが

み、職員（専門スタッフ職俸給表適用職員を除く。）に対して、会長が定める

額を支給する。 

２ 前項の業務調整手当の月額は、職員の属する職務の級における最高の号俸の

俸給月額の１００分の１０を超えないものとする。 

３ 第６条及び第７条の規定は、前各項による業務調整手当の支給について準用

する。この場合において、第６条及び第７条中「俸給」とあるのは「業務調整

手当」と読み替えるものとする。 

 

（扶養手当） 

第１０条 扶養手当は、扶養親族のある職員（特別俸給表の適用を受ける職員、

職員就業規程第２条第１項第３項の規定による勤務をしている職員（以下「定

年前再雇用職員」という。）を除く。）に対して支給する。ただし、次項第２号

から第５号までのいずれかに該当する扶養親族（第３項において「扶養親族た

る父母等」という。）に係る扶養手当は、会長が別に定める職員に対しては、

支給しない。 

２ 扶養手当の支給については、次に掲げる者で他に生計の途がなく主としてそ

の職員の扶養を受けているものを扶養親族とする。 

（１）満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子 

（２）満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫 

（３）満６０歳以上の父母及び祖父母 

（４）満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある弟妹 

（５）重度心身障害者（心身の障害の程度が終身労務に服することができない程

度である者をいう。） 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号に該当する扶養親族（次項において「扶養親

族たる子」という。）については一人につき１３，０００円、扶養親族たる父

母等については、事務職俸給表の適用を受ける職員でその職務の級が７級以下

若しくは専門スタッフ職俸給表の適用を受ける職員でその職務の級が１級であ

るものについては１人につき６，５００円、事務職俸給表の適用を受ける職員

でその職務の級が８級若しくは専門スタッフ職俸給表の適用を受ける職員でそ

の職務の級が２級であるものについては３，５００円とする。 

４ 扶養親族たる子のうちに満１５歳に達する日後の最初の４月１日から満２２

歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間（以下「特定期間」という。）

にある子がいる場合における扶養手当の月額は、前項の規定にかかわらず、

５，０００円に特定期間にある当該扶養親族たる子の数を乗じて得た額を同項

の規定による額に加算した額とする。 

５ 前各項に規定するもののほか、扶養親族の数の変更に伴う支給額の改定その

他扶養手当の支給に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

（地域手当） 

第１１条 地域手当は民間賃金水準を給与に適切に反映させるため、俸給、管理

職手当及び扶養手当の月額の合計額に、１００分の２０の割合を乗じて得た月
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額を支給する。 

２ 第６条及び第７条の規定は、前項による地域手当の支給について準用する。

この場合において、第６条及び第７条中「俸給」とあるのは「地域手当」と読

み替えるものとする。 

 

（住居手当） 

第１２条 住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員（第１号及び第２号

については、特別俸給表の適用を受ける職員を除く。以下この条において同

じ。）に支給する。 

（１）自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号において同じ。）を借り受け、

月額１６，０００円を超える家賃（使用料を含む。以下同じ。）を支払って

いる職員（会長が別に定める職員を除く。） 

（２）第１４条第１項の規定により単身赴任手当を支給される職員で、配偶者

（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。同条におい

て同じ。）が居住するための住宅を借り受け、月額１６，０００円を超える

家賃を支払っているもの 

（３）国から職員宿舎を貸与され使用料を支払っている職員又は第１４条第１項

の規定により単身赴任手当を支給される職員で、配偶者が国から職員宿舎を

貸与され使用料を支払っている職員 

２ 住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める

額（当該各号のいずれにも該当する職員にあっては、当該各号に定める額の合

計額）とする。 

（１）前項第１号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に定

める額（その額に１００円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた

額）に相当する額 

イ 月額２７，０００円以下の家賃を支払っている職員 家賃の月額から１

６，０００円を控除した額 

ロ 月額２７，０００円を超える家賃を支払っている職員 家賃の月額から

２７，０００円を控除した額の２分の１（その控除した額の２分の１が１

７，０００円を超えるときは、１７，０００円）に１１，０００円を加算

した額 

（２）前項第２号に掲げる職員 前号の規定の例により算出した額の２分の１に

相当する額（その額に１００円未満の端数を生じたときは、これを切り捨て

た額） 

（３）前項第３号に掲げる職員 国から職員宿舎を貸与された使用料の１００分

の１０に相当する額（その額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り

捨てた額） 

３ 第６条の規定は、前各項による住居手当の支給について準用する。この場合

において、第６条中「俸給」とあるのは「住居手当」と読み替えるものとす

る。ただし、俸給の支給定日までに住居手当に係る事実が確認できない等のた

め、その日に支給することができないときは、その日後に支給することができ

る。 
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（通勤手当） 

第１３条 通勤手当は、次に掲げる職員に支給する。 

（１）通勤のため交通機関又は有料の道路（以下この項から第３項までにおいて

「交通機関等」という。）を利用してその運賃又は料金（以下「運賃等」と

いう。）を負担することを常例とする職員（交通機関等を利用しなければ通

勤することが著しく困難である職員以外の職員であって交通機関等を利用し

ないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメートル

未満であるもの及び第３号に掲げる職員を除く。） 

（２）通勤のため自動車その他の原動機付の交通用具及び自転車（学術会議の所

有に属するものを除く。以下この条において「自動車等」という。）を使用

することを常例とする職員（自動車等を使用しなければ通勤することが著し

く困難である職員以外の職員であって自動車等を使用しないで徒歩により通

勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメートル未満であるもの及び

次号に掲げる職員を除く。） 

（３）通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し、かつ、自動車等を

使用することを常例とする職員（交通機関等を利用し、又は自動車等を使用

しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員であって、交通

機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用しないで徒歩により通勤するもの

とした場合の通勤距離が片道２キロメートル未満であるものを除く。） 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額

とする。 

（１）前項第１号に掲げる職員 支給単位期間につき、会長が別に定めるところ

により算出した当該職員の支給単位期間の通勤に要する運賃等の額に相当す

る額（以下この号及び次項において「運賃等相当額」という。） 

（２）前項第２号に掲げる職員 支給単位期間につき、６６，４００円を超えな

い範囲内で自動車等の使用距離の区分に応じて会長が別に定める額（第２５

条の規定により在宅勤務等手当を支給される職員及び定年前再雇用職員（支

給単位期間当たりの通勤回数を考慮して会長が別に定める職員に限る。）に

あっては、その額から、その額に会長が別に定める割合を乗じて得た額を減

じた額） 

（３）前項第３号に掲げる職員 交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用

しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、交通機関等の利用

距離、自動車等の使用距離等の事情を考慮して会長が別に定める区分に応

じ、前２号に定める額、第１号に定める額又は前号に定める額 

３ 第１項第２号又は第３号に掲げる職員で、自動車等の駐車のための施設（そ

の所在地及び利用形態が会長が別に定める要件を満たすものに限る。第１号及

び第８項において「駐車場等」という。）を利用し、その料金を負担すること

を常例とするもの（会場が別に定める職員を除く。）の通勤手当の額は、前項

の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通勤手当の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。 

（１）駐車場等に係る通勤手当 支給単位期間につき、５，０００円を超えない

範囲内で１箇月当たりの駐車場等の料金に相当する額として会長が別に定め

る額 

（２）前号に掲げる通勤手当以外の通勤手当 前項の規定による額 
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４ 職員への採用により通勤の実情に変更を生ずることとなった職員で会長が別

に定めるもののうち、第１項第１号又は第３号に掲げる職員で、当該採用の直

前の住居（当該住居に相当するものとして会長が別に定める住居を含む。）か

らの通勤のため、幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車国道その他の交通機

関等（第１号及び次項において「新幹線鉄道等」という。）を利用し、その利

用に係る特別料金等（その利用に係る運賃等の額から運賃等相当額の算出の基

礎となる運賃等に相当する額を減じた額をいう。第１号及び次項において同

じ。）を負担することを常例とするものの通勤手当の額は、前項の規定にかか

わらず、次の各号に掲げる通勤手当の区分に応じ、当該各号に定める額とす

る。 

（１）新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る通勤手当 支給単位期間につ

き、会長が別に定めるところにより算出した当該職員の支給単位期間の通勤

に要する特別料金等の額に相当する額（第５項において「特別料金等相当

額」という。） 

（２）前号に掲げる通勤手当以外の通勤手当 前項の規定による額 

５ 運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額（交通機関等が２以

上ある場合においては、その合計額）、第２項第２号に定める額、特別料金等

相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額（新幹線鉄道等が２以上ある

場合においては、その合計額）及び第３項第１号に定める額の合計額が１５

０，０００円を超える職員の通勤手当の額は、第２項から前項までの規定にか

かわらず、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期

間につき、１５０，０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額とす

る。 

６ 通勤手当は、支給単位期間（会長が別に定める通勤手当にあっては、会長が

定める期間）に係る最初の月（当該月に通勤手当を支給することが困難な場合

として会長が別に定める場合にあってはその翌月）の会長が別に定める日に支

給する。 

７ 通勤手当を支給される職員につき、退職し、又は解雇にされた場合その他の

会長が別に定める事由が生じた場合には、当該職員に、支給単位期間のうちこ

れらの事由が生じた後の期間を考慮して会長が別に定める額を返納させるもの

とする。 

８ この条において「支給単位期間」とは、通勤手当の支給の単位となる期間と

して６箇月を超えない範囲内で１箇月を単位として会長が別に定める期間（自

動車等及び駐車場等に係る通勤手当にあっては、１箇月）をいう。 

 

（単身赴任手当） 

第１４条 職員への採用に伴い、住居を移転し、父母の疾病その他の会長が別に

定めるやむを得ない事情により、同居していた配偶者と別居することとなった

職員で、当該採用の直前の住居から当該採用の直後に学術会議に通勤すること

が通勤距離等を考慮して会長が別に定める基準に照らして困難であると認めら

れるもののうち、単身で生活することを常況とする職員には、単身赴任手当を

支給する。ただし、配偶者の住居から学術会議に通勤することが、通勤距離等

を考慮して会長が別に定める基準に照らして困難であると認められない場合

は、この限りでない。 
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２ 単身赴任手当の月額は、３０，０００円（会長が別に定めるところにより算

定した職員の住居と配偶者の住居との間の交通距離（以下単に「交通距離」と

いう。）が会長が別に定める距離以上である職員にあっては、その額に、７

０，０００円を超えない範囲内で交通距離の区分に応じて会長が別に定める額

を加算した額）とする。 

３ 第６条の規定は、前各項による単身赴任手当の支給について準用する。この

場合において、第６条中「俸給」とあるのは「単身赴任手当」と読み替えるも

のとする。ただし、俸給の支給定日までに単身赴任手当に係る事実が確認でき

ない等のため、その日に支給することができないときは、その日後に支給する

ことができる。 

 

（給与の減額） 

第１５条 職員が勤務しないときは、職員就業規程第３０条に規定する代替休

暇、休日（同規程第３１条第１項の規定により当該日と振り替えられた休日を

含む）である場合及び休暇による場合並びに同規程第３２条から第３４条の規

定により請求があった場合その他その勤務しないことにつき特に承認のあった

場合を除き、その勤務しない１時間につき、第１９条に規定する勤務１時間当

たりの給与額を減額して給与を支給する。 

 

（超過勤務手当） 

第１６条 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた職員（特別俸給表

の適用を受ける職員、専門スタッフ職の適用を受ける職員でその職務の級が２

級以上の職員又は管理監督職員を除く。以下この条及び次条において同じ。）

には、正規の勤務時間を超えて勤務した全時間に対して、勤務１時間につき、

第１９条に規定する勤務１時間当たりの給与額に、正規の勤務時間を超えて勤

務したもののうち、次に掲げる区分に応じた割合（その勤務が午後１０時から

翌日の午前５時までの間である場合には、その割合に１００分の２５を加算し

た割合）を乗じて得た額を超過勤務手当として支給する。 

（１）正規の勤務時間が割り振られた日（次条の規定により正規の勤務時間中に

勤務した職員に休日給が支給されることとなる日を除く。次項において同

じ。）における勤務 １００分の１２５ 

（２）前号に掲げる勤務以外の勤務 １００分の１３５ 

２ 定年前再雇用職員が、正規の勤務時間が割り振られた日において、正規の勤

務時間を超えて勤務したもののうち、その勤務の時間とその勤務をした日にお

ける正規の勤務時間との合計が７時間４５分に達するまでの間の勤務に対する

前項の規定の適用については、同項中「正規の勤務時間を超えて勤務した次に

掲げる区分に応じた割合」とあるのは、「１００分の１００」とする。 

３ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ、正規の勤務時間を超えて

勤務をした時間が１箇月について６０時間を超えた職員には、その６０時間を

超えて勤務した全時間に対して、第１項の規定にかかわらず、勤務１時間につ

き、第１９条に規定する勤務１時間当たりの給与額に１００分の１５０（その

勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合には、１００分の１

７５）を乗じて得た額を超過勤務手当として支給する。 

４ 超過勤務手当は、一の給与期間の分を次の給与期間における俸給の支給定日
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に支給する。ただし、勤務時間の報告が遅れる等のため、その日に支給するこ

とができないときは、その日後に支給することができる。 

５ 超過勤務手当の支給の基礎となる勤務時間は、一の給与期間の超過勤務手当

の支給割合ごとの全時間数によって計算する。この場合において、１時間未満

の端数を生じた場合においては、その端数が３０分以上のときはこれを１時間

とし、３０分未満のときはこれを切り捨てるものとする。 

 

（休日給） 

第１７条 祝日法による休日及び年末年始の休日（職員就業規程第３１条第１項

の規定により当該日と振り替えられた祝日法による休日及び年末年始の休日を

含む）において、正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられた職員には、正

規の勤務時間中に勤務した全時間に対して、勤務１時間につき、第１９条に規

定する勤務１時間当たりの給与額に１００分の１３５を乗じて得た額を休日給

として支給する。これらの日に準ずるものとして会長が定める日において勤務

した職員についても、同様とする。 

２ 休日給は、一の給与期間の分を次の給与期間における俸給の支給定日に支給

する。ただし、勤務時間の報告が遅れる等のため、その日に支給することがで

きないときは、その日後に支給することができる。 

３ 休日給の支給の基礎となる勤務時間は、一の給与期間の休日給の全時間数に

よって計算する。この場合において、１時間未満の端数を生じた場合において

は、その端数が３０分以上のときはこれを１時間とし、３０分未満のときはこ

れを切り捨てるものとする。 

 

（勤務１時間当たりの給与額等の算出における端数計算） 

第１８条 第１５条に規定する勤務１時間当たりの給与額及び第１６条並びに前

条の規定により勤務１時間につき支給する超過勤務手当又は休日給の額を算定

する場合において、当該額に、５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨

て、５０銭以上１円未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げるものと

する。 

 

（勤務１時間当たりの給与額等の算出） 

第１９条 第１５条から第１７条に規定する勤務１時間当たりの給与額は、俸給

の月額及び俸給の月額に対する地域手当の月額の合計額を１年間における１月

平均所定労働時間数で除した金額とする。 

 

（管理職員特別勤務手当） 

第２０条 特別俸給表の適用を受ける職員、専門スタッフ職俸給表の適用を受け

る職員でその職務の級が２級以上の職員又は管理監督職員（以下、この条にお

いて「管理監督職員等」という。）が臨時又は緊急の必要その他の学術会議が

行う事務及び事業の運営の必要により休日（職員就業規程第３１条第１項の規

定により振り替えられた休日を含む。次項において「休日等」という。）に勤

務をした場合は、当該職員には、管理職員特別勤務手当を支給する。 

２ 前項に規定する場合のほか、管理監督職員等が災害への対処その他の臨時又

は緊急の必要により午後１０時から午前５時までの間（休日等に含まれる時間
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を除く。）であって正規の勤務時間以外の時間に勤務をした場合は、当該職員

には、管理職員特別勤務手当を支給する。 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各

号に定める額（前２項に規定する勤務に従事する時間を考慮して会長が別に定

める勤務をした職員にあっては、その額に１００分の１５０を乗じて得た額）

とする。 

（１）第１項に規定する場合 同項の勤務１回につき、１８，０００円を超えな

い範囲内において会長が別に定める額 

（２）前項に規定する場合 同項の勤務１回につき、９，０００円を超えない範

囲内において会長が別に定める額 

４ 管理職員特別勤務手当は、一の給与期間の分を次の給与期間における俸給の

支給定日に支給する。ただし、勤務時間の報告が遅れる等のため、その日に支

給することができないときは、その日後に支給することができる。 

 

（期末手当） 

第２１条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条から第２３条まで

においてこれらの日を「期末手当基準日」という。）にそれぞれ在職する職員

に対して、それぞれ６月３０日及び１２月１０日（以下この条から第２３条第

１項までにおいてこれらの日を「支給日」という。）に支給する。これらの期

末手当基準日前１箇月以内に退職し、又は解雇にされた職員（第２８条第７項

の規定の適用を受ける職員及び会長が別に定める職員を除く。）についても、

同様とする。ただし、支給日が日曜日に当たるときは支給日の前々日とし、支

給日が土曜日に当たるときは前日とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に会長が１００分の１２６．２５（事務職

俸給表の適用を受ける職員でその職務の級が７級以上の級で管理職手当の区分

が一種又は二種の支給区分の職員及び専門スタッフ職俸給表の適用を受ける職

員でその職務の級が２級以上の職員であるもの並びに職務の複雑、困難及び責

任の度等がこれらに相当するものとして会長が認めるもの（以下「特定管理職

員」という。）にあっては、１００分の１０６．２５、特別俸給表の適用を受

ける職員にあっては１００分の６７．５）を乗じて得た額に、期末手当基準日

以前６箇月以内の期間における当該職員の在職期間の次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１）６箇月 １００分の１００ 

（２）５箇月以上６箇月未満 １００分の８０ 

（３）３箇月以上５箇月未満 １００分の６０ 

（４）３箇月未満 １００分の３０ 

３ 定年前再雇用職員に対する前項の規定の適用については、前項中「１００分

の１２６．２５」とあるのは「１００分の７１．２５」と、「１００分の１０

６．２５、」とあるのは「１００分の６１．２５、」とする。 

４ 国又は地方公共団体等（以下「国等の機関」という。）の職員（以下「国家

公務員等」という。）が、当該国等の機関の要請に応じ、引き続き学術会議の

職員となるため退職し、かつ、引き続き職員となった者（以下「国等の人事交

流職員」という。）の国家公務員等として在職した期間は学術会議の職員とし

て在職した期間とする。 
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５ 期末手当基準日前に学術会議を退職し、その退職に引き続き国家公務員等と

なった場合には、当該職員に対して期末手当を支給しない。 

６ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその期末手当基準日現在（退職し、又

は解雇された職員にあっては、退職し、又は解雇された日現在）において、職

員が受けるべき俸給及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額

の合計額とする。 

７ 前項の規定にかかわらず、次表（一）に掲げる俸給表及び職務の級にある職

員については、俸給の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額にそれぞ

れ同表に定める割増率（以下「役職段階別加算割合」という。）を乗じて得た

役職段階別加算額を加算した額を期末手当基礎額とする。 

表（一） 

俸給表 職務の級 役職段階別加算割合 

特別俸給表 － １００分の２０ 

事務職俸給表 

８級以上 １００分の２０ 

７級及び６級 １００分の１５ 

５級及び４級 １００分の１０ 

３級 １００分の５ 

専門スタッフ職俸給表 
２級以上 １００分の２０ 

１級 １００分の１５ 

 

８ 第６項の規定にかかわらず、次表（二）に掲げる俸給表及び職務の級並びに

第８条に規定する管理職手当の支給を受ける職員については、同項及び前項に

規定する合計額に、俸給の月額にそれぞれ同表に定める割増率（以下「管理職

加算割合」という。）を乗じて得た管理職加算額を加算した額を期末手当基礎

額とする。 

 表（二） 

俸給表 職務の級 
管理職手当の 

支給区分 
管理職加算割合 

特別俸給表 － １００分の２５ 

事務職俸給表 ７級以上 
一種 １００分の２５ 

二種 １００分の１５ 

 

第２２条 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規定にかかわら

ず、当該各号の期末手当基準日に係る期末手当（第３号に掲げる者にあって

は、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給しない。 

（１）期末手当基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に職員就

業規程第６４条第１項第１号の規定による懲戒解雇の処分を受けた職員 

（２）期末手当基準日前１箇月以内又は期末手当基準日から当該基準日に対応す

る支給日の前日までの間に退職し、又は解雇された（死亡による退職を除

く。以下この条及び次条において同じ。）職員（前号に掲げる者を除く。）

で、その退職し、又は解雇された日から当該支給日の前日までの間に禁錮以

上の刑に処せられたもの 

（３）次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分を受けた者
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（当該処分を取り消された者を除く。）で、その者の在職期間中の行為に係

る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられたもの 

 

第２３条 会長又はその委任を受けた者は、支給日に期末手当を支給することと

されていた職員で当該支給日の前日までに退職し、又は解雇されたものが次の

各号のいずれかに該当する場合は、当該期末手当の支給を一時差し止めること

ができる。 

（１）退職し、又は解雇された日から当該支給日の前日までの間に、その者の在

職期間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に係る犯

罪について禁錮以上の刑が定められているものに限り、刑事訴訟法（昭和２

３年法律第１３１号）第６編に規定する略式手続によるものを除く。次項に

おいて同じ。）をされ、その判決が確定していない場合 

（２）退職し、又は解雇された日から当該支給日の前日までの間に、その者の在

職期間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が逮捕された場合又はその

者から聴取した事項若しくは調査により判明した事実に基づきその者に犯罪

があると思料するに至った場合であって、その者に対し期末手当を支給する

ことが、学術会議が行う事務及び事業に対する国民の信頼を確保し、期末手

当に関する制度の適正かつ円滑な実施を維持する上で重大な支障を生ずると

認めるとき 

２ 前項の規定による期末手当の支給を一時差し止める処分（以下「一時差止処

分」という。）について、次の各号のいずれかに該当するに至った場合には、

速やかに当該一時差止処分を取り消さなければならない。ただし、第３号に該

当する場合において、一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に

係る刑事事件に関し現に逮捕されているときその他これを取り消すことが一時

差止処分の目的に明らかに反すると認めるときは、この限りでない。 

（１）一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった行為に係る刑

事事件に関し禁錮以上の刑に処せられなかった場合 

（２）一時差止処分を受けた者について、当該一時差止処分の理由となった行為

に係る刑事事件につき公訴を提起しない処分があった場合 

（３）一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関

し起訴をされることなく当該一時差止処分に係る期末手当の基準日から起算

して１年を経過した場合 

３ 前項の規定は、会長又はその委任を受けた者が一時差止処分後に判明した事

実又は生じた事情に基づき、期末手当の支給を差し止める必要がなくなったと

して当該一時差止処分を取り消すことを妨げるものではない。 

４ 会長又はその委任を受けた者は、一時差止処分を行う場合は、当該一時差止

処分を受けるべき者に対し、当該一時差止処分の際、一時差止処分の事由を記

載した説明書を交付する。 

 

（勤勉手当） 

第２４条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この項及び第５項におい

てこれらの日を「勤勉手当基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対

し、当該職員の勤勉手当基準日以前における直近の人事評価の結果及び基準日

以前６箇月以内の期間における勤務の状況に応じて、それぞれ６月３０日及び
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１２月１０日に支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職し、又は解雇さ

れた職員（会長が別に定める職員を除く。）についても、同様とする。ただ

し、支給日が日曜日に当たるときは支給日の前々日とし、支給日が土曜日に当

たるときは前日とする。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、職員の勤務期間による割合（以下この

条において「期間率」という。）及び業績を踏まえて会長が決定する成績率を

乗じて得た額とする。 

３ 前項に規定する勤務期間は、職員給与規則の適用を受ける職員として在職し

た期間とし、期間率は、基準日以前６箇月以内の期間における職員の勤務期間

の区分に応じて、次表（三）に定める割合とする。 

 表（三） 

６箇月 １００分の１００ 

５箇月１５日以上６箇月未満 １００分の９５ 

５箇月以上５箇月１５日未満 １００分の９０ 

４箇月１５日以上５箇月未満 １００分の８０ 

４箇月以上４箇月１５日未満 １００分の７０ 

３箇月１５日以上４箇月未満 １００分の６０ 

３箇月以上３箇月１５日未満 １００分の５０ 

２箇月１５日以上３箇月未満 １００分の４０ 

２箇月以上２箇月１５日未満 １００分の３０ 

１箇月１５日以上２箇月未満 １００分の２０ 

１箇月以上１箇月１５日未満 １００分の１５ 

１５日以上１箇月未満 １００分の１０ 

１５日未満 １００分の５ 

０ ０ 

 

４ 第２１条第４項及び第５項の規定は、第１項の規定による勤勉手当の支給に

ついて準用する。 

５ 第２項の勤勉手当基礎額は、それぞれその勤勉手当基準日現在において職員

が受けるべき俸給の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額とする。 

６ 第２１条第７項及び第８項の規定は、第２項の勤勉手当基礎額について準用

する。この場合において、同条第７項中「前項」及び同条第８項中「第６項」

とあるのは「第２４条第４項」と読み替えるものとする。 

７ 前２条の規定は、第１項の規定による勤勉手当の支給について準用する。こ

の場合において、第２２条中「前条第１項」とあるのは「第２４条第１項」

と、同条第１号中「期末手当基準日から」とあるのは「勤勉手当基準日から」

と、「支給日」とあるのは「支給日（第２４条第１項に規定する支給日をい

う。以下この条及び次条第１項において同じ。）」と読み替えるものとする。 

 

（在宅勤務等手当） 
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第２５条 住居その他これに準ずるものとして会長が別に定める場所において、

正規の勤務時間（休暇により勤務しない時間その他会長が別に定める時間を除

く。）の全部を勤務することを、会長が別に定める期間以上の期間について一

箇月当たり平均１０日を超えて承認又は命ぜられた職員には、在宅勤務等手当

を支給する。 

２ 在宅勤務等手当の月額は、３，０００円とする。 

３ 在宅勤務等手当は、一の給与期間の分を次の給与期間における俸給の支給定

日に支給する。ただし、勤務時間の報告が遅れる等のため、その日に支給する

ことができないときは、その日後に支給することができる。 

 

第３章 給与の特例 

 

（定年前再雇用職員についての特例） 

第２６条 定年前再雇用職員についての職員給与規則の規定の適用については、

次の表の左欄に掲げる職員給与規則の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第５条第１項 決定する 決定するものとし、その者の俸給月額

は、その者の受ける号俸に応じた額に、

職員就業規程第２５条の規定により定

められたその者の勤務時間を職員就業

規程第２３条第１項に規定する勤務時

間で除して得た数（以下「算出率」とい

う。）を乗じて得た額とする 

第５条第２項 行うものとする 行うものとし、その者の俸給月額は、そ

の者の受ける号俸に応じた額に算出率

を乗じて得た額とする 

 

第７条第４項 

 

休日並びに職員

就業規程第３１

条第１項の規定

により当該日と

振り替えられた

休日 

休日、職員就業規程第２５条第２項に

規定する休日並びに職員就業規程第３

１条第１項の規定により当該日と振り

替えられた休日 

第１６条第１項 支給する 支給する。ただし、定年前再雇用職員

が、第１号に掲げる勤務で正規の勤務

時間を超えて勤務したもののうち、そ

の勤務の時間とその勤務をした日にお

ける正規の勤務時間との合計が７時間

４５分に達するまでの間の勤務にあっ

ては同条に規定する勤務１時間当たり

の給与額に１００分の１００（その勤

務が午後１０時から翌日の午前５時ま

での間である場合は、１００分の１２
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５）を乗じて得た額とする 

第２１条第６項 俸給 俸給の月額を算出率で除して得た額 

第２１条第７項、第

２１条第８項、第２

４条第５項 

俸給の月額 俸給の月額を算出率で除して得た額 

 

（育児短時間勤務職員についての特例） 

第２７条 育児・介護休業等規程第２２条の規定による勤務をしている職員（以

下「育児短時間勤務職員」という。）についての職員給与規則の規定の適用に

ついては、次の表の左欄に掲げる職員給与規則の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第５条第１項 決定する 決定するものとし、その者の俸給月額

は、その者の受ける号俸に応じた額に、

育児・介護休業等規程第２３条第２項

の規定により定められたその者の勤務

時間を職員就業規程第２３条第１項に

規定する勤務時間で除して得た数（以

下「算出率」という。）を乗じて得た額

とする 

第５条第２項 行うものとする 行うものとし、その者の俸給月額は、そ

の者の受ける号俸に応じた額に算出率

を乗じて得た額とする 

 

第７条第４項 

 

休日並びに職員

就業規程第３１

条第１項の規定

により当該日と

振り替えられた

休日 

休日、育児・介護休業等規程第２３条第

２項第３号及び第４号に規定する休日

並びに職員就業規程第３１条第１項の

規定により当該日と振り替えられた休

日 

第１３条第２項第

２号 

定年前再雇用職

員 

育児短時間勤務職員 

第１６条第１項 支給する 支給する。ただし、育児短時間勤務職員

が、第１号に掲げる勤務で正規の勤務

時間を超えてしたもののうち、その勤

務の時間とその勤務をした日における

正規の勤務時間との合計が７時間４５

分に達するまでの間の勤務にあっては

同条に規定する勤務１時間当たりの給

与額に１００分の１００（その勤務が

午後１０時から翌日の午前５時までの

間である場合は、１００分の１２５）を

乗じて得た額とする 

第２１条第６項 俸給 俸給の月額を算出率で除して得た額 
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第２１条第７項、第

２１条第８項、第２

４条第５項 

俸給の月額 俸給の月額を算出率で除して得た額 

 

（休職者等の給与） 

第２８条 職員が業務上負傷し、若しくは疾病にかかり、又は通勤（労働者災害

補償保険法（昭和２２年法律第５０号）第７条第２項及び第３項に規定する通

勤をいう。以下同じ。）により負傷し、若しくは疾病にかかり、職員就業規程

第１０条第１項第１号に掲げる事由に該当して休職にされたときは、その休職

の期間中、給与の全額（労働基準法第７６条による休業補償及び労働者災害補

償保険法第１４条の規定による休業補償給付を受ける額並びに労働者災害補償

保険特別支給金支給規則（昭和４９年労働省令第３０号）第３条による休業特

別支給金を受ける額を除く額）を支給する。 

２ 職員が結核性疾患にかかり職員就業規程第１０条第１項第１号に掲げる事由

に該当して休職にされたときは、その休職の期間が満２年に達するまでは、こ

れに俸給、扶養手当、地域異動手当、住居手当及び期末手当のそれぞれ１００

分の８０を支給することができる。 

３ 職員が前２項以外の心身の故障により職員就業規程第１０条第１項第１号に

掲げる事由に該当して休職にされたときは、その休職の期間が満１年に達する

までは、これに俸給、扶養手当、地域手当、住居手当及び期末手当のそれぞれ

１００分の８０を支給することができる。 

４ 職員が職員就業規程第１０条第１項第２号に掲げる事由に該当して休職にさ

れたときは、その休職の期間中、これに俸給、扶養手当、地域手当及び住居手

当のそれぞれ１００分の６０以内を支給することができる。 

５ 職員が職員就業規程第１０条第１項第３号又は第４号に定める場合に該当し

て休職にされたときは、その休職の期間中、会長が別に定めるところにより、

これに俸給、扶養手当、地域手当、住居手当及び期末手当のそれぞれ１００分

の１００以内を支給することができる。 

６ 職員就業規程第１０条の規定により休職にされた職員には、他の規程に別段

の定めがない限り、前各項に定める給与を除くほか、他のいかなる給与も支給

しない。 

７ 第２項、第３項又は第５項に規定する職員が、これらの規定に規定する期間

内で第２１条第１項に規定する期末手当基準日前１箇月以内に退職し、又は解

雇されたときは、同項に定める支給日に、それぞれ第２項、第３項又は第５項

の規定の例による額の期末手当を支給する。ただし、第２１条第５項に規定す

る職員については、この限りでない。 

８ 前項の規定の適用を受ける職員の期末手当の支給については、第２２条及び

第２３条の規定を準用する。この場合において、第２２条中「前条第１項」と

あるのは「第２８条第７項」と読み替えるものとする。 

 

（育児休業等職員の給与） 

第２９条 育児休業（育児・介護休業等規程第３条第１項第１号に規定する育児

休業をいう。以下同じ。）をしている期間については、給与を支給しない。 
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２ 第２１条第１項に規定するそれぞれの期末手当基準日に育児休業をしている

職員のうち、期末手当基準日以前６箇月以内の期間において勤務した期間（会

長が別に定めるこれに相当する期間を含む。）がある職員には、前項の規定に

かかわらず、当該基準日に係る期末手当を支給する。 

３ 第２４条第１項に規定するそれぞれの勤勉手当基準日に育児休業をしている

職員のうち、勤勉手当基準日以前６箇月以内の期間において勤務した期間があ

る職員には、第１項の規定にかかわらず、当該基準日に係る勤勉手当を支給す

る。 

４ 育児休業をした職員が職務に復帰した場合におけるその者の号俸について

は、部内の他の職員との権衡上必要と認められる範囲内において、会長が別に

定めるところにより、必要な調整を行うことができる。 

５ 職員が育児・介護休業等規程第３条第１項第９号に規定する育児時間により

勤務しない場合には、第１５条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間に

つき、第１９条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給す

る。 

 

（介護休業等職員の給与） 

第３０条 介護休業（育児・介護休業等規程第３条第１項第７号に規定する介護

休業をいう。）及び介護時間（育児・介護休業等規程第３条第１項第１０号に

規定する介護時間をいう。）については第１５条の規定にかかわらず、その勤

務しない１時間につき第１９条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額す

る。 

 

（配偶者同行休業職員の給与） 

第３１条 配偶者同行休業（職員就業規程第４２条第１項に規定する配偶者同行

休業をいう。）をしている期間については、給与を支給しない。 

２ 配偶者同行休業をした職員が職務に復帰した場合におけるその者の号俸につ

いては、部内の他の職員との権衡上必要と認められる範囲内において、会長が

別に定めるところにより、必要な調整を行うことができる。 

 

（自己啓発等休業職員の給与） 

第３２条 自己啓発等休業（職員就業規程第４３条第１項に規定する自己啓発等

休業をいう。）をしている期間については、給与を支給しない。 

２ 自己啓発等休業をした職員が職務に復帰した場合におけるその者の号俸につ

いては、部内の他の職員との権衡上必要と認められる範囲内において、会長が

別に定めるところにより、必要な調整を行うことができる。 

 

（兼業等の許可を受けた職員の給与） 

第３３条 職員就業規程第１８条第１項の規定による許可に基づき職員が勤務時

間内に兼業を行い、兼業先から謝金その他報酬を受け取る場合には、第１５条

の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき第１９条に規定する勤務１

時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

 

（給与の非常時支給） 
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第３４条 学術会議は職員が職員又はその収入によって生計を維持する者の出

産、疾病、災害、結婚、死亡又はやむを得ない事由により 1週間以上にわたっ

て帰郷する場合の費用に充てるために請求する場合においては、支給定日前で

あっても、既往の労働に対する給与を支払わなければならない。 

 

（端数の取扱い） 

第３５条 この規則により計算した第２条に規定する各給与項目ごとに１円未満

の端数があるときは、その端数金額は切り捨てる。 

 

第４章 雑則 

 

（雑則） 

第３６条 この規則に定めるもののほか、職員の給与に関し必要な事項は、会長

が別に定める。 

 

附 則 

 

（施行期日） 

第１条 この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 

 

（令和８年１０月の俸給の支給定日） 

第２条 本則第６条に規定する俸給の支給定日は、令和８年１０月に限り、１０月

３０日とする。 

 

（日本学術会議法附則第１２条の規定により学術会議の職員となった者及び任

期満了退職の翌日に学術会議の職員となった者） 

第３条 学術会議成立の日の前日に日本学術会議事務局の職員（以下「旧日本学

術会議職員」という。）として在職し、日本学術会議法附則第１２条の規定に

より引き続いて職員となった者（以下「現日本学術会議職員」という。）及び

学術会議成立の日の前日に旧日本学術会議職員を任期満了退職し、施行日に新

たに現日本学術会議職員として採用された者に対する本規則の適用は、次の各

号の規定を反映することができるものとする。 

（１）本則第５条の規定による職員の俸給の級及び号俸は、学術会議成立の日の

前日に一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号。以下

「一般職給与法」という。）に基づき格付けされた俸給表の級及び号俸に相

当する俸給表の級及び号俸に決定することができる（ただし、旧日本学術会

議職員と現日本学術会議職員としての職務が同様の場合に限る）。 

（２）学術会議成立の日の前日に一般職給与法附則第１０項の規定により算出さ

れた額の支給を受けていた職員については、現日本学術会議職員となった以

降も同規定により算出された額を支給することができる。 

（３）学術会議成立の日の前日に本則第１０条の規定による扶養手当、本則第１

２条の規定による住居手当、本則第１３条の規定による通勤手当、本則第１

４条の規定による単身赴任手当に相当する手当の支給を受けていた職員につ

いては、現日本学術会議職員となった以降も同規定に定める要件を具備する
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ときは、本則各条項の規定を適用し、認定があったものとみなすことができ

る。 

（４）本則第２１条に規定する期末手当及び本則第２４条に規定する勤勉手当に

おける在職期間の算定については、旧日本学術会議職員であった期間を現日

本学術会議職員としての在職期間とみなす。 

 

（俸給の半減） 

第４条 当分の間、本則第１５条の規定にかかわらず、職員が負傷（業務上の負

傷及び通勤による負傷を除く。）若しくは疾病（業務上の疾病及び通勤による

疾病を除く。以下この項において同じ。）に係る療養のため、又は疾病に係る

就業禁止（職員就業規程第５４条第１項の規定によるものに限る。）の措置に

より、当該療養のための病気休暇又は当該措置の開始の日から起算して９０日

を超えて引き続き勤務しないときは、その期間経過後の当該病気休暇又は当該

措置に係る日につき、俸給の半額を減ずる。 

 

（６０歳に達した職員の給与等） 

第５条 当分の間、職員（定年制職員に限る。以下この条において同じ。）の俸

給月額は、会長が必要と認める場合を除き、当該職員が６０歳に達した日後に

おける最初の４月１日（附則第６条において「特定日」という。）以後、当該

職員に適用される俸給表の俸給月額のうち、本則第５条第１項の規定により当

該職員の俸給の級及び号俸に応じた額に１００分の７０を乗じて得た額（当該

額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円

未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げるものとする。）とす

る。 

 

第６条 日本学術会議人事規程（令和 年規程 号。以下「人事規程」とい

う。）第１６条第１項に規定する他の役職への降任等をされた職員であって、

当該他の役職への降任等をされた日（以下この項及び附則第８条において「異

動日」という。）の前日から引き続き同一の俸給表の適用を受ける職員のう

ち、特定日に前条の規定により当該職員の受ける俸給月額（以下この項におい

て「特定日俸給月額」という。）が異動日の前日に当該職員が受けていた俸給

月額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じた

ときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを

１００円に切り上げるものとする。以下この項において「基礎俸給月額」とい

う。）に達しないこととなる職員（会長が別に定める職員を除く。）には、当分

の間、特定日以後、前条の規定により当該職員の受ける俸給月額のほか、基礎

俸給月額と特定日俸給月額との差額に相当する額を俸給として支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず、人事規程第１６条第３項に規定する異動期間を延

長された管理監督職員については、異動日の前日に当該職員が受けていた俸給

月額若しくは俸給表の級及び号俸を引き続き支給する。 

 

第７条 前条第１項の規定による俸給の額と当該俸給を支給される職員の受ける

俸給月額との合計額が本則第４条第１項の規定により当該職員の属する職務の

級における最高の号俸の俸給月額を超える場合における前条第１項の規定の適
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用については、同項中「基礎俸給月額と特定日俸給月額」とあるのは、「本則

第４条第１項の規定により当該職員の属する職務の級における最高の号俸の俸

給月額と当該職員の受ける俸給月額」とする。 

 

第８条 異動日の前日から引き続き俸給表の適用を受ける職員（附則第５条の規

定の適用を受ける職員に限り、附則第６条第１項に規定する職員を除く。）で

あって、附則第６条第１項の規定による俸給を支給される職員との権衡上必要

があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける俸給月額のほか、

前２条の規定に準じて算出した会長が定める額を俸給として支給する。 

 

第９条 附則第６条第１項又は前条の規定による俸給を支給される職員以外の附

則第５条の規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当該俸給

を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当

該職員の受ける俸給月額のほか、前３条の規定に準じて算出した会長が定める

額を俸給として支給する。 

 

第１０条 附則第５条から前条までの適用を受ける職員（附則第６条第２項に規

定する職員を除く。以下、「俸給月額の７割措置の適用を受ける職員」とい

う。）であって、本則第８条の規定の適用については、別表第５に定める額に

１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときは

これを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００

円に切り上げるものとする。）とする。 

 

第１１条 俸給月額の７割措置の適用を受ける職員であって、本則第９条及び本

則第２０条の規定の適用については、会長が別に定める額とする。 

 

第１２条 俸給月額の７割措置の適用を受ける職員の本則第２１条第７項及び同

条第８項（本則第２４条第６項において準用する場合を含む。）の規定の適用

については、これらの規定中「俸給の月額」とあるのは、「俸給の月額と附則

第５条、第６条、第８条又は第９条の規定による俸給の額との合計額」とす

る。 

 

（暫定再雇用職員の給与等） 

第１３条 育児・介護休業等規程第３条第１項第８号に規定する育児短時間勤務

をしている職員就業規程附則第５条第２項第１号に規定する勤務時間職員（以

下「暫定再雇用職員」）及び職員就業規程附則第５条第２項第２号に規定する

職員（以下「暫定再雇用短時間勤務職員」）に対する本則第５条第１項の規定

の適用については、同項中「決定する」とあるのは、「決定する額に、育児・

介護休業等規程第２３条の規定により定められた当該暫定再雇用職員又は暫定

再雇用短時間勤務職員の勤務時間を職員就業規程附則第５条第２項に規定する

勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする」とする。 

 

第１４条 本則第２６条に規定する定年前再雇用職員の特例は暫定再雇用短時間

勤務職員について準用する。 
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第１５条 暫定再雇用短時間職員は、定年前再雇用職員とみなして、本則第８条

第２項、第９条第１項、第１３条第２項第１号、同項第２号、第１６条第２項

及び第２０条第３項の規定を適用する。 

 

第１６条 暫定再雇用職員及び暫定再雇用短時間勤務職員は、定年前再雇用職員

とみなして、本則第２１条第３項の規定を適用する。 

 

第１７条 本則第１０条の規定は、暫定再雇用職員及び暫定再雇用短時間勤務職

員には適用しない。 
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別表第１　特別俸給表（第４条第１項第１号関係）

俸　給　月　額

円

1 740,000

2 798,000

3 856,000

4 937,000

5 1,010,000

6 1,082,000

7 1,157,000

8 1,228,000

号 俸
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別表第２　事務職俸給表（第４条第１項第２号関係）

職務
の級

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級 ９　級 10　級

俸給月額 俸給月額 俸給月額 俸給月額 俸給月額 俸給月額 俸給月額 俸給月額 俸給月額 俸給月額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

1 199,800 246,000 280,300 313,800 336,600 370,800 424,700 475,900 529,300 571,100

2 200,900 247,300 281,300 315,300 338,400 372,500 426,600 481,200 536,000 578,100

3 202,100 248,700 282,300 316,700 340,200 374,100 428,500 486,100 541,100 584,000

4 203,200 250,100 283,300 318,100 341,900 375,700 430,300 490,700 545,300 588,800

5 204,300 251,500 284,300 319,500 343,600 377,300 432,100 494,700 548,700 592,800

6 206,000 252,900 285,300 320,600 345,300 379,100 433,900 498,100 551,900 595,700

7 207,600 254,300 286,200 321,600 347,000 380,600 435,700 501,000 554,800 598,100

8 209,200 255,700 287,200 322,800 348,600 382,200 437,500 503,500 557,300 600,000

9 210,700 257,100 288,200 324,000 350,200 383,500 439,100 505,500 559,300

10 212,400 258,300 289,200 325,600 351,900 385,100 440,600

11 214,000 259,600 290,200 327,200 353,600 386,700 442,100

12 215,600 260,900 291,200 328,800 355,200 388,200 443,600

13 217,100 262,100 292,200 330,200 356,700 390,100 445,100

14 218,800 263,300 293,500 331,800 358,300 392,000 446,400

15 220,500 264,500 294,800 333,400 359,900 393,900 447,700

16 222,200 265,700 296,000 335,000 361,400 395,700 448,900

17 223,400 266,800 297,200 336,400 362,800 397,200 450,100

18 225,000 267,900 298,500 338,100 364,500 399,000 451,400

19 226,600 269,000 299,700 339,700 366,100 400,700 452,700

20 228,100 270,100 300,900 341,300 367,700 402,300 453,900

21 229,600 271,000 301,900 342,700 368,800 404,000 455,100

22 231,200 272,000 303,100 344,400 370,300 405,400 455,900

23 232,800 273,000 304,300 346,100 371,800 406,800 456,700

24 234,400 274,000 305,600 347,700 373,300 408,200 457,500

25 236,000 275,000 306,900 348,900 375,000 409,600 458,100

26 237,700 275,900 307,900 350,800 376,800 410,800 458,700

27 239,000 276,700 308,900 352,500 378,400 412,000 459,300

28 240,300 277,600 309,900 354,100 380,100 413,000 459,900

29 241,600 278,400 311,000 355,600 381,500 414,100 460,600

30 242,700 279,200 312,200 357,200 382,800 415,300 461,400

31 243,800 280,000 313,300 358,800 384,000 416,400 461,800

32 244,900 280,700 314,500 360,400 385,400 417,500 462,500

33 246,000 281,400 315,600 362,100 386,500 418,200 463,000

34 246,900 282,200 316,900 363,900 387,400 418,900 463,400

35 247,800 283,000 318,200 365,700 388,400 419,500 463,800

36 248,800 283,600 319,500 367,500 389,400 420,200 464,200

37 249,800 284,300 320,700 369,000 390,200 420,800 464,600

38 250,700 285,100 322,000 370,400 391,100 421,400 464,900

39 251,600 285,800 323,300 371,800 392,000 421,900 465,200

40 252,400 286,500 324,600 373,200 392,800 422,300 465,500

41 253,200 287,200 325,900 374,700 393,600 422,700 465,800

42 253,900 287,900 327,100 375,500 394,400 422,900 466,100

43 254,500 288,600 328,400 376,400 395,200 423,200 466,400

44 255,100 289,300 329,500 377,400 395,900 423,500 466,700

45 255,800 290,000 330,400 378,300 396,600 423,800 467,000

46 256,400 290,600 331,700 379,400 397,300 424,100

47 257,000 291,300 333,000 380,300 398,000 424,400

48 257,600 291,900 334,300 381,300 398,700 424,700

49 258,100 292,600 335,400 382,200 399,200 424,900

50 258,700 293,200 336,700 382,900 399,800 425,200

51 259,300 293,900 337,900 383,600 400,400 425,400

52 259,800 294,600 339,100 384,200 401,100 425,700

53 260,200 295,100 340,400 384,600 401,500 425,900

54 260,600 295,700 341,400 385,200 402,100 426,200

55 260,900 296,300 342,500 385,800 402,700 426,500

56 261,200 297,000 343,600 386,500 403,200 426,800

57 261,500 297,600 344,300 386,800 403,600 427,000

58 261,800 298,200 345,200 387,500 404,200 427,300

59 262,100 298,800 345,900 388,200 404,800 427,600

60 262,400 299,500 346,700 388,800 405,300 427,800

職員の
区分

号 俸

定年前再
雇用短時
間勤務職
員以外の

職員
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61 262,700 300,100 347,500 389,100 405,700 428,000

62 263,000 300,700 347,900 389,600 406,200 428,300

63 263,300 301,200 348,400 390,200 406,700 428,600

64 263,600 301,700 349,100 390,800 407,300 428,800

65 263,900 302,200 349,900 391,100 407,600 429,000

66 264,200 302,800 350,600 391,700 408,000 429,300

67 264,500 303,300 351,300 392,400 408,300 429,600

68 264,800 303,900 351,900 393,000 408,700 429,800

69 265,100 304,300 352,400 393,400 409,000 430,000

70 265,400 304,800 353,000 393,900 409,300 430,300

71 265,700 305,300 353,500 394,500 409,600 430,600

72 266,000 305,900 354,100 395,000 409,800 430,800

73 266,300 306,400 354,400 395,500 410,000 431,000

74 266,600 306,800 354,900 396,100 410,300

75 266,900 307,100 355,200 396,500 410,600

76 267,200 307,400 355,600 396,800 410,800

77 267,500 307,600 356,000 397,200 411,000

78 267,800 307,900 356,500 397,700 411,300

79 268,100 308,100 357,000 398,100 411,600

80 268,400 308,400 357,500 398,500 411,800

81 268,700 308,600 357,800 398,900 412,000

82 269,000 308,800 358,200 399,400 412,300

83 269,300 309,100 358,600 399,800 412,600

84 269,600 309,300 359,000 400,200 412,800

85 269,900 309,600 359,300 400,500 413,000

86 270,200 309,800 359,700

87 270,500 310,100 360,100

88 270,800 310,400 360,500

89 271,100 310,700 360,700

90 271,400 311,000 361,100

91 271,700 311,300 361,500

92 272,000 311,600 361,900

93 272,300 311,800 362,100

94 312,000 362,400

95 312,300 362,800

96 312,700 363,100

97 312,900 363,400

98 313,200 363,800

99 313,500 364,200

100 313,900 364,600

101 314,100 365,100

102 314,400 365,500

103 314,700 365,900

104 315,000 366,300

105 315,200 366,800

106 315,500 367,200

107 315,800 367,500

108 316,100 367,800

109 316,300 368,200

110 316,600

111 317,000

112 317,300

113 317,500

114 317,700

115 318,000

116 318,400

117 318,600

118 318,800

119 319,100

120 319,400

121 319,700

122 319,900

123 320,200

124 320,500

125 320,800

基　　準
俸給月額

基　　準
俸給月額

基　　準
俸給月額

基　　準
俸給月額

基　　準
俸給月額

基　　準
俸給月額

基　　準
俸給月額

基　　準
俸給月額

基　　準
俸給月額

基　　準
俸給月額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

204,300 231,800 273,500 294,100 309,700 335,900 378,800 413,200 466,400 548,100

定 年 前 再
雇 用 短 時
間 勤 務 職
員
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別表第３　専門スタッフ職俸給表（第４条第１項第３号関係）

職務
の級

１　級 ２　級 ３　級

俸給月額 俸給月額 俸給月額

円 円 円

1 379,500 453,900 507,600

2 381,000 458,300 513,200

3 382,500 462,300 518,700

4 384,000 466,200 524,100

5 385,400 469,800 529,400

6 386,900 473,600 534,500

7 388,300 476,900 539,600

8 389,700 480,200 544,300

9 391,200 483,500 547,700

10 392,500 486,800 550,700

11 394,000 490,000 553,500

12 395,400 493,200 556,100

13 396,900 496,200 558,700

14 398,600 499,200 561,100

15 400,300 502,000 563,500

16 402,000 504,700 565,700

17 403,400 507,300 567,900

18 405,000 509,700 570,100

19 406,600 512,100 572,100

20 408,100 514,300 574,100

21 409,800 516,500 576,100

22 411,000 518,500

23 412,300 520,500

24 413,600

25 414,900

26 416,000

27 417,100

28 418,000

29 419,000

30 420,000

31 421,000

32 421,900

33 422,700

34 423,000

35 423,300

36 423,600

37 423,800

38 424,100

39 424,400

40 424,700

41 424,900

42 425,100

43 425,400

44 425,700

45 426,000

職員の区
分

号 俸

定年前
再任用
短時間
勤務職
員以外
の職員
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46 426,300

47 426,600

48 426,800

49 427,000

50 427,300

51 427,600

52 427,800

53 428,000

54 428,300

55 428,600

56 428,800

57 429,000

58 429,300

59 429,600

60 429,800

61 430,000

62 430,300

63 430,600

64 430,800

65 431,000

基　　準
俸給月額

基　　準
俸給月額

基　　準
俸給月額

円 円 円

345,600 450,700 507,100

定年前再
任用短時
間勤務職
員
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別表第４　特定任期付専門員俸給表（第４条第１項第４号関係）

俸　給　月　額

　　　　　　　　　　　　円

605,000

655,000

708,000

774,000

855,000

965,000

1,093,000

号 俸

  1 

  2 

  3 

  4 

  5 

  6 

  7 
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別表第５　管理職手当（第８条第２項関係）

事務職俸給表

管理職手当額 管理職手当額

（定年前再雇用職員以外） （定年前再雇用職員）

１０級 一種 １３９，３００円 １３３，６００円

９級 一種 １３０，３００円 １１２，９００円

一種 １１７，５００円 ９９，８００円

二種 ９４，０００円 ７９，８００円

７級 二種 ８８，５００円 ７２，９００円

職務の級 区分

８級
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提 案

日本学術会議役員退職手当支給規則（案）について 

１ 提 案 者  会 長 

２ 議  案  標記について、別紙案のとおり決定すること。 

３ 提案理由  日本学術会議法（令和７年法律第７０号）第５２条の規定に

基づき準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３

号）第５０条の２第２項の規定に基づき、日本学術会議の役員

に対する退職手当の支給の基準を定める必要があるため。 

（参考） 

○日本学術会議法（令和７年法律第７０号）

第三十六条 この法律の他の規定により総会の決議によることとされてい

るもののほか、次に掲げる事項の決定は、総会の決議によらなければなら

ない。 

一～六 （略） 

七 準用通則法第五十条の二第二項に規定する報酬等の支給の基準及び準

用通則法第五十条の十第二項に規定する給与等の支給の基準の策定又は

変更 

○日本学術会議法第５２条の規定による独立行政法人通則法第５０条の２の

準用に当たっての読替え

（役員の報酬等）

第五十条の二 会議の役員に対する報酬及び退職手当（以下「報酬等」とい

う。）は、その役員の業績が考慮されるものでなければならない。 

提 ７

総 会 １９８
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２ 会議は、その役員に対する報酬等の支給の基準を定め、これを内閣総理

大臣に届け出るとともに、公表しなければならない。これを変更したとき

も、同様とする。 

３ 前項の報酬等の支給の基準は、国家公務員の給与及び退職手当（以下「給

与等」という。）、民間企業の役員の報酬等、会議の業務の実績その他の事

情を考慮して定められなければならない。 
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日本学術会議役員退職手当支給規則（案）

令 和 ８ 年 ○ 月 ○ 日  

日本学術会議規則第○号

（目的） 

第１条 この規則は、日本学術会議法（令和７年法律第７０号。以下「法」という。）

第５２条の規定に基づき準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０

３号）第５０条の２第２項の規定に基づき、日本学術会議（以下「学術会議」と

いう。）の役員に対する退職手当の支給の基準を定めることを目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 退職手当は、役員（非常勤を除く。以下同じ。）が退職（死亡又は解任を

含む。）した場合に、その者（死亡による退職の場合は、その遺族）に支給する。 

（遺族の範囲及び順位） 

第３条 この規則において、「遺族」とは、次に掲げる者をいう。 

（１）配偶者（届出をしないが、役員の死亡当時事実上婚姻関係と同様の事情にあ

った者を含む。） 

（２）子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で役員の死亡当時主としてその収入によ

って生計を維持していたもの 

（３）前号に掲げる者のほか、役員の死亡当時主としてその収入によって生計を維

持していた親族 

（４）子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で第２号に該当しないもの

２ 退職手当を受けるべき遺族の順位は、前項各号の順位により、同項第２号及び

第４号に掲げる者のうちにあっては、当該各号に掲げる順位による。この場合に

おいて、父母については、養父母を先にし実父母を後にし、祖父母については養

父母の父母を先にし実父母の父母を後にし、父母の養父母を先にし父母の実父

母を後にする。 

３ 退職手当の支給を受けるべき遺族に同順位の者が２人以上ある場合には、そ

の人数によって、当該退職手当を等分して当該各遺族に支給する。 

４ 次に掲げる者は、退職手当の支給を受けることができる遺族としない。 

（１）役員を故意に死亡させた者

（２）役員の死亡前に、当該役員の死亡によって退職手当の支給を受けることがで

きる先順位又は同順位の遺族となるべき者を故意に死亡させた者 

（退職手当の支払） 

第４条 退職手当は、法令の規定により退職手当から控除すべき金額を控除し、そ

の控除後の額を、現金で、直接この規則によりその支給を受けるべき者に支給す

る。ただし、その支給を受けるべき者から申し出があった場合は、その者の預金

又は貯金への振込みの方法によって支給する。 

２ 退職手当は、次条に規定する業績勘案率が決定された日から起算して１月以

内に支給する。ただし、死亡により退職した者に対する退職手当の支給を受ける

べき者を確知することができない場合その他特別な事情がある場合は、この限
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りでない。 

 

（退職手当の額） 

第５条 退職手当の額は、在職期間１月につき、退職の日におけるその者の俸給月

額に１００分の１２．５を乗じて得た額を基準とし、別に定める評価に関する委

員会（以下「評価委員会という」。）が、０．０から２．０の範囲内で業績に応

じて決定する業績勘案率を乗じ、その額に１００分の８３．７の割合を乗じて得

た額とする。ただし、第７条第２項及び第８条後段の規定により引き続き在職し

たものとみなされた者の退職手当の額は、異なる役職ごとの在職期間（以下「役

職別期間」という。）１月につき、退職の日における当該異なる役職ごとの俸給

月額に１００分の１２．５を乗じて得た額を基準とし、評価委員会が、０．０か

ら２．０の範囲内で業績に応じて決定する業績勘案率を乗じ、その額に１００分

の８３．７の割合を乗じて得たそれぞれの額の合計額とする。 

 

（在職期間の計算） 

第６条 在職期間及び役職別期間の月数の計算については、任命の日から起算し

て暦に従って計算するものとし、１月に満たない端数（以下「端数」という。）

を生じたときは、１月と計算するものとする。 

２ 前条ただし書の規定による場合において、役職別期間の合計月数が、前項の規

定により計算した在職期間の在職月数を超えるときは、役職別期間のうち、端数

の少ない在職月数から当該超える月数に達するまで順次１月を減ずるものとし、

この場合において、端数が等しいときは、後の役職別期間の在職日数から同様に

１月を減ずるものとする。 

 

（在職期間の計算等の特例） 

第７条 国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）第２条第１項に規定

する国家公務員（以下単に「国家公務員」という。）が、任命権者又はその委任

を受けた者の要請に応じ、引き続いて役員となるため退職し、かつ引き続いて役

員となった場合におけるその者の前条第１項に規定する役員としての在職期間

には、その者の国家公務員としての引き続いた在職期間を含むものとする。 

２ 役員が、学術会議の要請に応じ、引き続いて国家公務員となるため役員を退職

し、かつ引き続き国家公務員として在職した後引き続いて再び役員となった者

の前条第１項に規定する在職期間の計算は、先の役員としての在職期間の始期

から後の役員としての在職期間の終期までの期間は、役員としての引き続いた

在職期間とみなす。 

３ 前２項の場合における役員としての在職期間の計算は、前条の規定を準用す

る。 

４ 役員が第１項の規定に該当する退職をし、かつ引き続いて国家公務員となっ

た場合又は第２項の規定に該当する役員が退職をし、かつ引き続いて国家公務

員となった場合は、退職手当を支給しない。 

５ 第１項の規定に該当する役員が、前項の規定によらず、役員を退職後に引き続

いて国家公務員とならなかった場合のその者の退職手当の額は、第５条の規定

にかかわらず、当該退職の日に国家公務員であったものとして国家公務員退職

手当法の規定により計算して得られる額とする。この場合において、退職手当の
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額の計算の基礎となる俸給月額については、当該役員が第１項の規定に該当す

る役員となるために国家公務員を退職した日における国家公務員としての俸給

月額を基礎とし、当該役員としての引き続いた在職期間等を勘案し、会長が定め

る額とする。 

 

（再任等の取扱い） 

第８条 役員が任期満了の日又はその翌日において再び同一の役職の役員に任命

されたときは、その者の退職手当の支給については、引き続き在職したものとみ

なす。任期満了の日以前又はその翌日において役職を異にする役員に任命され

たときも同様とする。 

 

（退職手当の支給制限） 

第９条 退職をした者が法第２４条第３項の規定により解任された役員に該当す

るときは、会長は、当該退職をした者（当該退職をした者が死亡したときは、当

該退職に係る退職手当等の額の支払を受ける権利を承継した者）に対し、当該退

職をした者が占めていた職の職務及び責任、当該退職をした者の勤務の状況、当

該退職をした者が行った非違の内容及び程度、当該非違に至った経緯、当該非違

後における当該退職をした者の言動、当該非違が公務の遂行に及ぼす支障の程

度並びに当該非違が学術会議が行う業務に対する国民の信頼に及ぼす影響（以

下「事情」という。）を勘案して、当該退職手当の全部又は一部を支給しないこ

ととする処分を行うことができる。 

２ 会長は、前項の規定による処分を行うときは、その理由を付記した書面によ

り、その旨を当該処分を受けるべき者に通知しなければならない。 

３ 会長は、前項の規定による通知をする場合において、当該処分を受けるべき者

の所在が知れないときは、当該処分の内容を民法（明治２９年法律第８９号）第

９８条の規定に基づく公示による意思表示を行うことをもって通知に代えるこ

とができる。この場合においては、その公示した日から起算して２週間を経過し

た日に、通知が当該処分を受けるべき者に到達したものとみなす。 

 

（退職手当の支払の差止め） 

第１０条 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、会長は、当該退

職をした者に対し、当該退職に係る退職手当の額の支払を差し止める処分を行

うものとする。 

（１）役員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係る犯罪について禁錮以上の刑が定

められているものに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に

規定する略式手続によるものを除く。以下同じ。）をされた場合において、そ

の判決の確定前に退職をしたとき。 

（２）退職をした者に対しまだ当該退職手当の額が支払われていない場合におい

て、当該退職をした者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し起訴を

されたとき。 

２ 前項の「基礎在職期間」とは、退職（この規則による退職手当を支給しないこ 

ととしている退職を除く。）の日以前の期間のうち、次の各号に掲げる在職期間 

に該当するもの（当該期間中にこの規則による退職手当の支給を受けたこと、第 

７条第１項及び第２項に規定する国家公務員として退職したことにより退職手
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当（これに相当する給付を含む。）の支給を受けたことがある場合におけるこれ

らの退職手当に係る退職の日以前の期間又は第９条第１項若しくは第１０条第

１項の規定により退職手当の全部を支給しないこととする処分を受けたことに

より退職手当に係る退職の日以前の期間（これらの退職の日に第７条第２項に

規定する国家公務員となったときは、当該退職の日前の期間）を除く。）をいう。 

（１）役員としての引き続いた在職期間 

（２）第７条第１項の規定により役員としての引き続いた在職期間に含むものと 

された国家公務員としての引き続いた在職期間 

（３）第７条第２項に規定する再び役員となった者の同項に規定する先の役員と

しての在職期間の始期から後の役員としての在職期間の終期 

３ 退職をした者に対しまだ当該退職に係る退職手当の額が支払われていない場

合において、次の各号のいずれかに該当するときは、会長は、当該退職をした者

に対し、当該退職手当の額の支払を差し止める処分を行うことができる。 

（１）当該退職をした者の基礎在職期間(前項に規定する基礎在職期間をいう。以

下同じ。)中の行為に係る刑事事件に関して、その者が逮捕されたとき又は会

長がその者から聴取した事項若しくは調査により判明した事実に基づきその

者に犯罪があると思料するに至ったときであって、その者に対し退職手当の

額を支払うことが学術会議が行う業務に対する国民の信頼を確保する上で支

障を生ずると認めるとき。 

（２）会長が、当該退職をした者について、当該退職手当の額の算定の基礎となる

役員としての引き続いた在職期間中に法第２４条第３項の規定による解任を

受けるべき行為（在職期間中の職員の非違に当たる行為であって、その非違の

内容及び程度に照らして解任に値することが明らかなものをいう。以下同じ。）

をしたことを疑うに足りる相当な理由があると思料するに至ったとき。 

４ 死亡による退職をした者の遺族（退職をした者（死亡による退職の場合には、

その遺族）が当該退職に係る退職手当の額の支払を受ける前に死亡したことに

より当該退職手当の額の支払を受ける権利を承継した者を含む。以下この項に

おいて同じ。）に対しまだ当該退職手当の額が支払われていない場合において、

前項第２号に該当するときは、会長は、当該遺族に対し、当該退職手当の額の支

払を差し止める処分を行うことができる。 

５ 第１項又は第３項の規定による支払差止処分を行った会長は、次の各号のい

ずれかに該当するに至った場合には、速やかに当該支払差止処分を取り消さな

ければならない。ただし、第３号に該当する場合において、当該支払差止処分を

受けた者がその者の基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕され

ているときその他これを取り消すことが支払差止処分の目的に明らかに反する

と認めるときは、この限りでない。 

（１）当該支払差止処分を受けた者について、当該支払差止処分の理由となった起

訴又は行為に係る刑事事件につき無罪の判決が確定した場合 

（２）当該支払差止処分を受けた者について、当該支払差止処分の理由となった起

訴又は行為に係る刑事事件につき、判決が確定した場合（禁錮以上の刑に処せ

られた場合及び無罪の判決が確定した場合を除く。）又は公訴を提起しない処

分があった場合であって、次条第１項の規定による処分を受けることなく、当

該判決が確定した日又は当該公訴を提起しない処分があった日から６月を経

過した場合 
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（３）当該支払差止処分を受けた者について、その者の基礎在職期間中の行為に係

る刑事事件に関し起訴をされることなく、かつ、次条第１項の規定による処分

を受けることなく、当該支払差止処分を受けた日から１年を経過した場合 

６ 第４項の規定による支払差止処分を行った会長は、当該支払差止処分を受け

た者が次条第２項の規定による処分を受けることなく当該支払差止処分を受け

た日から１年を経過した場合には、速やかに当該支払差止処分を取り消さなけ

ればならない。 

７ 前２項の規定は、当該支払差止処分を行った会長が、当該支払差止処分後に判

明した事実又は生じた事情に基づき、当該退職手当の額の支払を差し止める必

要がなくなったとして当該支払差止処分を取り消すことを妨げるものではない。 

８ 前条第２項及び第３項の規定は、支払差止処分について準用する。 

 

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支給制限） 

第１１条 退職をした者に対しまだ当該退職に係る退職手当の額が支払われてい

ない場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、会長は、当該退職を

した者（第１号又は第２号に該当する場合において、当該退職をした者が死亡し

たときは、当該退職手当の額の支払を受ける権利を承継した者）に対し、第９条

第１項に規定する事情を勘案して、当該退職手当の全部又は一部を支給しない

こととする処分を行うことができる。 

（１）当該退職をした者が刑事事件（当該退職後に起訴をされた場合にあっては、

基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に限る。）に関し当該退職後に禁錮以上

の刑に処せられたとき。 

（２）会長が、当該退職をした者について、当該退職後に当該退職手当の額の算定

の基礎となる役員としての引き続いた在職期間中に解任を受けるべき行為を

したと認めたとき。 

２ 死亡による退職をした者の遺族（退職をした者（死亡による退職の場合には、

その遺族）が当該退職に係る退職手当の額の支払を受ける前に死亡したことに

より当該退職手当の額の支払を受ける権利を承継した者を含む。以下この項に

おいて同じ。）に対しまだ当該退職手当の額が支払われていない場合において、

前項第２号に該当するときは、会長は、当該遺族に対し、第９条第１項に規定す

る事情を勘案して、当該退職手当の全部又は一部を支給しないこととする処分

を行うことができる。 

３ 第９条第２項及び第３項の規定は、第１項及び第２項の規定による処分につ

いて準用する。 

４ 支払差止処分に係る退職手当に関し第１項又は第２項の規定により当該退職

手当等の一部を支給しないこととする処分が行われたときは、当該支払差止処

分は、取り消されたものとみなす。 

 

（退職した者の退職手当の返納） 

第１２条 退職をした者に対し当該退職に係る退職手当の額が支払われた後にお

いて、次の各号のいずれかに該当するときは、会長は、当該退職をした者に対し、

第９条第１項に規定する事情のほか、当該退職をした者の生計の状況を勘案し

て、当該退職手当の額の全部又は一部の返納を命ずる処分を行うことができる。 

（１）当該退職をした者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上
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の刑に処せられたとき。 

（２）会長が、当該退職をした者について、当該退職手当の額の算定の基礎となる

役員としての引き続いた在職期間中に解任を受けるべき行為をしたと認めた

とき。 

２ 前項第２号に該当するときにおける同項の規定による処分は、当該退職の日

から５年以内に限り、行うことができる。 

３ 第９条第２項の規定は、第１項の規定による処分について準用する。 

 

（遺族の退職手当の返納） 

第１３条 死亡による退職をした者の遺族（退職をした者（死亡による退職の場合

には、その遺族）が当該退職に係る退職手当の額の支払を受ける前に死亡したこ

とにより当該退職手当等額の支払を受ける権利を承継した者を含む。以下この

項において同じ。）に対し当該退職手当の額が支払われた後において、前条第１

項第２号に該当するときは、会長は、当該遺族に対し、当該退職の日から１年以

内に限り、第９条第１項に規定する事情のほか、当該遺族の生計の状況を勘案し

て、当該退職手当の額の全部又は一部の返納を命ずる処分を行うことができる。 

２ 第９条第２項及び前条第２項の規定は、前項の規定による処分について準用

する。 

 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納付） 

第１４条 退職をした者（死亡による退職の場合には、その遺族）に対し当該退職

に係る退職手当の額が支払われた後において、当該退職手当の額の支払を受け

た者（以下この条において「退職手当の受給者」という。）が当該退職の日から

６月以内に第１２条第１項又は前条第１項の規定による処分を受けることなく

死亡した場合（次項及び第３項に規定する場合を除く。）において、会長が、当

該退職手当の受給者の相続人（包括受遺者を含む。以下この条において同じ。）

に対し、当該退職の日から６月以内に、当該退職をした者が当該退職手当の額の

算定の基礎となる役員としての引き続いた在職期間中に解任を受けるべき行為

をしたことを疑うに足りる相当な理由がある旨の通知をしたときは、会長は、当

該通知が当該相続人に到達した日から６月以内に限り、当該相続人に対し、当該

退職をした者が当該退職手当の額の算定の基礎となる役員としての引き続いた

在職期間中に解任を受けるべき行為をしたと認められることを理由として、当

該退職手当の額の全部又は一部に相当する額の納付を命ずる処分を行うことが

できる。 

２ 退職手当の受給者（遺族を除く。以下この項から次項までにおいて同じ。）が、

当該退職の日から６月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し起訴

をされた場合（第１０条第１項第１号に該当する場合を含む。次項において同

じ。）において、当該刑事事件につき判決が確定することなく、かつ、第１２条

第１項の規定による処分を受けることなく死亡したときは、会長は、当該退職手

当の受給者の死亡の日から６月以内に限り、当該退職手当の受給者の相続人に

対し、当該退職をした者が当該退職に係る退職手当の額の算定の基礎となる役

員としての引き続いた在職期間中に解任を受けるべき行為をしたと認められる

ことを理由として、当該退職手当の額の全部又は一部に相当する額の納付を命

ずる処分を行うことができる。 
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３ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以内に基礎在職期間中の行為に

係る刑事事件に関し起訴をされた場合において、当該刑事事件に関し禁錮以上

の刑に処せられた後において第１２条第１項の規定による処分を受けることな

く死亡したときは、会長は、当該退職手当の受給者の死亡の日から６月以内に限

り、当該退職手当の受給者の相続人に対し、当該退職をした者が当該刑事事件に

関し禁錮以上の刑に処せられたことを理由として、当該退職手当の額の全部又

は一部に相当する額の納付を命ずる処分を行うことができる。 

４ 前各項の規定による処分に基づき納付する金額は、第９条第１項に規定する

事情のほか、当該退職手当の受給者の相続財産の額、当該退職手当の受給者の相

続財産の額のうち第１項から第３項までの規定による処分を受けるべき者が相

続又は遺贈により取得をした又は取得をする見込みである財産の額、当該退職

手当の受給者の相続人の生計の状況及び当該退職手当に係る租税の額を勘案し

て、定めるものとする。この場合において、当該相続人が２人以上あるときは、

各相続人が納付する金額の合計額は、当該退職手当の額を超えることとなって

はならない。 

５ 第９条第２項の規定は、第１項から第３項までの規定による処分について準

用する。 

 

（端数の処理） 

第１５条 この規則により計算した退職手当に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額は切り捨てる。 

 

（実施に必要な事項） 

第１６条 退職手当の支給手続きその他この規則の実施に必要な事項は、会長が

別に定める。 

 

附 則 

この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 
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提   案 
 

 

日本学術会議職員退職手当支給規則（案）について 

 

 

１ 提 案 者  会 長 

 

２ 議  案  標記について、別紙案のとおり決定すること。 

 

３ 提案理由  日本学術会議法（令和７年法律第７０号）第５２条の規定に

基づき準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３

号）第５０条の１０第２項の規定に基づき、日本学術会議の職

員に対する退職手当の支給の基準を定める必要があるため。 

 

 

（参考） 

○日本学術会議法（令和７年法律第７０号） 

第三十六条 この法律の他の規定により総会の決議によることとされてい

るもののほか、次に掲げる事項の決定は、総会の決議によらなければなら

ない。 

一～六 （略） 

七 準用通則法第五十条の二第二項に規定する報酬等の支給の基準及び準

用通則法第五十条の十第二項に規定する給与等の支給の基準の策定又は

変更 

 

○日本学術会議法第５２条の規定による独立行政法人通則法第５０条の１０

の準用に当たっての読替え 

（職員の給与等） 

第五十条の十 会議の職員の給与は、その職員の勤務成績が考慮されるもの

でなければならない。 

提  ８  

総 会  １９８  
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２ 会議は、その職員の給与等の支給の基準を定め、これを内閣総理大臣に

届け出るとともに、公表しなければならない。これを変更したときも、同

様とする。 

３ 前項の給与等の支給の基準は、一般職の職員の給与に関する法律（昭和

二十五年法律第九十五号）の適用を受ける国家公務員の給与等、民間企業

の従業員の給与等、会議の業務の実績並びに職員の職務の特性及び雇用形

態その他の事情を考慮して定められなければならない。 
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日本学術会議職員退職手当支給規則（案）

令 和 ８ 年 ○ 月 ○ 日  

日本学術会議規則第○号

目次 

第１章 総則（第１条～第４条） 

第２章 退職手当の額（第５条～第１８条） 

第３章 退職手当の支給制限等（第１９条～第２４条） 

第４章 雑則（第２５条～第２６条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は、日本学術会議法（令和７年法律第７０号）第５２条の規定に

基づき準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第５０条の１

０第２項の規定に基づき、日本学術会議職員就業規程（令和 年規程第 号。以

下「職員就業規程」という。）第２条第１項第１号及び第２号の規定、日本学術

会議職員給与規則（令和８年日本学術会議規則第○号。以下「職員給与規則」と

いう。）及び日本学術会議非常勤職員就業規程（令和 年規程第 号。以下「非

常勤職員就業規程」という。）第２条第２項第１号並びに日本学術会議期間業務

職員及び事務補助員給与規程（以下「期間業務職員等給与規程」という。）の適

用を受ける職員に対する退職手当の支給の基準を定めることを目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 退職手当は、職員が退職（死亡又は解雇を含む。）した場合に、その者（死

亡による退職の場合には、その遺族）に支給する。 

２ 退職手当は、非常勤職員就業規程第２条第２項に規定する職員のうち、非常勤

職員就業規程第１０条の定めにより明示した、１週間の勤務時間が３８時間４

５分に満たない職員には支給しない。 

（遺族の範囲及び順位） 

第３条 この規則において、「遺族」とは、次に掲げる者をいう。 

（１）配偶者（届出をしないが、職員の死亡当時事実上婚姻関係と同様の事情にあ

った者を含む。） 

（２）子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で職員の死亡当時主としてその収入によ

って生計を維持していたもの 

（３）前号に掲げる者のほか、職員の死亡当時主としてその収入によって生計を維

持していた親族 

（４）子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で第２号に該当しないもの

２ 退職手当を受けるべき遺族の順位は、前項各号の順位により、同項第２号及び

第４号に掲げる者のうちにあっては、当該各号に掲げる順位による。この場合に

おいて、父母については、養父母を先にし実父母を後にし、祖父母については、
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養父母の父母を先にし実父母の父母を後にし、父母の養父母を先にし父母の実

父母を後にする。 

３ 退職手当の支給を受けるべき遺族に同順位の者が２人以上ある場合には、そ

の人数によって当該退職手当を等分して当該各遺族に支給する。 

４ 次に掲げる者は、退職手当の支給を受けることができる遺族としない。 

（１）職員を故意に死亡させた者 

（２）職員の死亡前に、当該職員の死亡によって退職手当の支給を受けることがで

きる先順位又は同順位の遺族となるべき者を故意に死亡させた者 

 

（退職手当の支払） 

第４条 退職手当は、法令の規定により退職手当から控除すべき金額を控除し、そ

の控除後の額を、現金で、直接この規則によりその支給を受けるべき者に支給す

る。ただし、その支給を受けるべき者から申し出があった場合は、その者の預金

又は貯金への振込みの方法によって支給する。 

２ 退職手当は、職員が退職した日から起算して１月以内に支給する。ただし、死

亡により退職した者に対する退職手当の支給を受けるべき者を確知することが

できない場合その他特別な事情がある場合は、この限りでない。 

 

第２章 退職手当の額 

 

（退職手当の額） 

第５条 退職した者に対する退職手当の額は、次条から第１３条までの規定によ

り計算した退職手当の基本額に、第１４条の規定により計算した退職手当の調

整額を加えて得た額とする。 

 

（自己の都合による退職等の場合の退職手当の基本額） 

第６条 次条又は第８条の規定に該当する場合を除くほか、退職した者に対する

退職手当の基本額は、退職の日におけるその者の俸給月額（次条から第１４条ま

でにおいて「退職日俸給月額」という。）に、その者の勤続期間を次の各号に区

分して、当該各号に掲げる割合を乗じて得た額の合計額とする。 

（１）１年以上１０年以下の期間については、１年につき１００分の１００ 

（２）１１年以上１５年以下の期間については、１年につき１００分の１１０ 

（３）１６年以上２０年以下の期間については、１年につき１００分の１６０ 

（４）２１年以上２５年以下の期間については、１年につき１００分の２００ 

（５）２６年以上３０年以下の期間については、１年につき１００分の１６０ 

（６）３１年以上の期間については、１年につき１００分の１２０ 

２ 前項に規定する者のうち、負傷若しくは病気（以下「傷病」という。）又は死

亡によらず、その者の都合により退職した者（第１９条第１項に掲げる者及び傷

病によらず、職員就業規程第４９条第１項第１号から第６号及び第９号の規定

による解雇の処分を受けて退職した者を含む。以下この項及び第１４条第４項

において「自己都合等退職者」という。）に対する退職手当の基本額は、自己都

合等退職者が次の各号に掲げる者に該当するときは、前項の規定にかかわらず、

同項の規定により計算した額に当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１）勤続期間１年以上１０年以下の者 １００分の６０ 
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（２）勤続期間１１年以上１５年以下の者 １００分の８０ 

（３）勤続期間１６年以上１９年以下の者 １００分の９０ 

 

（１１年以上２５年未満勤続後の定年退職等の場合の退職手当の基本額） 

第７条 １１年以上２５年未満の期間勤続した者であって、次に掲げるものに対

する退職手当の基本額は、退職日俸給月額に、その者の勤続期間の区分ごとに当

該区分に応じた割合を乗じて得た額の合計額とする。 

（１）職員就業規程第４７条第１項の規定により退職した者又はこれに準ずるも

のとして会長が定める者 

（２）業務上の傷病若しくは死亡により退職した者 

（３）その者の事情によらないで引き続いて勤続することを困難とする理由によ

り退職した者で会長が別に定めるもの 

２ 前項の規定は、１１年以上２５年未満の期間勤続した者で、通勤（労働者災害

補償保険法（昭和２２年法律第５０号）第７条第２項及び第３項に規定する通勤

をいう。次条第２項及び第１４条第１項において同じ。）による傷病により退職

し、死亡（業務上の死亡を除く。）により退職し、又は定年に達した日以後その

者の非違によることなく退職した者（前項の規定に該当する者を除く。）に対す

る退職手当の基本額について準用する。 

３ 第１項に規定する勤続期間の区分及び当該区分に応じた割合は、次のとおり

とする。 

（１）１年以上１０年以下の期間については、１年につき１００分の１２５ 

（２）１１年以上１５年以下の期間については、１年につき１００分の１３７．５ 

（３）１６年以上２４年以下の期間については、１年につき１００分の２００ 

 

（２５年以上勤続後の定年退職等の場合の退職手当の基本額） 

第８条 次に掲げる者に対する退職手当の基本額は、退職日俸給月額に、その者の

勤続期間の区分ごとに当該区分に応じた割合を乗じて得た額の合計額とする。 

（１）２５年以上勤続し、職員就業規程第４７条第１項の規定により退職した者 

（２）職員就業規程第４９条第１項第７項の規定による解雇の処分を受けて退職

した者 

（３）業務上の傷病又は死亡により退職した者 

（４）２５年以上勤続し、その者の事情によらないで引き続いて勤続することを困

難とする理由により退職した者で会長が別に定めるもの 

２ 前項の規定は、２５年以上勤続した者で、通勤による傷病により退職し、死亡

により退職し、又は定年に達した日以後その者の非違によることなく退職した

者（同項の規定に該当する者を除く。）に対する退職手当の基本額について準用

する。 

３ 第１項に規定する勤続期間の区分及び当該区分に応じた割合は、次のとおり

とする。 

（１）１年以上１０年以下の期間については、１年につき１００分の１５０ 

（２）１１年以上２５年以下の期間については、１年につき１００分の１６５ 

（３）２６年以上３４年以下の期間については、１年につき１００分の１８０ 

（４）３５年以上の期間については、１年につき１００分の１０５ 

 

87



 
 

（俸給月額が減額されたことがある場合の退職手当の基本額に係る特例） 

第９条 退職した者の基礎在職期間中に、俸給月額の減額改定（俸給月額の改定を

する日本学術会議（以下「学術会議」という。）の規程が制定された場合におい

て、当該規程による改定により当該改定前に受けていた俸給月額が減額される

ことをいう。以下同じ。）以外の理由によりその者の俸給月額が減額されたこと

がある場合において、当該理由が生じた日（以下「減額日」という。）における

当該理由により減額されなかったものとした場合のその者の俸給月額のうち最

も多いもの（以下「特定減額前俸給月額」という。）が、退職日俸給月額よりも

多いときは、その者に対する退職手当の基本額は、前３条の規定にかかわらず、

次の各号に掲げる額の合計額とする。 

（１）その者が特定減額前俸給月額に係る減額日のうち最も遅い日の前日に現に

退職した理由と同一の理由により退職したものとし、かつ、その者の同日まで

の勤続期間及び特定減額前俸給月額を基礎として、前３条の規定により計算

した場合の退職手当の基本額に相当する額 

（２）退職日俸給月額に、イに掲げる割合からロに掲げる割合を控除した割合を乗

じて得た額 

イ その者に対する退職手当の基本額が前３条の規定により計算した額であ

るものとした場合における当該退職手当の基本額の退職日俸給月額に対す

る割合 

ロ 前号に掲げる額の特定減額前俸給月額に対する割合 

２ 前項の「基礎在職期間」とは、その者に係る退職（この規則による退職手当を

支給しないこととしている退職を除く。）の日以前の期間のうち、次の各号に掲

げる在職期間に該当するもの（当該期間中にこの規則による退職手当の支給を

受けたこと又は第１７条第１項に規定する国等の機関の職員若しくは第１８条

第１項に規定する他の独立行政法人等の役員として退職したことにより退職手

当（これに相当する給付を含む。）の支給を受けたことがある場合におけるこれ

らの退職手当に係る退職の日以前の期間及び第１６条第５項の規定により職員

としての引き続いた在職期間の全期間が切り捨てられたこと又は第１９条第１

項若しくは第２１条第１項の規定により退職手当の全部を支給しないこととす

る処分を受けたことにより退職手当の支給を受けなかったことがある場合にお

ける当該退職手当に係る退職の日以前の期間（これらの退職の日に職員、第１７

条第１項に規定する国等の機関の職員又は第１８条第１項に規定する他の独立

行政法人等の役員となったときは、当該退職の日前の期間）を除く。）をいう。 

（１）職員としての引き続いた在職期間 

（２）第１６条第５項の規定により職員としての引き続いた在職期間に含むもの

とされた他機関の職員としての引き続いた在職期間 

（３）第１７条第１項に規定する再び職員となった者の同項に規定する国等の機

関の職員としての引き続いた在職期間 

（４）第１７条第２項に規定する場合における国等の機関の職員としての引き続

いた在職期間 

（５）第１８条第１項に規定する再び職員となった者の同項に規定する独立行政

法人等の役員としての引き続いた在職期間 

（６）第１８条第２項に規定する場合における独立行政法人等の役員としての引

き続いた在職期間 
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（７）前各号に掲げる期間に準ずるものとして会長が定める在職期間 

 

（定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係る特例） 

第１０条 第８条第１項（第１号を除く。）に規定する者のうち、定年に達する日

から６月前までに退職した者であって、その勤続期間が２０年以上であり、か

つ、その年齢がその者に係る定年から２０年を減じた年齢以上である者に対す

る第７条第１項、第８条第１項及び前条第１項の規定の適用については、次の表

の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句に読み替えるものとする。 

読み替える

規定 

読み替えられる

字句 
読み替える字句 

第７条第１

項及び第８

条第１項 

退職日俸給月額 

退職日俸給月額及び退職日俸給月額に退職の

日において定められているその者に係る定年

と退職の日におけるその者の年齢との差に相

当する年数１年につき当該年数及び退職日俸

給月額に応じて１００分の３（退職等の日に

おいて定められているその者の年齢との差に

相当する年数が１年である者にあっては、１

００分の２）を乗じて得た額の合計額 

第９条第１

項第１号 

及び特定減額前

俸給月額 

並びに特定減額前俸給月額及び特定減額前俸

給月額に退職の日において定められているそ

の者に係る定年と退職の日におけるその者の

年齢との差に相当する年数１年につき当該年

数及び特定減額前俸給月額に応じて１００分

の３（退職等の日において定められているそ

の者の年齢との差に相当する年数が１年であ

る職員にあっては１００分の２）を乗じて得

た額の合計額 

第９条第１

項第２号 

退職日俸給月額

に、 

退職日俸給月額及び退職日俸給月額に退職の

日において定められているその者に係る定年

と退職の日におけるその者の年齢との差に相

当する年数１年につき当該年数及び特定減額

前俸給月額に応じて１００分の３（退職等の

日において定められているその者の年齢との

差に相当する年数が１年である職員にあって

は１００分の２）を乗じて得た額の合計額に、 

第９条第１

項第２号ロ 
前号に掲げる額 

その者が特定減額前俸給月額に係る減額日の

うち最も遅い日の前日に現に退職した理由と

同一の理由により退職したものとし、かつ、

その者の同日までの勤続期間及び特定減額前

俸給月額を基礎として、前３条の規定により

計算した場合の退職手当の基本額に相当する

額 
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（退職手当の基本額の最高限度額） 

第１１条 第６条から第８条までの規定により計算した退職手当の基本額が退職

日俸給月額に６０を乗じて得た額を超えるときは、これらの規定にかかわらず、

その乗じて得た額をその者の退職手当の基本額とする。 

 

（俸給月額が減額されたことがある場合の退職手当の基本額の最高限度額） 

第１２条 第９条第１項の規定により計算した退職手当の基本額が次の各号に掲

げる同項第２号ロに掲げる割合の区分に応じ当該各号に定める額を超えるとき

は、同項の規定にかかわらず、当該各号に定める額をその者の退職手当の基本額

とする。 

（１）６０以上 特定減額前俸給月額に６０を乗じて得た額 

（２）６０未満 特定減額前俸給月額に第９条第１項第２号ロに掲げる割合を乗

じて得た額及び退職日俸給月額に６０から当該割合を控除した割合を乗じて得

た額の合計額 

 

（定年前早期退職者に係る退職手当の基本額の最高限度額） 

第１３条 第１０条第１項に規定する者に対する前２条の規定の適用については、

次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句に読み替えるものとする。 

読み替える規

定 

読み替えられる字句 読み替える字句 

第１１条 

第６条から第８条ま

で 

前条の規定により読み替えて適用する

第８条 

退職日俸給月額 

退職日俸給月額及び退職日俸給月額に

退職の日において定められているその

者に係る定年と退職の日におけるその

者の年齢との差に相当する年数１年に

つき当該年数及び退職日俸給月額に応

じて１００分の３（退職等の日におい

て定められているその者の年齢との差

に相当する年数が１年である者にあっ

ては、１００分の２）を乗じて得た額の

合計額 

これらの 
前条の規定により読み替えて適用する

第８条の 

第１２条 

第９条第１項の 
第１０条の規定により読み替えて適用

する第９条第１項の 

同項第２号ロ 
第１０条の規定により読み替えて適用

する同項第２号ロ 

同項の 
同条の規定により読み替えて適用する

同項の 

第１２条第１

号 
特定減額前俸給月額 

特定減額前俸給月額及び特定減額前俸

給月額に退職の日において定められて

いるその者に係る定年と退職の日にお
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けるその者の年齢との差に相当する年

数１年につき当該年数及び特定減額前

俸給月額に応じて１００分の３（退職

等の日において定められているその者

の年齢との差に相当する年数が１年で

ある職員にあっては１００分の２）を

乗じて得た額の合計額 

第１２条第２

号 

特定減額前俸給月額 

特定減額前俸給月額及び特定減額前俸

給月額に退職の日において定められて

いるその者に係る定年と退職の日にお

けるその者の年齢との差に相当する年

数１年につき当該年数及び特定減額前

俸給月額に応じて１００分の３（退職

等の日において定められているその者

の年齢との差に相当する年数が１年で

ある者にあっては、１００分の２）を乗

じて得た額の合計額 

第９条第１項第２号

ロ 

第１０条の規定により読み替えて適用

する第９条第１項第２号ロ 

及び退職日俸給月額 

並びに退職日俸給月額及び退職日俸給

月額に退職の日において定められてい

るその者に係る定年と退職の日におけ

るその者の年齢との差に相当する年数

１年につき当該年数及び特定減額前俸

給月額に応じて１００分の３（退職等

の日において定められているその者の

年齢との差に相当する年数が１年であ

る職員にあっては１００分の２）を乗

じて得た額の合計額 

当該割合 
当該第９条第１項の規定により読み替

えて適用する同号ロに掲げる割合 

 

（退職手当の調整額） 

第１４条 退職した者に対する退職手当の調整額は、その者の基礎在職期間（第９

条第２項に規定する基礎在職期間をいう。以下同じ。）の初日の属する月からそ

の者の基礎在職期間の末日の属する月までの各月（職員就業規程第１０条の規

定による休職（業務上の傷病による休職、通勤による傷病による休職を除く。）、

職員就業規程第４１条及び非常勤職員就業規程第３６条の規定による育児休業

及び介護休業、職員就業規程第６４条第１項第５号及び非常勤職員就業規程第

５３条第１項第４号の規定による停職その他これらに準ずる事由により現実に

職務をとることを要しない期間のある月（現実に職務をとることを要する日の

あった月を除く。第１６条第４項において「休職月等」という。）を除く。）の

うち、その者が属していた次の各号に掲げる職員の区分（以下「職員の区分」と

いう。）が同一である休職月等にあっては、職員の区分が同一である休職月等ご
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とにそれぞれの最初の休職月等から順次に数えてその月数の２分の１（育児休

業をした期間で当該育児休業に係る子が１歳に達した日の属する月までの期間

にあっては３分の１）に相当する数（当該該当する数に１未満の端数があるとき

は、これを切り上げた数）になるまでにある休職月等、その者が属していた職員

の区分が同一である休職月等がない休職月等にあっては当該休職月等を除く。）

ごとに当該各月にその者が属していた次の各号に掲げる職員の区分に応じて当

該各号に定める額（以下この項及び第５項において「調整月額」という。）のう

ちその額が最も多いものから順次その順位を付し、その第１順位から第６０順

位までの調整月額（当該各月の月数が６０月に満たない場合には、当該各月の調

整月額）を合計した額とする。 

（１）第１号区分 ９５，４００円 

（２）第２号区分 ７８，７５０円 

（３）第３号区分 ７０，４００円 

（４）第４号区分 ６５，０００円 

（５）第５号区分 ５９，５５０円 

（６）第６号区分 ５４，１５０円 

（７）第７号区分 ４３，３５０円 

（８）第８号区分 ３２，５００円 

（９）第９号区分 ２７，１００円 

（１０）第１０号区分 ２１，７００円 

（１１）第１１号区分 ０円 

２ 退職した者の基礎在職期間に第９条第２項第２号から第７号までに掲げる期

間（以下「特定基礎在職期間」という。）が含まれる場合における前項の規定の

適用については、その者は、次の各号に掲げる特定基礎在職期間において当該各

号に定める職員として在職していたものとみなす。 

（１）職員としての引き続いた在職期間（その者の基礎在職期間に含まれる期間に

限る。）に連続する特定基礎在職期間 当該職員としての引き続いた在職期間

の末日にその者が従事していた職務と同種の職務に従事する職員又は当該特

定基礎在職期間に連続する職員としての引き続いた在職期間の初日にその者

が従事していた職務と同種の職務に従事する職員 

（２）前号に掲げる特定基礎在職期間以外の特定基礎在職期間 当該特定基礎在

職期間に連続する職員としての引き続いた在職期間の初日にその者が従事し

ていた職務と同種の職務に従事する職員 

３ 第１項各号に掲げる職員の区分は、その者の基礎在職期間に含まれる時期の

別により別表のとおりとする。 

４ 次の各号に掲げる者に対する退職手当の調整額は、第１項の規定にかかわら

ず、当該各号に定める額とする。 

（１）退職した者のうち自己都合等退職者以外のものでその勤続期間が１年以上

４年以下のもの 第１項の規定により計算した額の２分の１に相当する額 

（２）退職した者のうち自己都合等退職者以外のものでその勤続期間が０のもの  

０ 

（３）自己都合等退職者でその勤続期間が１０年以上２４年以下のもの 第１項

の規定により計算した額の２分の１に相当する額 

（４）自己都合等退職者でその勤続期間が９年以下のもの ０ 
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５ 前各項に定めるもののほか，退職手当の調整額の計算に関し、次の各号のとお

りとする。 

（１）退職した者が同一の月において二以上の職員の区分に属していたこととな

る場合には、その者は、当該月において、当該職員の区分のうち、調整月額が

最も高い額となる職員の区分のみに属していたものとする。 

（２）調整月額のうち、その額が等しいものがある場合には、その者の基礎在職期

間の末日の属する月に近い月にかかるものを先順位とする。 

 

（退職手当の額に係る特例） 

第１５条 第８条第１項に規定する者で次の各号に掲げる者に該当するものに対

する退職手当の額が退職の日におけるその者の基本給月額に当該各号に定める

割合を乗じて得た額に満たないときは、第５条、第８条、第９条及び前条の規定

にかかわらず、その乗じて得た額をその者の退職手当の額とする。 

（１）勤続期間１年未満の者 １００分の２７０ 

（２）勤続期間１年以上２年未満の者 １００分の３６０ 

（３）勤続期間２年以上３年未満の者 １００分の４５０ 

（４）勤続期間３年以上の者 １００分の５４０ 

２ 前項の「基本給月額」とは、職員給与規則の適用を受ける職員については同規

則に規定する俸給及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額の

合計額をいう。 

 

（勤続期間の計算） 

第１６条 退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算は、職員としての引き続

いた在職期間による。 

２ 前項の規定による在職期間の計算は、職員となった日の属する月から退職し

た日の属する月までの月数による。 

３ 職員が退職した場合（第１９条第１項に該当する場合を除く。）において、そ

の者が退職の日又はその翌日に再び職員となったときは、前２項の規定による

在職期間の計算については、引き続いて在職したものとみなす。 

４ 前３項の規定による在職期間のうちに休職月等が１以上あったときは、その

月数の２分の１に相当する月数を前３項の規定により計算した在職期間から除

算する。ただし、次の各号に掲げる休職月等に係るものについては、当該各号に

定める月数を当該在職期間から除算する。 

（１）職員就業規程第４３条第１項に規定する自己啓発等休業をした期間 その

月数（会長が別に定める要件に該当する場合については、その月数の２分の１

に相当する月数） 

（２）職員就業規程第４２条第１項に規定する配偶者同行休業をした期間 その

月数 

（３）職員就業規程第４１条第１項及び非常勤職員就業規程第３６条第１項に規

定する育児休業をした期間（当該育児休業に係る子が１歳に達した日の属す

る月までの期間に限る。） その月数の３分の１に相当する月数 

（４）日本学術会議職員育児休業・介護休業等規程（令和８年規程第●号）第３条

第８項に規定する育児短時間勤務をした期間 その月数の３分の１に相当す

る月数 
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５ 前各項の規定により計算した在職期間に１年未満の端数がある場合には、そ

の端数は切り捨てる。ただし、その在職期間が６月以上１年未満（第６条第１項

（傷病又は死亡による退職に係る部分に限る。）、第７条第１項又は第８条第１

項の規定により退職手当の基本額を計算する場合にあっては、１年未満）の場合

には、これを１年とする。 

６ 前項の規定は、前条の規定により退職手当の額を計算する場合における勤続

期間の計算については、適用しない。 

７ 非常勤職員就業規程第２条第２項に規定する職員は、勤務した日が１８日以

上ある月が引き続いて６月を超え、かつ、その超えるに至った月以後引き続き各

月において職員について定められている勤務時間以上勤務した日が１８日以上

ある場合に、退職手当を支給する。 

 

（国等の機関の職員として在職した後引き続いて職員となった者の在職期間の

計算） 

第１７条 職員のうち、会長又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて次

の各号に掲げる機関（以下「国等の機関」という。）の職員となるため退職をし、

かつ、引き続き国等の機関の職員として在職した後引き続いて再び職員となっ

た者の前条第１項の規定による在職期間の計算については、先の職員としての

在職期間の始期から後の職員としての在職期間の終期までの期間は、職員とし

ての引き続いた在職期間とみなす。ただし、第２号から第４号までに掲げる機関

にあっては、退職手当（これに相当する給付を含む。）に関する規程等において、

職員としての勤続期間を当該機関の勤続期間に通算することと定めている機関

に限る。 

（１）国 

（２）地方公共団体 

（３）国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）第７条の２第１項に規

定する公庫等 

（４）その他会長が別に定める機関 

２ 国等の機関の職員であった者が、国等の機関の要請に応じ、引き続いて職員と

なるため退職し、かつ、引き続いて職員となった場合におけるその者の前条第１

項に規定する職員としての引き続いた在職期間には、その者の国等の機関の職

員としての引き続いた在職期間を含むものとする。 

３ 第２項の規定に該当する職員が、第２５条第３項の規定によらず、職員を退職

後に引き続いて国等の機関の職員とならなかった場合のその者の退職手当の額

は、第５条の規定にかかわらず、当該退職の日に国等の機関の職員であったもの

として国等の退職手当に関する規定又は国等の退職手当の支給の基準により計

算して得られる額とする。この場合において、退職手当の額の計算の基礎となる

俸給月額については、当該職員が第１項の規定に該当する職員となるために国

等の機関の職員を退職した日における国等の機関の職員としての俸給月額を基

礎とし、当該職員としての引き続いた在職期間等を勘案し、会長が定める額とす

る。 

 

（独立行政法人等の役員として在職した後引き続いて職員となった者の在職期

間の計算） 
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第１８条 職員のうち、会長又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて独

立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人その他特別の法律によ

り設立された法人（退職手当（これに相当する給付を含む。）に関する規程にお

いて、職員が会長又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて当該法人の

役員となった場合に、職員としての勤続期間を当該法人の役員としての勤続期

間に通算することと定めている法人に限る。以下「独立行政法人等」という。）

の役員（常時勤務に服することを要しない者を除く。以下この条及び第２５条第

４項において同じ。）となるため退職をし、かつ、引き続き独立行政法人等の役

員として在職した後引き続いて再び職員となった者の第１６条第１項の規定に

よる在職期間の計算については、先の職員としての在職期間の始期から後の職

員としての在職期間の終期までの期間は、職員としての引き続いた在職期間と

みなす。 

２ 独立行政法人等の役員が、独立行政法人等の要請に応じ、引き続いて職員とな

るため退職し、かつ、引き続いて職員となった場合におけるその者の第１６条第

１項に規定する職員としての引き続いた在職期間には、その者の独立行政法人

等の役員としての引き続いた在職期間を含むものとする。 

３ 前項の規定に該当する職員が、第２５条第４項の規定によらず、職員を退職後

に引き続いて独立行政法人等の役員とならなかった場合のその者の退職手当の

額は、第５条の規定にかかわらず、当該退職の日に独立行政法人等の役員であっ

たものとして独立行政法人等の退職手当に関する規定又は独立行政法人等の退

職手当の支給の基準により計算して得られる額とする。この場合において、退職

手当の額の計算の基礎となる俸給月額については、当該職員が第１項の規定に

該当する職員となるために独立行政法人等の役員を退職した日における独立行

政法人等の役員としての俸給月額を基礎とし、当該職員としての引き続いた在

職期間等を勘案し、会長が定める額とする。 

 

第３章 退職手当の支給制限等 

 

（懲戒解雇処分を受けた場合等の退職手当の支給制限） 

第１９条 退職をした者が職員就業規程第６４条第１項第１号及び非常勤職員就

業規程第５３条第１項第１号に定める懲戒解雇処分（以下単に「懲戒解雇処分」

という。）を受けて退職をした者に該当するときは、会長は、当該退職をした者

（当該退職をした者が死亡したときは、当該退職に係る退職手当の額の支払を

受ける権利を承継した者）に対し、当該退職をした者が占めていた職の職務及び

責任、当該退職をした者の勤務の状況、当該退職をした者が行った非違の内容及

び程度、当該非違に至った経緯、当該非違後における当該退職をした者の言動、

当該非違が学術会議が行う業務の遂行に及ぼす支障の程度並びに当該非違が学

術会議が行う業務に対する国民の信頼に及ぼす影響（以下「事情」という）を勘

案して、当該退職手当の全部又は一部を支給しないこととする処分を行うこと

ができる。 

２ 会長は、前項の規定による処分を行うときは、その理由を付記した書面によ

り、その旨を当該処分を受けるべき者に通知しなければならない。 

３ 会長は、前項の規定による通知をする場合において、当該処分を受けるべき者

の所在が知れないときは、当該処分の内容を民法（明治２９年法律第８９号）第
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９８条の規定に基づく公示による意思表示を行うことをもって通知に代えるこ

とができる。この場合においては、その公示した日から起算して２週間を経過し

た日に、通知が当該処分を受けるべき者に到達したものとみなす。 

 

（退職手当の支払の差止め） 

第２０条 退職をした者が次の各号のいずれかに該当するときは、会長は、当該退

職をした者に対し、当該退職に係る退職手当の額の支払を差し止める処分を行

うものとする。 

（１）職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係る犯罪について禁錮以上の刑が定

められているものに限り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に

規定する略式手続によるものを除く。以下同じ。）をされた場合において、そ

の判決の確定前に退職をしたとき。 

（２）退職をした者に対しまだ当該退職手当の額が支払われていない場合におい

て、当該退職をした者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し起訴を

されたとき。 

２ 退職をした者に対しまだ当該退職に係る退職手当の額が支払われていない場

合において、次の各号のいずれかに該当するときは、会長は、当該退職をした者

に対し、当該退職手当の額の支払を差し止める処分を行うことができる。 

（１）当該退職をした者の基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関して、その者

が逮捕されたとき又は会長がその者から聴取した事項若しくは調査により判

明した事実に基づきその者に犯罪があると思料するに至ったときであって、

その者に対し退職手当の額を支払うことが学術会議が行うに対する国民の信

頼を確保する上で支障を生ずると認めるとき。 

（２）会長が、当該退職をした者について、当該退職手当の額の算定の基礎となる

職員としての引き続いた在職期間中に懲戒解雇処分を受けるべき行為（在職

期間中の職員の非違に当たる行為であって、その非違の内容及び程度に照ら

して懲戒解雇処分に値することが明らかなものをいう。以下同じ。）をしたこ

とを疑うに足りる相当な理由があると思料するに至ったとき。 

３ 死亡による退職をした者の遺族（退職をした者（死亡による退職の場合には、

その遺族）が当該退職に係る退職手当の額の支払を受ける前に死亡したことに

より当該退職手当の額の支払を受ける権利を承継した者を含む。以下この項に

おいて同じ。）に対しまだ当該退職手当の額が支払われていない場合において、

前項第２号に該当するときは、会長は、当該遺族に対し、当該退職手当の額の支

払を差し止める処分を行うことができる。 

４ 第１項又は第２項の規定による支払差止処分を行った会長は、次の各号のい

ずれかに該当するに至った場合には、速やかに当該支払差止処分を取り消さな

ければならない。ただし、第３号に該当する場合において、当該支払差止処分を

受けた者がその者の基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に逮捕され

ているときその他これを取り消すことが支払差止処分の目的に明らかに反する

と認めるときは、この限りでない。 

（１）当該支払差止処分を受けた者について、当該支払差止処分の理由となった起

訴又は行為に係る刑事事件につき無罪の判決が確定した場合 

（２）当該支払差止処分を受けた者について、当該支払差止処分の理由となった起

訴又は行為に係る刑事事件につき、判決が確定した場合（禁錮以上の刑に処せ
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られた場合及び無罪の判決が確定した場合を除く。）又は公訴を提起しない処

分があった場合であって、次条第１項の規定による処分を受けることなく、当

該判決が確定した日又は当該公訴を提起しない処分があった日から６月を経

過した場合 

（３）当該支払差止処分を受けた者について、その者の基礎在職期間中の行為に係

る刑事事件に関し起訴をされることなく、かつ、次条第１項の規定による処分

を受けることなく、当該支払差止処分を受けた日から１年を経過した場合 

５ 第３項の規定による支払差止処分を行った会長は、当該支払差止処分を受け

た者が次条第２項の規定による処分を受けることなく当該支払差止処分を受け

た日から１年を経過した場合には、速やかに当該支払差止処分を取り消さなけ

ればならない。 

６ 前２項の規定は、当該支払差止処分を行った会長が、当該支払差止処分後に判

明した事実又は生じた事情に基づき、当該退職手当の額の支払を差し止める必

要がなくなったとして当該支払差止処分を取り消すことを妨げるものではない。 

７ 前条第２項及び第３項の規定は、支払差止処分について準用する。 

 

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支給制限） 

第２１条 退職をした者に対しまだ当該退職に係る退職手当の額が支払われてい

ない場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、会長は、当該退職を

した者（第１号又は第２号に該当する場合において、当該退職をした者が死亡し

たときは、当該退職手当の額の支払を受ける権利を承継した者）に対し、第１９

条第１項に規定する事情を勘案して、当該退職手当の全部又は一部を支給しな

いこととする処分を行うことができる。 

（１）当該退職をした者が刑事事件（当該退職後に起訴をされた場合にあっては、

基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に限る。）に関し当該退職後に禁錮以上

の刑に処せられたとき。 

（２）当該退職をした者が当該退職手当の額の算定の基礎となる職員としての引

き続いた在職期間中の行為に関し職員就業規程第６４条第１項第１号及び非

常勤職員就業規程第５３条第１項第１号の規定による懲戒解雇処分（以下「定

年前再雇用職員等に対する解雇処分」という。）を受けたとき。 

（３）会長が、当該退職をした者（定年前再雇用職員等に対する解雇処分の対象と

なる者を除く。）について、当該退職後に当該退職手当等の額の算定の基礎と

なる職員としての引き続いた在職期間中に懲戒解雇処分を受けるべき行為を

したと認めたとき。 

２ 死亡による退職をした者の遺族（退職をした者（死亡による退職の場合には、

その遺族）が当該退職に係る退職手当の額の支払を受ける前に死亡したことに

より当該退職手当の額の支払を受ける権利を承継した者を含む。以下この項に

おいて同じ。）に対しまだ当該退職手当の額が支払われていない場合において、

前項第３号に該当するときは、会長は、当該遺族に対し、第１９条第１項に規定

する事情を勘案して、当該退職手当の全部又は一部を支給しないこととする処

分を行うことができる。 

３ 第１９条第２項及び第３項の規定は、第１項及び第２項の規定による処分に

ついて準用する。 

４ 支払差止処分に係る退職手当に関し第１項又は第２項の規定により当該退職
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手当等の一部を支給しないこととする処分が行われたときは、当該支払差止処

分は、取り消されたものとみなす。 

 

（退職した者の退職手当の返納） 

第２２条 退職をした者に対し当該退職に係る退職手当の額が支払われた後にお

いて、次の各号のいずれかに該当するときは、会長は、当該退職をした者に対し、

第１９条第１項に規定する事情のほか、当該退職をした者の生計の状況を勘案

して、当該退職手当の額の全部又は一部の返納を命ずる処分を行うことができ

る。 

（１）当該退職をした者が基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上

の刑に処せられたとき。 

（２）当該退職をした者が当該退職手当の額の算定の基礎となる職員としての引

き続いた在職期間中の行為に関し定年前再雇用職員等に対する解雇処分を受

けたとき。 

（３）会長が、当該退職をした者（定年前再雇用職員等に対する免職処分の対象と

なる職員を除く。）について、当該退職手当の額の算定の基礎となる職員とし

ての引き続いた在職期間中に懲戒解雇処分を受けるべき行為をしたと認めた

とき。 

２ 前項第３号に該当するときにおける同項の規定による処分は、当該退職の日

から５年以内に限り、行うことができる。 

３ 第１９条第２項の規定は、第１項の規定による処分について準用する。 

 

（遺族の退職手当の返納） 

第２３条 死亡による退職をした者の遺族（退職をした者（死亡による退職の場合

には、その遺族）が当該退職に係る退職手当の額の支払を受ける前に死亡したこ

とにより当該退職手当の額の支払を受ける権利を承継した者を含む。以下この

項において同じ。）に対し当該退職手当の額が支払われた後において、前条第１

項第３号に該当するときは、会長は、当該遺族に対し、当該退職の日から１年以

内に限り、第１９条第１項に規定する事情のほか、当該遺族の生計の状況を勘案

して、当該退職手当の額の全部又は一部の返納を命ずる処分を行うことができ

る。 

２ 第１９条第２項及び前条第２項の規定は、前項の規定による処分について準

用する。 

 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納付） 

第２４条 退職をした者（死亡による退職の場合には、その遺族）に対し当該退職

に係る退職手当の額が支払われた後において、当該退職手当の額の支払を受け

た者（以下この条において「退職手当の受給者」という。）が当該退職の日から

６月以内に第２２条第１項又は前条第１項の規定による処分を受けることなく

死亡した場合（次項から第４項に規定する場合を除く。）において、会長が、当

該退職手当の受給者の相続人（包括受遺者を含む。以下この項から第５項までに

おいて同じ。）に対し、当該退職の日から６月以内に、当該退職をした者が当該

退職手当の額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中に懲戒解

雇処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由がある旨の通知
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をしたときは、会長は、当該通知が当該相続人に到達した日から６月以内に限

り、当該相続人に対し、当該退職をした者が当該退職手当の額の算定の基礎とな

る職員としての引き続いた在職期間中に懲戒解雇処分を受けるべき行為をした

と認められることを理由として、当該退職手当の額の全部又は一部に相当する

額の納付を命ずる処分を行うことができる。 

２ 退職手当の受給者（遺族を除く。以下この項から第４項までにおいて同じ。）

が、当該退職の日から６月以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関し

起訴をされた場合（第２０条第１項第１号に該当する場合を含む。次項において

同じ。）において、当該刑事事件につき判決が確定することなく、かつ、第２２

条第１項の規定による処分を受けることなく死亡したときは、会長は、当該退職

手当の受給者の死亡の日から６月以内に限り、当該退職手当の受給者の相続人

に対し、当該退職をした者が当該退職に係る退職手当の額の算定の基礎となる

職員としての引き続いた在職期間中に懲戒解雇処分を受けるべき行為をしたと

認められることを理由として当該退職手当の額の全部又は一部に相当する額の

納付を命ずる処分を行うことができる。 

３ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以内に基礎在職期間中の行為に

係る刑事事件に関し起訴をされた場合において、当該刑事事件に関し禁錮以上

の刑に処せられた後において第２２条第１項の規定による処分を受けることな

く死亡したときは、会長は、当該退職手当の受給者の死亡の日から６月以内に限

り、当該退職手当の受給者の相続人に対し、当該退職をした者が当該刑事事件に

関し禁錮以上の刑に処せられたことを理由として、当該退職手当の額の全部又

は一部に相当する額の納付を命ずる処分を行うことができる。 

４ 退職手当の受給者が、当該退職の日から６月以内に当該退職に係る退職手当

の額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職期間中の行為に関し定年

前再雇用職員等に対する解雇処分を受けた場合において、第２２条第１項の規

定による処分を受けることなく死亡したときは、会長は、当該退職手当の受給者

の死亡の日から６月以内に限り、当該退職手当の受給者の相続人に対し、当該退

職をした者が当該行為に関し定年前再雇用職員等に対する解雇処分を受けたこ

とを理由として、当該退職手当の額の全部又は一部に相当する額の納付を命ず

る処分を行うことができる。 

５ 前各項の規定による処分に基づき納付する金額は、第１９条第１項に規定す

る事情のほか、当該退職手当の受給者の相続財産の額、当該退職手当の受給者の

相続財産の額のうち第１項から第３項までの規定による処分を受けるべき者が

相続又は遺贈により取得をした又は取得をする見込みである財産の額、当該退

職手当の受給者の相続人の生計の状況及び当該退職手当に係る租税の額を勘案

して、定めるものとする。この場合において、当該相続人が２人以上あるときは、

各相続人が納付する金額の合計額は、当該退職手当の額を超えることとなって

はならない。 

６ 第１９条第２項の規定は、第１項から第４項までの規定による処分について

準用する。 

第４章 雑則 

 

（職員が退職した後に引き続き職員となった場合等における退職手当の不支給） 

第２５条 職員が退職した場合（第１９条第１項に該当する場合を除く。）におい
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て、その者が退職の日又はその翌日に再び職員となったとき（非常勤職員就業規

程第２条第２項に規定する職員となったときを除く。）は、この規則による退職

手当は支給しない。 

２ 職員が、学術会議の改革、施設の統合その他の事由によって、引き続いて他機

関の職員となり、他機関に就職した場合において、その者の職員としての勤続期

間が、他機関の退職手当に関する規定又は他機関の退職手当の支給の基準によ

りその者の他機関における他機関の職員としての勤続期間に通算されることと

定められているときは、この規則による退職手当は支給しない。 

３ 職員が第１７条第１項の規定に該当する退職をし、かつ、引き続いて国等の機

関の職員となった場合又は同条第２項の規定に該当する職員が退職し、かつ引

き続いて国等の機関の職員となった場合においては、この規則による退職手当

は支給しない。 

４ 職員が第１８条第１項の規定に該当する退職をし、かつ、引き続いて独立行政

法人等の役員となった場合又は同条第２項の規定に該当する職員が退職し、か

つ、引き続いて独立行政法人等の役員となった場合においては、この規則による

退職手当は支給しない。 

 

（端数の処理） 

第２６条 この規則により計算した退職手当に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額は切り捨てる。 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 

 

（３５年以下の期間勤続して退職した者に対する退職手当の基本額） 

第２条 当分の間、３５年以下の期間勤続して退職した者に対する退職手当の基

本額は、本則第６条から第１０条まで及び附則第７条の規定により計算した額

にそれぞれ１００分の８３．７を乗じて得た額とする。この場合において、本則

第１５条中「前条」とあるのは、「前条並びに附則第２条」とする。 

 

（３６年以上４２年以下の期間勤続して退職した者に対する退職手当の基本額） 

第３条 当分の間、３６年以上４２年以下の期間勤続して退職した者で本則第６

条第１項の規定に該当する退職をしたものに対する退職手当の基本額は、同項

又は本則第９条及び附則第７条の規定により計算した額に前項に定める割合を

乗じて得た額とする。 

 

（３５年を超える期間勤続して退職した者に対する退職手当の基本額） 

第４条 当分の間、３５年を超える期間勤続して退職した者で本則第８条又は附

則第７条の規定に該当する退職をしたものに対する退職手当の基本額は、その

者の勤続期間を３５年として附則第２条の規定の例により計算して得られる額

とする。 

 

（減額改定されたことがある場合における俸給月額） 
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第５条 退職した者の基礎在職期間中に俸給月額の減額改定によりその者の俸給

月額が減額されたことがある場合において、その者の減額後の俸給月額が減額

前の俸給月額に達しない場合にその差額に相当する額を支給することとする規

程又はこれに準ずる給与の支給の基準の適用を受けたことがあるときは、この

規則による俸給月額には、当該差額を含まないものとする。ただし、本則第１５

条第２項に規定する職員に係る基本給月額に含まれる俸給の月額及び同項に規

定するその他の職員に係る基本給月額に含まれる俸給月額に相当するものにつ

いては、この限りでない。 

 

（１１年以上２５年未満の勤続後６０歳以降で退職した場合の退職手当） 

第６条 当分の間、本則第７条第１項の規定は、１１年以上２５年未満の期間勤続

した者であって、６０歳に達した日以後その者の非違によることなく退職した

者（定年の定めのない職を退職した者及び同項又は同条第２項の規定に該当す

る者を除く。）に対する退職手当の基本額について準用する。この場合における

本則第６条の規定の適用については、同条第１項中「又は第８条」とあるのは、

「、第８条又は附則第６条」とする。 

 

（２５年以上の勤続後６０歳以降で退職した場合の退職手当） 

第７条 当分の間、本則第８条第１項の規定は、２５年以上の期間勤続した者であ

って、６０歳に達した日以後その者の非違によることなく退職した者（定年の定

めのない職を退職した者及び同条第１項又は第２項の規定に該当する者を除

く。）に対する退職手当の基本額について準用する。この場合における本則第６

条の規定の適用については、同条第１項中「又は第８条」とあるのは、「、第８

条又は附則第７条」とする。 

 

（職員給与規則附則第５条の規定による俸給月額の改定） 

第８条 職員給与規則附則第５条又はこれらに準ずる給与の支給の基準による職

員の俸給月額の改定は、俸給月額の減額改定に該当しないものとする。 

 

（勤続期間に関する特例措置） 

第９条 学術会議成立の日の前日に日本学術会議事務局の職員（以下、「旧日本学

術会議事務局職員」という。）を任期満了により退職し、施行日に新たに日本学

術会議の職員となった者の本則第１６条第１項に規定する職員としての引き続

いた在職期間には、旧日本学術会議事務局職員の在職期間を含むものとする（た

だし、学術会議成立の日の前日に退職手当の支給を受けた職員を除く）。 
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別表（第１４条第３項関係） 

 特別俸給表 事務職俸給表 
専門スタッフ

職俸給表 

特定任期付専

門員俸給表 

第１区分 ６号俸以上    

第２区分 ５号俸以下   ７号俸 

第３区分  １０級   

第４区分  ９級 ３級 ６号俸 

第５区分  ８級 ２級 ５号俸 

第６区分  ７級  ４号俸 

第７区分  ６級 １級 ３号俸 

第８区分  ５級  
１号俸又は２

号俸 

第９区分  ４級   

第１０区分  ３級   

第１１区分 
第１区分～第１０区分までのいずれの職員区分にも属しない

こととなる者 
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提 案

日本学術会議業務方法書（案）について 

１ 提 案 者  会 長 

２ 議  案  標記について、別紙案のとおり決定すること。 

３ 提案理由  日本学術会議法（令和７年法律第７０号）第５２条において

準用する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第

２８条第１項及び日本学術会議の業務運営、財務及び会計並び

に人事管理に関する内閣府令（令和８年内閣府令第７２号）第

１４条の規定に基づき、業務方法書を定める必要があるため。 

（参考） 

○日本学術会議法（令和７年法律第７０号）

第三十六条 この法律の他の規定により総会の決議によることとされてい

るもののほか、次に掲げる事項の決定は、総会の決議によらなければなら

ない。 

一 この法律（第四十一条を除く。）又は準用通則法の規定により内閣総理

大臣の認可又は承認を受けなければならない事項 

二～八 （略） 

○日本学術会議法第５２条の規定による独立行政法人通則法第２８条の準用

に当たっての読替え

（業務方法書）

第二十八条 会議は、業務開始の際、業務方法書を作成し、内閣総理大臣の

認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とす

提 ９

総 会 １９８

103



る。 

２ 前項の業務方法書には、役員（監事を除く。）の職務の執行がこの法律、

日本学術会議法（以下「会議法」という。）又は他の法令に適合すること

を確保するための体制その他会議の業務の適正を確保するための体制の

整備に関する事項その他内閣府令で定める事項を記載しなければならな

い。 

３ 会議は、第一項の認可を受けたときは、遅滞なく、その業務方法書を公

表しなければならない。 

 

○日本学術会議の業務運営、財務及び会計並びに人事管理に関する内閣府令

（令和８年内閣府令第７２号） 

（業務方法書に記載すべき事項） 

第十四条 準用通則法第二十八条第二項の内閣府令で定める事項は、次のと

おりとする。 

一 法第三十七条第一号に規定する学術に関する重要事項の審議及びそ

の実現に関する事項 

二 法第三十七条第二号に規定する連携の確保及び強化に関する事項 

三 法第三十七条第三号に規定する社会環境の整備に関する事項 

四 法第三十七条第四号に規定する交流に関する事項 

五 法第三十七条第五号に規定する附帯業務に関する事項 

六 業務委託の基準 

七 競争入札その他契約に関する基本的事項 

八 その他会議の業務の執行に関して必要な事項 
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日本学術会議業務方法書（案） 

（令和８年○月○日 内閣総理大臣認可） 

令和８年○月○日制定 

目次 

第１章 総則（第１条～第２条） 

第２章 業務の方法に関する事項（第３条～第７条） 

第３章 業務委託の基準等に関する事項（第８条～第９条） 

第４章 競争入札その他の契約に関する基本的事項（第１０条） 

第５章 業務の適正を確保するための体制の整備等に関する事項 

（第１１条～第２７条） 

第６章 雑則（第２８条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この業務方法書は、日本学術会議法（令和７年法律第７０号。以下

「法」という。）第５２条において準用する独立行政法人通則法（平成１１年

法律第１０３号。以下「準用通則法」という。）第２８条第１項及び日本学術

会議の業務運営、財務及び会計並びに人事管理に関する内閣府令（令和８年内

閣府令第７２号）第１４条の規定に基づき、日本学術会議（以下「学術会議」

という。）の業務の方法について基本的事項を定め、もってその業務の適正な

運営を図ることを目的とする。 

（業務運営の基本的方針） 

第２条 学術会議は、我が国の科学者の内外に対する代表機関として、学術の向

上発達を図るとともに、学術に関する知見を活用して社会の課題の解決に寄与

するため、法第３７条に規定する業務の効果的かつ効率的な運営を図るものと

する。 

第２章 業務の方法に関する事項 

（学術に関する重要事項の審議及び実現） 

第３条 学術会議は、法第３７条第１号の規定に基づき、学術に関する重要事項

を審議し、その実現を図るため、日本学術会議会則（令和８年日本学術会議規

則第○号。以下「会則」という。）第３４条第１項に規定する意思の表出を行
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う。 

２ 学術会議は、前項に規定する業務に関し、その手続等を定める規程を整備す

るものとする。 

（学術に関係する者の間における連携の確保及び強化） 

第４条 学術会議は、大学、研究機関、学会その他の学術に関係する者との間に

おける連携の確保及び強化を図るため、次の各号の活動を行う。 

（１）会則第３５条第１項に規定する地区会議の活動

（２）会則第３６条第１項に規定する日本学術会議協力学術研究団体との協力

２ 学術会議は、前項に規定する業務に関し、その運営等を定める規程を整備す

るものとする。 

（学術に関係する者の間における連携の確保及び強化並びに学術に関する研究

を円滑に進めるための社会環境の整備） 

第５条 学術会議は、シンポジウム、フォーラム等の開催その他の方法により、

大学、研究機関、学会その他の学術に関係する者の間における連携の確保及び

強化並びに学術に関する国民の関心及び理解の増進その他の学術に関する研究

を円滑に進めるための社会環境の整備を図るものとする。 

２ 学術会議は、前項に規定する業務に関し、その運営等を定める規程を整備す

るものとする。 

（学術に関する外国の団体及び国際団体との交流） 

第６条 学術会議は、次に掲げる活動の実施により、学術に関する外国の団体及

び国際団体との交流に関する業務を行うものとする。 

（１）法第４１条に規定する国際団体への加入

（２）前号に掲げるもののほか、会則第３８条第１項に規定する国際活動の実施

及び同条第２項に規定する共同声明の発出 

２ 学術会議は、前項に規定する業務に関し、その基準、手続等を定める規程を

整備するものとする。 

（附帯業務） 

第７条 学術会議は、法第３７条第５号の規定に基づき、第３条から前条までに

定める業務に附帯する業務を行うものとする。 

第３章 業務委託の基準等に関する事項 

（業務の委託） 

第８条 学術会議は、第３条から前条までに規定する業務について、他に委託し

て実施することが効率的であると認められる場合は、その一部を外部の者に委
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託することができる。 

２ 学術会議は、前項の規定により外部の者にその業務の一部を委託しようとす

るときは、当該業務を受託する者（以下「受託者」という。）を、第１０条に

定める競争入札その他の適切な方法で選定するものとする。 

３ 学術会議は、第１項の規定により外部の者にその業務の一部を委託しようと

するときは、別に規程で定めるところにより、受託者と業務の委託に関する契

約を締結するものとする。 

（業務の受託） 

第９条 学術会議は国、地方公共団体、公益法人その他の団体等の委託を受けて

第３条から第７条に規定する業務を行うことができる。 

２ 学術会議は、前項の規定により業務の委託を受けようとするときは、別に規

程で定めるところにより、当該業務を委託する者と業務の受託に関する契約を

締結するものとする。 

第４章 競争入札その他の契約に関する基本的事項 

（競争入札その他の契約に関する基本的事項） 

第１０条 学術会議は、売買、貸借、請負その他の契約を締結する場合において

は、原則として、全て公告して申込みをさせることにより競争に付すものとす

る。ただし、一般競争に付することが契約上不利と認められる場合、契約の性

質又は目的が競争を許さない場合その他の別に規程で定める場合は、指名競争

又は随意契約によることができるものとする。 

第５章 業務の適正を確保するための体制の整備等に関する事項 

（内部統制に関する基本方針） 

第１１条 学術会議は、会員及び職員の職務の執行が、法、準用通則法又は他の

法令に適合することを確保するための体制その他の学術会議の業務の適正を確

保するための体制を整備するとともに、継続的にその見直しを図るものとす

る。 

（会員等の倫理に関する事項） 

第１２条 学術会議は、会員及び職員の倫理に関する規程等を定めるものとす

る。 

（総会に関する事項） 

第１３条 学術会議は、日本学術会議規則において、次の事項を定めるものとす

る。 
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（１）議事の手続

（２）総会の職務及び職務の委任に関すること

（３）議事録の作成及び公表に関すること

（４）オンライン出席の取扱い、傍聴その他の総会の運営に関すること

（役員会に関する事項） 

第１４条 学術会議は、日本学術会議規則において、次の事項を定めるものとす

る。 

（１）役員会の運営等

（２）役員会への委任事項

（３）副会長の事務分掌

（中期的な活動計画等の策定及び自己点検評価に関する事項） 

第１５条 学術会議は、中期的な活動計画、年度計画（以下「中期的な活動計画

等」という。）及び自己点検評価を通じて、業務運営の実施、実績の評価及び

改善に関する自律的な循環を整えられるよう、必要な規程等を整備するものと

する。 

（内部統制の推進に関する事項） 

第１６条 学術会議は、内部統制の推進に関する規程を整備するものとし、同規

程には、次の事項を定めるものとする。 

（１）役員を構成員とする内部統制に関する重要事項を審議する合議体の設置

（２）内部統制の責任者、内部統制を担当する役員の決定

（３）内部統制推進部門の指定

（４）内部統制の責任者、内部統制を担当する役員、内部統制推進部門間におけ

る報告会の実施 

（５）内部統制を担当する役員から（１）の合議体への報告及び改善策の検討

（６）内部統制を担当する役員と職員との面談の実施

（７）内部統制を担当する役員によるモニタリング体制の運用

（８）内部統制推進部門におけるモニタリング体制の運用

（９）研修会の実施

（１０）コンプライアンス違反等の事実発生時における対応方針等

（１１) 反社会的勢力への対応方針等

（リスク評価と対応に関する事項）

第１７条 学術会議は、業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別、

分析及び評価し、当該リスクへの適切な対応を可能とする規程を整備するもの

とする。 
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（情報の適切な管理及び公開に関する事項） 

第１８条 学術会議は、情報の適切な管理及び公開に関し、文書管理規程等を整

備し、学術会議の意思決定に係る文書が適切に管理されることを担保するとと

もに、財務情報を含む法人情報について、インターネット等により広く公開す

るものとする。 

（情報セキュリティの確保及び個人情報保護に関する事項） 

第１９条 学術会議は、情報セキュリティの確保及び個人情報保護に関する規程

を整備するものとし、同規程には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１）情報システムのぜい弱性対策、アクセスログの定期的点検、情報リテラシ

ーの向上等の情報セキュリティの確保に関する次に掲げる事項 

イ 情報システムに関するリスクに対するコントロールが適切に整備・運用

されていることを担保するための有効な手段の確保に関する事項 

ロ システム管理を外部に委託している場合を含む情報漏えいの防止に関す

る事項 

（２）個人情報保護に関する次に掲げる事項

イ 個人情報保護に係る点検活動の実施に関する事項

ロ 「独立行政法人等の保有する個人情報の適切な管理のための措置に関す

る指針（平成１６年９月１４日総務省行政管理局長通知）」の遵守に関する

事項 

（情報システムの整備及び利用） 

第２０条 学術会議は、情報システムの整備及び利用により、職員から会員等に

学術会議の運営や業務を行うに当たって必要な情報が確実に連絡される仕組み

を構築するとともに、業務運営の効率化を図るものとする。 

（監事及び監事監査に関する事項） 

第２１条 学術会議は、監事及び監事監査に関する規程を整備するものとし、同

規程には、次の事項を定めるものとする。 

（１）監事に関する事項

イ 監事監査に関する規程の整備に対する監事の関与

ロ 会長と意思疎通を確保する体制

ハ 補助者の独立性に関する事項

ニ 監事の権限の明確化

ホ 監事と会長との会合の定期的な実施

（２）監事監査に関する事項

イ 監事監査に関する規程に基づく監査への協力

ロ 補助者への協力

ハ 監査結果に対する改善状況の報告
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ニ 監査結果の内閣総理大臣及び会長への報告 

（３）監事によるモニタリングに必要な次の事項 

イ 監事の役員会等の重要な会議への出席 

ロ 業務執行の意思決定に係る文書を監事が閲覧・調査できる仕組み 

ハ 監事と内部監査担当者との連携に関する事項 

ニ 役員（監事を除く。）、役員以外の会員又は職員の不正、違法、著しい不

当事実の監事への報告義務 

ホ 監事から文書提出や説明を求められた場合の役員（監事を除く。）、役員

以外の会員又は職員の応答義務 

 

（内部監査） 

第２２条 学術会議は、内部監査担当者を設置し内部監査を実施するとともに、

内部監査の結果に対する改善措置状況を会長に報告するものとする。 

 

（内部通報及び外部通報に関する事項） 

第２３条 学術会議は、内部通報及び外部通報に関する規程を整備するものと

し、同規程には、次の事項を定めるものとする。 

（１）内部通報窓口及び外部通報窓口の設置 

（２）内部通報者及び外部通報者の保護 

（３）内部通報及び外部通報が、内部統制を担当する役員や監事に確実にかつ内

密に報告される仕組みの整備に関する事項 

 

（入札及び契約に関する事項） 

第２４条 学術会議は、入札及び契約に関する規程等を整備するものとし、同規

程等には、次の事項を定めるものとする。 

（１）入札不調等により中期的な活動計画等の達成が困難となる場合の対応 

（２）談合情報がある場合の緊急対応 

（３）契約事務の適切な実施、相互けん制の確立 

（４）随意契約とすることが可能な場合の明確化 

 

 （補助金の算定に資する情報提供） 

第２５条 学術会議は、翌年度の補助金の算定のため、次の事業年度において実

施しようとする主な活動であって、年度計画に位置付けることが見込まれるも

のについて、毎年７月末日までに、内閣府に情報提供を行うものとする。 

 

（会員の選任及び解任） 

第２６条 学術会議は、会員の選任及び解任に関する事項について、日本学術会

議規則を定めるものとする。 

 

110



（職員の人事管理） 

第２７条  学術会議は、職員（非常勤職員を含む。）の懲戒基準を就業規則に規

定するとともに、業務の適正を確保するための定期的な人事異動や長期在職者

の存在把握等により、人事を適正に管理するものとする。 

第６章 雑則 

（その他の業務の方法） 

第２８条 学術会議は、この業務方法書に定めるもののほか、業務の方法に関し

必要な事項について規程を定めることができる。 

附 則 

この業務方法書は、内閣総理大臣の認可のあった日から施行し、令和８年１０

月１日から適用する。 
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